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1 平成21年4月の障害福祉サービス報酬改定について  

（1）平成21年4月の障害福祉サービス報酬改定について  

平成21年4月の障害福祉サービス費用（いわゆる報酬）の額の改定に   

ついては、プラス5．1％の改定を行うこととし、新体系事業、旧法施設   

及び障害児施設について、（》良質な人材の確保、②サービス提供事業者の   

経営基盤の安定、③サービスの質の向上、④地域生活の基盤の充実、⑤中山   

間地域等への配慮、（砂新体系への移行の6つの視点に立った改定を行うこと  

としている。  

（2）報酬告示及び関係省令・告示の改正について  

現在、パブリックコメントを実施中である。省令・告示については、パブ   

リックコメントを終了後、可能なものから順次公布することとしている。   
（関連資料1（31頁）及び関連資料2（40貢））  

（3）各都道府県からお寄せいただいたご質問について  

本日の会議資料として、一部Q＆Aをお示ししたところであるが、関係   

通知等についても検討を進め、可能な限り早急に情報提供・発出等を行ラ   

予定であるので、管内市町村及び事業所等への情報提供方よろしくお願いし   

たい。  

（参 考）平成21■年4月の障害福祉サービス報酬改定に係る今後の予定  

（4）加算の届出時期について  

通常、4月から加算の算定を開始する場合は3月15日までに都道府県へ   

届出を行うこととなるが、平成21年度に報酬改定を実施することを踏まえ、   

4月中に届けられた新規加算については4月からの算定が可能な取扱いと   

する。  
なお、具体的な届出目については、各都道府県国保連合会と調整の上、各  
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都道府県による柔軟な設定を行って差し支えない。  

（5）障害福祉サービス報酬改定影響検証事業について  

今回の障害福祉サービス報酬改定の効果を検証するために、障害福祉サー   

ビス施設・事業所に対し、報酬改定が現場にどのような影響を及ぼしていく   

かを把握する調査を秋以降に行う予定である。  

2 利用者負担の軽減措置について   

現在、特別対策や緊急措置に妄り実施している利用者負担の軽減措置につい  

ては、平成21年4月以降も継続して実施することとした。（現在、関係政省  
令についてパブリックコメント中）   

また、平成21年7月より、軽減措置を適用するために設けている「資産  

要件」の廃止や、「心身障害者扶養共済給付金」．の収入認定からの除外にょり  

更に負担軽減を図ることを予定しているので、準備方よろ㌧くお願いしたい。  

（関連資料3（43寅））  

3 障害者の就労支援の推進等について   

障害者自立支援法においては、障害者がその有する能力や適性に応じて、  

自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう必要な支援を行うこと  

としてお’り、この実現のための大きな柱の一つとして、就労に向けた支援施策  

を自立支援法の中に規定し、就労に必要な知識能力の向上のために必要な訓練  

等を行う就労移行支援事業、就労継続支援事業を創設したほか、障害者就業・  

生活支援センターの拡充を進めてきたところである。   
昨年12月に社会保障審議会障害者部会において報告書が取りまとめられ、  

就労支援に関する「基本的考え方」として、①一般就労への移行支援の準化、  

②就労継続支援の在り方、③障害者雇用施策等との連携強化等という観点から  
就労支援の充実を図るべきとされたことや、国としてもこれらの意見等を踏ま  

え、報酬改定や特別対策事業においても就労支援の促進に向けてより一層取り  

組んでいることから、都道府県におかれても、これらの考え方を踏まえ、管内  

各事業所に対し、障害者の就労支援について、周知や一層のご指導をお願いし  

たい。  

（1）障害者の一般就労への移行促進について   

① 一般就労への移行に対する報酬上の評価及び企業等の理解の在り方等に  

ついて  
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障害者の一般就労への移行については、社会保障審議会障害者部会の  

報告書を踏まえ、取組をさらに促進するために、就労移行支援事業におい  

て、一般就労への移行・定着の実績をきめ細かく評価に反映するなど、  

報酬上の見直しを行ったところである。   

また、一般就労への移行を進めていくためには、企業等の理解が重要と  

なることから、障害者自立支援対策臨時特例交付金による特別対策事業に  

おいて、①障害者の雇用を検討する企業に許し、職務内容の捏案等を実施  

した場合に助成（「障害者一般就労・職場定着促進支援事業」）すること  

としたほか、②企業側の理解促進と併せ、障害者本人の一般就労の可能性  

を最大限に引き出すことができるよう、障害者の職場実習を受け入れる  

企業への助成を引き続き行うとともに、③職場見学を実施する場合の助成  

を新たに追加（「職場実習・職場見学促進事業」（職場見学事業は新規事  

業））することとしているので、積極的な実施及び管内市町村、事業所等  

に対する周知をお願いしたい。  

（∋ 就労支援ノウハウを持った者の配置等について  

就労支援を担当する職員について、一般就労への移行支援のノウハウを   

有する者の配置を促進するため、高齢・障害者雇用支援機構において行う   

就労移行支援事業における就労支援員向けの研修（平成21年度中に開始   

予定、内容等については、後日通知）や職場適応援助者養成研修を修了し   

た者を就労支援員として配置している場合における報酬上の加算を設ける   

などの評価を行うこととしている。  

また、第1号職場適応援助者（ジョブコ・－チ）について、 

援事粟、就労継続支援事業A型、B型における留意事項について」（平成   

20年3月28日障障発第0328002号本職通知）の改正により、非常勤の就労   

支援員等については、就労支援員等とし七の勤務を要しない日において、   

第1号職場適応援助者（ジョブコーチ）としての活動を認めることとして   

いるので二（詳細については、後日発出予定。）都道府県におかれては、   

留意の上、積極的な実施をお願いしたい。  

（2．）就労継続支援事業の在り方について   

① 就労継続支援A型の充実について  

社会仮障審議会障害者部会の報告書を踏まえ、就労継続支援B型事業所  

等から雇用契約に基づく就労の機会を提供する場である就労継続支援A型  

事業所への移行を促すため、特別対策事業において、「就労継続支援A型  

への移行助成事業」を新たに実施することとしているので、活用により、  

移行を促していただくよう、お願いしたい。  

② 就労継続支援B型の新規利用について  

特別支援学校卒業者等、未就労障害者の就労継続支援B型の新規利用に  
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あたっては、社会保障審議会障害者部会において、本人の能力・適性につ  

いて短期間のアセスメントを経ることが必要とされ、そのアセスメントの  

ために、就労移行支援事業を短期間利用することを明輝化することとされ  
た‘ところである。   

これについては、文部科学省と協議し、特別支援学校に在学中の生徒が  

当該学校の教育活動として行われる現場実習において、短期間のアセスメ  

ントとして、就労移行支援事業を利用し、卒業と同時に適切なサービスを  

利用できるようにすることとしている（別途通知）。   

また、特別対策事業における、「就労系事業利用に向けたアセスメント  

実施連携事業」により、特別支援学校との連携によるアセスメント実施に  

向けた体制作りを行っていただくよう、お願いしたい。  

③ エ賃引き上げの推進について  

本事業では、平成19年度に各都道府県において「工賃倍増5か年計画」   

を策定し、平成20年度においては、この計画をもとに、事業の実施に   

取り組んでいただいたところである。  

平成21年度は、事業本格実施の2年目にあたり、平成21年度予算案   

において、以前より実施している経営コンサルタントの導入、事業所職員   

の普及啓発、セミナーゐ開催等に加え、福祉施設で働く利用者の一般就労   

への移行を促進するた．め、新たに施設職員の能力向上に向けた研修を事業   

に追加したところである。  

特に∴昨今の経済事情の中、不況業種からの転換に関する専門家による   

相談など、・経済状況に即応した具体的な取組を積極的に展開する必要が   

あることから、各都道府県におかれては、本事業の積極的な実施により、   

管内事業所の工賃引き上げ等たっいて、引き続き取組をお願いしたい。  

さらに、就労継続支援B型については、目標工賃達成加算において、   

「前々年度の平均工賃額を超えていること」の要件を廃止したほか、特別   

対策事業において、高い目標工賃を掲げ、かつ達成した事業所に対する   

助成事業を設け、工賃引き上げに積極的に取り組む事業所に対し、評価す   

ることとしている。  

また、国や地方自治体、企業等からの仕事の受注や分配等を円滑に行い、   

障害者の仕事の場の拡大を図るため、各都道府県ごとに共同受注窓口の   

設置・運営を可能とするため、「工賃倍増5か年計画支援事業」における   
実施要綱の改正を行うこととしている。（通知改正作業中であり、後日   

周知予定。）  

これらの活用により、各都道府県において工賃引き上げの取組をさらに   

進めるとともに、管内市町村、関係団体及び事業所においても周知等を   

行い、取組の促進をお願いしたい。  

④ 障害者の就労支援施設等に対する官公需等の発注促進について   



昨今の厳しい経済情勢の中、就労系事業にも深刻な影響を及ぼしている  

ことから、企業・経済団体と合わせ、国や地方公共団体に対して官公需を  

積極的に進吟るため、2月10日付で職業安定局と連名のもと、官公需の  

発注等について、特段の配慮を行うよう、各都道府県等宛に通知を発出し、  

発注促進を促したところである。   

国においても各中央省庁の会計担当者を集め、福祉施設受注担当者会議  

を2月25日に開催し、官公需等についての共通認識を高めるとともに、  

発注促進に向けてより一層の取組を促したところである。さらに、今般、  

各省庁官房長等宛に、内閣府、職業安定局及び裡会・援護局の局長等連名  

による通知を発出することとしている。   

各都道府県におかれても、庁内各部局への働きかけや、事業者団体との  

連携等のもと、都道府県自身における官公需への発注等の取組をさらに  

促進する一方で、管内市町村についても、伝達会議等において、積極的な  

取組を行うようお願いするとともに、その後の状況把握やフォローアップ  

について、特段の御配慮をお願いしたい。（関連資料4（44頁））  

⑤ 施設外就労・施設外支援の積極的な取組について  

就労移行支援事業、就労継続支援事業において、事業所以外での場所で   

の活動（施設外就労・施設外支援）については、一般就労への移行や工賃   

（賃金）の引き上げを図ることや、職場実習や求職活動を実施する上で、   

非常に有効であることから、平成21年度においては、報酬改定において、   

ユニット単位で施設外就労を実施した場合の加算を創設－（施設外就労加算  

，（20年度■まで基金事業で一部実施）するとともに、利用者数の合計数の   

上限を利用定員の70％以下にすることとしている。また、基金事業にお   

いても施設外就労、施設外支援を利用し、一般就労に移行した場合の助成   

を引き続き実施（施設外就労等による一般就労移行助成事業）することと   

してヤ、るので、各都道府県におかれては、より‾層の取組をお願いしたい。   

（関連資料5（97頁））  

⑥ エ賃（賃金）の実績報告について  

平成19年度と同様、20年度についても工賃（賃金）の実績を調査し、   

昨年10月の社会保障審議会障害者部会において、調査結果の一部を公表   

したところである。  

平成21年度においても、 本年度と同様に工賃（賃金）の実績調査を   

行うこととしているが、工賃（賃金）実績は、利用者が事業所を選ぶ基準   

ともなり得るものであることから、事業所ごとに公表することが重要と   

考えている。  

こ．のため、来年度の調査へのご協力をお願いするとともに、その公表に   

あたりては、昨年度同様、各事業所に公表の趣旨を理解していただき、   

事業所ごとの工賃（賃金）実績を公表していただくようお願いしたい。  
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本調査概要等については、以下のとおりであるが、詳細については追っ  

て通知することとしている。   

ア 対象事業所及び施設  

就労継続支援事業所（A型、B型）並びに身体・知的・精神障害者  

それぞれの入所・通所享受産施設、小規模通所授産施設及び福祉工場   

イ 対象期間  

平成20年度（平成20年4月～平成21年3月）   

ウ 報告方法  

本年度、各都道府県ごとに報告された実績について、対象事業所  

及び施設ごとに一覧表にとりまとめた様式を送付するので、当該様式  

を加筆修正の上、報告。   

エ 提出期限  

平成21年5月29日（金）  

（関連資料6（98頁））  

（3）障害者雇用施策等との連携について   

① 障害者就業・生活支援センター事業について  

本事業は、平成21年度予算案において、新規増分として60か所とし、  

全国265か所で実施することとしているところであり、選定作業実施の  

上、新規センターが選定される都道府県に対しては労働部局を通じ、連絡  

することとなっている。  

しかしながら、現時点で推薦いただいている法人数では、新規増分60  

か所に満たないため、新規センターの設置にかかる予算はまだ十分に確保  

されているところであり、平成21年度においては、年度途中であっても  

新規センターの設置を進めることとしている。このため、各都道府県に  

おかれては、労働部局及び各都道府県労働局と連携を図り、来年度の設置  

可能性について再度検証いただき、設置基準を満たすと思われる法人が  

ある場合には、．積極的に推薦いただくようにお願いしたい。  

また、障害者就業・生活支援センター事業については、「成長力底上げ  

戦略」の「福祉から雇用へ」推進5か年計画や、「重点施策実施5か年計  

画」において、平成23年度までにセンターを全障害保健福祉圏域に設置  

するよう、取組を進めているところであるが、設置について、更なる促進  

を図るため、生活支援部分について、■平成21年度より、地域生活支援事   

■業費補助金から移替し、単独の補助事業（（目）障害程度区分認定等事業  

費補助金（障害者就業・生活支援セγタ一事業費））として実施すること  

とした上で、事業費ベースで、1か所あたり5，290千円とし、国庫補  

助額はその1／2としたところであるので、設置の促進と、センター職員  

として良質な人材確保や事業の質の向上のため、必要額の確保をお願いし  

たい。  

また、生活支援部分における実施要綱についても、業務をより詳細に  
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定めることとしているほか、地域自立支援協涛会（就労部会）及びハロー  

ワ」クの実施する地域障害者就労支援事業（チーム支援）等との連携、  

特別支援学校から直接就職した者の把握等について、見直しを行うことと  

している。（通知改正作業を進めており、後日発出予定。）   

各都道府県におかれては、障害者就業・生活支援センター事業の単独  

補助事業化の趣旨を踏まえ、全障害保健福祉圏域への設置に向け、積極的  

な取組をお願いしたい。（関連資料7（99頁））  

② ⊥般就労後の職場定着フォローアップ等について  

障害者の一般就労後のフォローアップについては、特別対策事業におい   

て、就労移行支援事業者が障害者就業・生活支援センター等と協力し、   

一般就労後一定期間を経過した者を対象とする勉強会や自主交流会を開催   

する際の助成を新たに実施（障害者一般就労・職場定着促進支援事業）   

することや、障害者の一般就労後における職場定着の促進を進めるため、   

就労移行支援事業の就労移行支援体制加算を移行・定着実績をきめ細かく   

評価することとしたこと等も踏まえ、職場定着のためのフォローアップの   

政組に向けたご指導をお願いしたい。  

③ 離職した者の筆入先の確保等について  

昨今の経済事情等により、離職した者等への受入先の確保の促進を進め   

るため、「地域生活への移行が困難になった障害児・者及び離職した障害   

児・者の入所施設等への受入について」 （平成18年10月2日障障発第  

1002005号本職通知）の改正により、企業を離職したことに伴う施設への   

再入所を希望する者等を受け入れる場合の定員外の入所児・者の受入可能   

な範囲を入所定員又は利廟定員の5％の範囲から、10％まで拡大するこ   
ととしているので、留意願いたい。（通知改正作業を進めており、後日発   

出予定。）  

また－、離職の危機を迎えている者や、、やむを得ず離職した者に対して、   

障害者就業・生活支援センターやハローワーク等と連携し、離職危機回避   
や、再チヤ｝ンジ支援を実施した事業所に対し、特別対策事業により助成   

することとしている（離職・再チャレンジ支援助成事業）。   
これらの支援等を踏まえ、やむを得ず離職した者への支援や受入先の   

確保につき、都道府県において一層の取組をお願いするとともに、管内市   

町村や関係団体等に対しても周知や指導等を行うなど、特段の御配慮を   

お願いしたい。  

4 障害者の地域生活への移行について  

（1）地域生活への移行に関する状況について  

入所者の地域生活への移行状況を調査した結果（平成20年10月1日  
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現在（関連資料8（106頁）））、平成19年10月1日から平成20年10月  

1日にかけて、9ト335人＜速報値＞が入所施設を退所し、このうち  

4，754人＜速報値＞が生活の拠点をグループホーム、ケアホーム、福祉  

ホーム、一般住宅、公営住宅等へ移った。一方で、新たに入所施設へ  

8，168人＜速報値＞が入所し、このうち3，149人＜速報値＞は一般  
住宅等の地域生∃昏からの入所であった。  

・回収率が異なるため、正確な比較は困難であるが、前回調査（平成17年  

10月1日から平成19年10月1日）と比較すると、入所者は減少してお  

り、入所施設から退所し地域生活へ移行した者の割合が僅かに増加している  

（＋1．6％＜速報値＞）。また、地域生活に移行した者のうち、グ／｝－プ  

ホームへの移行割合が減少しているものの、ケアホーム、一般住宅への移行  

割■合は増加している（ケアホーム：＋8．5％＜速報値＞、一般住宅：  

＋3．9％＜速報値＞）。   

地域生活へ移行した4，754人＜速報値＞のうち、日中活動として、就  

労継続支援B型を利用する者（6■41人＜速報値＞）や生活介護を利用する  

者（581人＜速報値＞）が多くなっているが、一般就労をする者（567  

人＜速報値＞）も多くなっている。   

障害福祉計画における数値目標の達成のため、更なる地域生活への移行促  

進にかかる取組をお願いする。  

（2）障害者め地域移行と住まいめ場について   

① 障害者の地域移行のための施策について  

ア グループホーム・ケアホームの整備について  

障害者の地域生活移行を進めるためには、グ′レープホームやケアホー  

ムの整備を進めていくことが重要であるが、現状は障害福祉計画の見込  

み量を下回っている状況である。このため、平成20年度から新たに  

社会福祉施設等施設整備費補助金及び障害者就労訓練設備等整備費補助  

金の補助対象としたグループホーム等の整備については、必要な予算額  

を引き続き確保するとともに、事業者の負担軽減を図るため、創設の単  

価を2，500万円に引き上げ、優先的に採択することとしている。  

また、基金事業におけるグループホーム等の借り上げに伴う敷金・礼  

金に対する助成も継続することとしているので、引き続きご活用いただ  

き、グループホーム・ケアホームの整備に積極的な取組をお願いしたい。  

このほか、地方公共団体が作成する地域住宅計画に基づき公営住宅の  

建設や改築に併せグループホームを合築整備する場合等には、国土交通  

省所管の地域住宅交付金の交付対象となり得るので、住宅部局に働きか  

け、連携を図りつつ、取組を準めていただきたい。  

イ グループホーム・ケアホームの体験利用について  

昨年の社会保障審議会障害者部会の報告書において、施設・病院の外  

での生活に徐々に慣れていくことにより、円滑な地域移行が可能となる  
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よう、入所・入院中の段階から、宿泊等の地域生活の体験ができるよう   

な仕組みが必要と指摘されていることを踏まえ、障害者の地域生活への   

移行を一層進めるため、今般の報酬改定において、グループホーム・   

ケアホームの体験利用の仕組みを創設したところである。（閑適資料9  

（109頁））  

また、同報告書においては、家族と同居しているうちから地域生活た   

移行するための支援が重要とされているところであり、入院や入所中の   

者だけでなく■、家族と同居している障害者がグループホーム等へ移行す   

る際にも体験利用を可能とする予定である■ので、本制度の周知に努めて   

いただきたい。  

り 居住サポート事業の実施について  

同報告書において、入居に関する支援や、緊急時に対応できる24時   

間のサポート体制などについて、自立支援給付の対象とすることについ   

て検討すべきと指摘されているところであるが、現行制度における地域   

生活支援事業の居住サポート事業の実施が低調であるため、まずは居住   

サポート事業の実施について、障害者自立支援対策臨時特例交付金に基   

づく基金事業に新たに追加した、「居住サポート事業立ち上げ支援事業」   

を活用することも含め、実施地域が拡大するよう管内市町村への周知等   

をお願いしたい。  

エ 身体障害者のグループホーム・ケアホームについて▲  

同報告書において提言のあった、「身体障害者のグループホーム・ケ   

アホーム」については、平成21年度に、身体障害者がグループホーム  

・ケアホームを利用できるよう関係法令等の改正を検討しているところ   

である。事務的な準備期問等を勘案し、適切な時期に施行する予定であ   

り、後日詳細について連絡させていただくこととし七いる。  

オ 障害者を地域で支える体制づくりモデル事業について  

同報告書では、障害者を地域生活で支えていくため、複合的なニーズ   

に対応できる拠点的な場についての指摘もあったことから、「基金事業」   

とし七、様々な既存の社会資漁を組み合わせて地域生活支援の拠点化を   

図る「障害者を地域で支える体制づくりモデル事業」を創設したところ   

である。本モデル事業は、今後の障害者の地域生活支援のため、非常に   

重要な事業と考えているので、事業実施にあたっては、地域の障害者に   

対して適切■な支援が行えるよう、実施主体の選定に十分注意していただ   

くとともに、今後の施策の検討のため、モデル事業実施報告の情報提供   

をお願いしたい。  

② 関係施策との連携について   

障害者の住まいの場の確保は、障害者の地域生活蕗行を進めるため大変   

重要な課題であり、社会保障審議会障害者部会の報告書においても、公営   

住宅べの入居の促進やグループホーム・ケアホームとしての活用、国土交  
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通省の施策である「あんしん賃貸支援事業」の普及等について指嘩されて  

いるところであり、各都道府県におかれても、住宅部局との一層の連携を  

図り、障害者の住まいの確保に努めていただきたい。   

また、昨年12月の会議においても連絡させていただいたところである  
が、平成21年4月1日に消防法施行令の一部を改正する政令（平成19  

年政令第179号）が施行されることに伴い、取扱いに変更が生じること  

となるのでご留意いただくとともに、今後は、消防関係機関とも調整を  

行いっつ、グループホーム及びケアホーム等の整備に努めていただくよう  

お願いしたい。  

（3）福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した障害者の地域生活移行につ   

いて  

矯正施設等を退所した障害者については、地域生活への移行が非常に困難・   

であるにも関わらず、退所後の福祉的な支援が不十分な状況であった。この   

ため、今般、平成21年4月の報酬改定モこおいて、グループホーム∴ケアホ   

ーム、宿泊型自立訓練、施設入所支援に「地域生活移行個別支援特別加算」   

を創設するとともに、「基金事業」において「福祉の支援を必要とする矯正   

施設等を退所した障害者の地域移行支援事業」（前回提示案より名称変更）   

を追加したところである。  

この加算と基金事業に加え、社会・援護局において平成21年度からの   

事業化を検討している「地域生活定着支援センター」を組み合わせて活用す   

ることにより、福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した障害者の地域   

生活への移行を促進する必要がある。  

このような障害者が矯．正施設等を退所するにあたって、地域生活定着支援   

センターは保護観察所と協働し、退所稜の受入先調整を行うものであるが、   

その際に受入依頼を受けたグループホーム等においては、基金事業を活用し   

て受入体制を整えるとともにヾ入居・入所後は、報酬の加算を活用し、特別   

な支援に対応した個別支援計画を作成し、関係者による調整会議を経て、   

当該障害者が地域社会に復帰できるよう支援を行うこととしている。各都道   

府県におかれては、この仕組みが有効に機能するよう、福祉サービスの利用   

や手帳の交付等の事務手続を迅速に行うことも含め、ご配慮いただきたい。   

（関連資料10（110頁））  

（4）宿泊型自立訓練の活用について  

障害者の地域生活への移行にあたっては、宿殖型自立訓練の活用が非常に   

重要であると考えており、今回の報酬改定においては、かねてより障害者の   

地域生活への移行の役割を果たしてきた知的障害者通勤寮や精神障害者生活   
訓練施設が宿泊型自立訓練に移行できるよう、必要な措置を講じることを   

予定している。  

知的障害者通勤寮の移行については、従前から行ってきた通勤者に対する  
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日常生活上の支援を評価するため、「通勤者生活支援加算」を創設し、職場  
での対人関係の調整や相談・助言及び金銭管理についての指導等、就労を  

定着させるために必要な支援を評価することとしている。   

また、精神障害者生活訓練施設の移行については、別途説明させていただ  

くが、宿泊型自・立訓練の利用者が同一敷地内における日中活動サービスを  

利用することを可能とすることとしている。   

この他、両者における従前の訓練の実態を踏まえ、宿泊型自立訓練の標準  

利用期間を1年から2年に見直すとともに、利用者の地域生■括への移行を  

促進するために地域移行支援員を手厚く配直した場合の加算を創設する等の  

充実を図ったところである。   

各都道府県におかれては、今回の改正の趣旨を踏まえ、管内事業所等に  

対して周知いただくとともに、該当施設の新体系移行とそれに伴う障害者  

の地域生活への移行を一層進めていただくようお願いしたい。（関連資料11  

（111頁））  

5 相談支援体制の充実について  

（1）相談支環体制の整備について  

障害者が地域で安心して自立した生活を送るためには、個々の障害者が  

日々の暮らしの中で抱えているニーズ等にきめ細かく対応し、適切な．障害福   

祉サービスに結びつけていくための相談支援が重要であるが、一方で、市町   

村においてその取組状況に差があるとも指摘されているところである。つい．  

ては、地域自立支援協議会の設置を推進していただくことに加え、その機能   
を活用して地域の課題の解決等に努めていただく・とともに、各都道府県に   

おかれては、地域生活支援事業の「都道府県相談支援体制整備事業」を活用   
するなどにより、市町村を支援するなどして、相談支援体制の底上げ、強化  

をお願いしたい。  

地域生活支援事業の「市町村相談支援機能強化事業」「住宅入居等支援事   

業（居住サポート事業）」「成年後見制度利用支援事業」については、相談   

支援体制を強化していく上で有効と考えているが、依然、実施状況は下記の  

とおり低調である。このため、今般「基金事業」において、従前の「相談支   

援体制整備特別支援事業」を「制度改正に向けた相談支援体制整備特別支援   

事業」として拡大し、新たに「居住サポート事業立ち上げ支援事業」と「地   

域自立支援協議会運営強化事業」を追加するとともに、「相談支援充実・強   

化事業」についても引き続き措直したところであるので、管内市町村に対し   

て、これら事業の実施を強力に促すよう引き続き周知をお願いしたい。  

：○相談支援事業（地域生活支援事業）の実施状況について  

（平成20年4月1日現在 障害福祉課調べ）  
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◆市町村相談支援機能強化事業  

◆住宅入居等支援事業  

◆成年後見制度利用支援事業  
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（2）サービス利用計画作成費について  

サービス利用計画作成費の対象者については、平成21年4月から自立訓   

練及び共同生活介護・共同生活援助の利用者についても対象とするととも   

に、質の高いケアマネジメントの実施体制を整えている事業者が計画を作成   

レた場合は、「特定事業所加算」を算定することとしたところである。’（関   

連資料12（112頁））  

また、牲施行後3年の見直しにおいて、支給決定プロセスにケアマネジメ   

ントの仕組みを導入することや更なる対象者の拡大を検討しているところで   

あるが、現状では、サービス利用計画作成費の活用は低調であることから、   

今後も計画作成費の利用を推進していただくよう、管内市町村、相談支援事   

業者及び障害福祉サービスの利用者に対して、周知をお願いしたい。  

（3）平成21年度の相談支援従事者指導者養成研修会について  

地域の相談支援体制の構築・推進等について中核的な役割を担う指導者の   

養成と都道府県が実施する「相談支援従事者研修」の充実に資するため、国   

において下記の日程で「相談支援従事者指導者養成研修会」を実施すること   

としている。この研修の修了者については、地域の相談支援体制の整備に   

おいて中心的な役割を担うことが期待されているものであ■り、都道府県に   

おかれては、地域の相談支援従事者等の中から適任者を推薦していただくよ   

うお願いしたい。  

◆研修名   相談支援従事者指導者養成研修会  
l  ◆日  時   平成21年6月16日（火）～18日（木）  
● ◆場  所   国立障害者リハビリテーションセンター学院  

（埼玉県所沢市並木4丁目1番地）   

相談支援を担う人材の資の向上については、社会保障審議会障害者部会の  

報告書においても「研修事業を充実するなど、質の向上を図っていくべき」  

と■されているところであり、都道府県自立支援協議会で人材育成のあり方に  

ついて検討するなどして、計画的に取り組んでいただきたい。   

また、今回の報酬改定において創設した r特定事業所加算」の要件の1つ  

として「現任研修修了者の配置」を定めたところであり、各都道府県におか  

れては、相談支援専門員の資質向上のため現任研修を確実に実施し、対象者  

に積極的に受講をしていただくよう周知をお願いしたい。  
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なお、■相談支援専門員の要件として、都道府県において実施される相談支  

援現任研修を少なくとも5年に1度は修了することとなっていることから、  

受講漏れのないよう併せて周知していただきたい。  

6 サービス管理責任者について  

（1）サービス管理責任者の経過措置について  

サービス管理責任者については、障害者自立支援法の施行により新たに求め  

られた人員であることなどから、経過措置を設定したところである・が、この経   

過措置について、平成21年4月1日以降、次のとおり取り扱う予定であるの   

で、御了知の上、管内事業所等に周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾の  

ないようにされたい。（関連資料13（114頁））  

なお、・各都道府県におかれては、既にサービス管理責任者として配置されて   

いる者等で、「サ∵ビス管理責任者研修」及び「相談支援従事者初任者研修（講   

義部分）」（以下「研修」という。）の未受講者について、計画的に研修を受講す  

ることができるよう、特段の御配慮をお願いしたい。  

【平成21年4月1日以降における具体的取扱い（案）】  

：1．平成21年3月31・日までの経過措置  

i i 

n  

「実務経験の要件を満たしていれば、研修を受講していない場合であって：  
も卿ビス管理責任者として配置できる」取扱いにつレ1ては、受‡  
講希望者数に対して都道府県が実施する研修が不足している現状等にかん；  

がみ、平成24年3月31日まで経過措置期間を延長することとする。   

「事業所の入居定員の合計が9人以下のグループホーム・ケアホームにおい；  

て、サービス管理責任者を置かないことができる」取扱いについては、グル：  

ープホーム・ケアホームのサービス管理責任者は業務を適切に遂行するのに：  

必要な勤務時間が確保されていればよく、比較的配置が容易であると考えら：  

： れるため、規定のとおり経過措置を終了することとする0  

：2．その他の経過措置  

－    1  

u  

「障害者自立支援法施行前から事業を運営している児童デイサービス事業：  

所匡ついて、当分の間、サービス管理票佳肴を置かないことができる」取扱；  

いについては継続することとする。ただし、平成21年4月以降は、サービ；  

ス管理責任者人員欠如減算を適用することとする。  

障害者自立支援法施行前から事業を運営しているグループホーム・ケアホ：  

ーム事東郷ビス事業所においては、研修の受講を要件とし；  

て3年以上の実務経験をもってサービス管理費任者として配置することがで…  

主星こととしているが、上記1一五、2－iの緩和措置として、平成24年‡  
3月31日までの間は、：∋年以上の実務経験があれば研修を受講していなくて  
てもサービス管理責任者として酉己置できることとする。（ただし、グループホ！  
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十ム・ケアホームにおける共同生活住居の入居定員の合計が10人以上の場：  

合は、1－iを適用。）  

（2）サービス管理責任者指導者養成研修会について  

障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業の質の確保及び都道府県が   

実施する「サービス管理責任者研修」の円滑な実施のため、次の日程で「サー   

ビス管理責任者指導者養成研修会」を実施する予定である。  
「サービス管理責任者指導者養成研修会」修了者は、利用者の視点に立った   

個別支援計画や評価プロセスの策定等、障害福祉サービスの質の向上に向けて   

地域の中核的な役割を担うことが期待されていることから、都道府県におか   

れては、地域の障害福祉サービス事業者等の中から適任者の推薦をお願いし   

たい。  

また、「サービス管理責任者研修」については、研修内容について、地域間   

で格差がある旨の指摘を受けているので、研修の企画に「サービス管理責任者   

指導者養成研修会」修了者を参画させるとともに、前年度の研修運営の反省事   

項等を踏まえ、適切な研修を実施されるようお願いしたい。  

サービス管理責任者指導者養成研修会  

平成21年9月9日（水）～11日（金）  
国立障害者リハビリテーションセンター学院  

（埼玉県所沢市並木4丁目1番地）  

名
時
所
 
 

修
 
 

◆研  

一 ◆日   

◆場  

7 訪問系サービスについて  

（1）国庫負担基準ついて   

（か 平成21年度以降の国庫負担基準（案）  

平成21年4月の障害福祉サービス報酬の額の改定に併せて、訪問系  

サービスに係る国庫負担基準について・も基準額の引き上げを行うもので  

ある。  
国庫負担基準の利用者1人当たりの水準について鱒、平成19年度実績  

を踏まえ、全国の9割程度の市町村の支給実績をカバーできるように設定  

することにより、現行の95，000円から105，000円まで引き上げることとし  

た。  

なお、国庫負担基準の区分間合算及び従前額保障（平成17年度支給実  

績）については、平成21年度以降も継続することとする。  

（関連資料14（115頁））  
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② 国庫負担基準超過市町村に対する財政支援  

国庫負担基準超過市町村に対しては、平成21年度より、都道府県地域   

生活支援事業「重度障害者に係る市町村特別支援事業」の補助要件の緩和   

（訪問系サービスの全体の利用者数に占める重度訪問介護利用者の割合   

25％超？10％超）及び障害者自立支援対策臨時特例交付金により都道   

府県に造成された基金において実施する「重度訪問介護等の利用促進に係   

る市町村支援事業」により、一定の財政支援を可能とすることとしている   

ので、ご活用いただきたい。（関連資料15（117頁））  

（2）居宅介護従業者養成研修3級課程について  

介護保険制度における訪問介護員養成研修3級課程及び介護報酬算定上の   

取扱いについては、原則として平成21年3月末で報酬上の評価、養成を   

終了する七ととしている。  

一方、障害者自立支援制度における居宅介護従業者養成研修3級課程（以   

下「3級課程」）については、重度訪問介護従業者養成研修課程の修了者の   

キャリアアップの観点から必要であること、また、知的・精神障害者が3級   

課程を修了し従業者として従事している事例があり、障害者の就労支援の   

観点からの配慮が必要であることなどを踏まえ、平成21年度以降も3放   

課程及び居宅介護サービス費、重度訪問介護サービス費の報酬算定上の取扱   

いを継続する。  

（3）指定行動援護事業所におけるサービス提供責任者の資格要件にかかる経過   

措置について  
行動援護のサービスに従事するサービス提供責任者及び従業者について   

は、資格要件に加えて、知的又は精神障害に関する実務経験が必要であるが、   

行動援護従業者養成研修課程の修了者については、実務経験の軽減措置が   

図られている。  
現行では、サービス提供責任者の実務経験の軽減措置については、平成   

21年3月31日までの経過措置となっているが、行動援護事業所の疲保を   

図り、サービスのさらなる普及を図る観点から、当該経過措置を平成24年   

3月31日まで延長するこ上とする。また、従業者の実務経験の軽減措置に   

ついては、引き続き、当分の間の措置として継続する。（関連資料16（119頁））  

（4）サービス提供責任者の配置基準について  

（か 常勤要件の緩和  

平成21年度より、訪問系サービス事業所（居宅介護、重度訪問介護、  
行動援護）の運営の効率化を図る観点から、サービスの質の確保を図りつ  

つ、現行ではすべて常勤の者でなければならないこととしているサービス  

提供責任者の要件について緩和し、今後以下のような取扱いとする。  

ア 指定居宅介護事業所ごとに、常勤の従業者であって専ら指定居宅介  
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護の職務に従事するもののうち事業の規模に応じて1人以上の者をサ   

ービス提供責任者としなければならないこと  

イ 常勤職員を基本としつつ、非常勤職員の登用を一定程度可能とする   
こと  

り 指定基準上、1人を超えるサービス提供責任者を配置しなければな   

らない事業所においては、原則として1人分のみの常勤換算を可能と   

すること  

エ 指定基準上、，5人を超えるサービス提供責任者を配置しなければな   

らない事業所において軋当該事業所のサービス提供責任者の3分の   

2以上を常勤の者とすること  

オ 非常勤のサービス提供責任者については、当該事業所における勤務   

時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべ   

き時間数の2分の1に達していること   

※ 重度訪問介護事業所及び行動援護事業所についても同様の取扱い  

② 重度訪問介護事業所における員数の基準の緩和  

現行の重度訪問介護事業所のサービス提供責任者の配置基準は、居宅   
介護事業所及び行動援護事業所と同じ基準となっているが、見守りも含め   
長時間のサービス提供を行う重度訪問介護事業所においては、他のサービ   
スに比べ、人員の確・保が難しいことから、平成21年度より、サービス   

提供責任者の員数の基準について、次のいずれかに該当する員数を置くこ   

ととし、綬和を図る。  
ア 当該事業所の月間の延べサービス提供時間（事業所における待機時  

間や移動時間を除く。）が1，000時間又はその端数を増すごとに1人  

以上  

イ 当該事業所の従業者の数が20人又はその端数を増すごとに1人  

以上  

ウ 当該事業所の重度訪問介護の利用者数が．5人又はその端数を増す  

ごとに1人以上  

（5）支給決定に係る留意事項について  

（む 支給決定事務における留意事項  

訪問系サービスに係る支給決定事務については、平成19年4月13日  

付事務連絡「障害者自立支援法に基づく支給決定事琴に係る留意事項につ  

いて」において、留意すべき事項をお示ししているところであるが、以下  

の事項について改めてご留意の上、対応していただきたい。  

ア 適正かつ公平な支給決定を行うため、市町村において時、あらかじ  

め支給決定基準（個々の利用者の心身の状況や介護者の状況等に応じ  

た支給量を定める基準）を定めておくこと  

イ 支給決定基準の設定にあたっては、国庫負担基準が個々の利用者に  
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対する支給量の上限となるものではないことに留意すること  

■ ウ 支給決定にあたっては、申請のあった障害者等について、障害程度  

区分のみならず、すべての勘案事項に関する一人ひとりの事情を踏ま  

えて適切に行うこと   

また、特に日常生活に支障が生じる恐れがある場合には、個別給付のみ  

ならず、地域生活支援事業におけるサービスを含め、利用者一人■ひとりの  

事情を踏まえ、例えば、個別給付であれば、いわゆる「非定型ケース」（支  

給決定基準で定められた支給量によらずに支給決定を行う場合）として、  

個別に市町村審査会の意見を聴取する等により、障害者及び障害児がその  

有する能力及び適正に応じ、地域において自立した日常生活を営むことが  

できるよう適切な支給量を定めていただきたい。．   

なお、介護保険法の規定による保険給付を受ける在宅の障害者で、申請  
に係る障害福祉サービスについて当該市町村において適当と認める支給量  

が、当該障害福祉サービスに相当する介護保険サービスに係る保険給付の  

居宅介護サービス費等区分支給限度基準額の制約から、介護保険のケアプ  

ラン上において介護保険サービスのみによって確保することができないも  

のと認められる場合についても同様である。  

② 重度訪問介護等の適正な支給決定  

重度訪問介護等に係る支給決定事務については、平成19年2月16日   

付事務連絡「重度訪問介護等の適正な女給決定にづいて」にお）丁て、留意   

すべき事項をお示ししているところであるが、以下の事項について改めて   

ご留意の上、対応していただきたい。  

ア 平成21年4月より、重度訪問介護の報酬単価について、サービス  

提供時間の区分を30分単位に細分化することとしている。これは、  

利用者が必要とするサービス量に即し控給付とするためのものであっ  
て、重度訪問介護の想定している「同一箇所に長時間滞在しサービス  

提供を行うという業務形態」の変更を意味するものではなく、サービ  
スが1日に複数回行われる場合の1回当たりのサービスについて30  

分単位等の短時間で行うことを想定しているものではないこと。   
イ 法施行後一これまでの間、利用者から「短時間かつ1日複数回にわた  

るサービスで、本来居宅介護として支給決定されるはずのサービスが  

重度訪問介護として支給決定を受けたことにより、サービスを提供し  
てくれる事業所が見つからない」といった声が寄せられているところ  

である。短時間集中的な身体介護を中心とするサービスを1日に複数  
回行う場合の支給決定については、原則として、重度訪問介護ではな  

く、居宅介護として支給決定すること。  
また、「見守りを含めたサービスを希望しているにもかかわらず、  

見守りを除いた身体介護や家事援助に必要な時間分のみしか重度訪問  
介護として支給決定を受けられない」といった声も寄せられていると  

ころであり、重度訪問介護は、比較的長時間にわたり総合的かつ断続  
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的に提供されるものであり、これが1日に複数回提供される場合で  

あっても1回当たりのサービスについては、基本的には見守り等を  

含む比較的長時間にわたる支援を想定しているものであることから、  
利用者一人ひとりの事情を踏まえて適切な支給量の設定を行うこと。  

8 障害児の療育支援等について  

（1）ノ障害児施設措置費について  

平成21年度障害児施設措置費においてはヾ新たに被虐待児への心理的ケ   

アの充実を図る観点から「心理担当職員配置加算（注1）」を、投薬等の医   

学的管理を必要とする児童の処遇向上を図る観点から「看護師配置加算（注  

2）」を設けたところである。（算定要件については、障害児施設給付費と  

同様）。   

（注1）知的障害児施設、第二種自閉症児施設、盲児施設、ろうあ児施設及び肢体不自  

由児療護施設が対象   

（注2）知的障害児施設、盲児施設及びろうあ児施設が対象  

平成21年度障害児施設措置費交付要綱については、早期に発出できるよ  

う準備を進めているところであるが、取り急ぎ人事院規則の改正等を反映し   

た平成21年度保護単価（案）（関連資料17（120頁））をお示しするので参   

考にされたい。また、各自治体におかれても施設運営を考慮し、迅速な加算   

認定等について配慮されたい。  

（2）里親委託されている障害児の障害児通園施設等の利用について  

里親委託されている障害児に係る知的障害児通園施設・肢体不自由児通園   
施設・ 難聴幼児通園施設（以下「障害児通園施設」という。）の利用につい   

ては、「里親に委託されている児童が保育所へ入所する場合等の取扱いにつ   

いて」（平成11年8月30日児家第50号厚生省大臣官房障害保健福祉部障害福   

祉課長・児童家庭局家庭福祉課長・児童家庭局保育課長の連名通知）に示し   

てきたところであるが、今般の上記通知を改正することとしたのでよろしく   

お取り計らい願いたい。（関連資料18（121頁））  

なお、改正点の概要は以下のとおり。   

（∋ 里親及びファミリホームに委託されている障害児が障害児通園施設を  

利用する場合には「措置」に基づく取扱いとするとともに、児童デイ  

サービス事業も通知に位置づけ措置利用としたこと。  

② 母子生活支援施設利用者が障害児通園施設等を利用する場合には「契  

約」に基づく利用とすること。  

また、上記整理に併せて「保育所に入所している障害をもつ児童の専門的   

な治療・訓練を障害児通園施設で実施する場合の取扱いについて」（平成10   

年11月30日児保第31号厚生省大臣官房障害保健福祉部障害福祉課長・児童家   

庭局保育訣長の連名通知）についても同様の改正を行うこととしている。  
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（3）措置と契約について  

障害児施設の支給決定については、「障害児施設給付費等の支給決定につ   

いて」（平成19年3月22日障発第0322005号厚生労働省社会・援護局障害保   

健福祉部長通知）に基づき実施されているところであるが、社会保障審議会   

障害者部会の報告書において、ガイドラインを作成することとされており、   

本年夏を目途に現在作業を進めてい－るところである。  

（4）重症心身障害児（者）通園事業について  

重症心身障害児（者）通園事業については、例年予算か所数を上回る要望   

があり、各自治体において積極的に取り組んでいただいているところである   

が、1日の利用定員を定めているにもかかわらず、例えば、1日15人の  

■ 利用を想定しているA型において長期間にわたって10人に満たない利用に   

留まっている事業所や1日5人の利用を想定しているB型において長期間に   

わたって1～2人の利用に留まっている事業所が見受けられるところで   

ある。  
このような状況を踏まえ、平成21年度の事業採択においても、限られた   

予算を効果的に活用する観点から厳選し、予算成立後速やかに内示できるよ   

う作業を進めているところであるので、各自治体におかれては、地域のニー   

ズを再度把握し、実施要綱に照らして適切な事業か否かを判断するとともに、   

今後の利用の伸びが望めない場合は、「生活介護」事業（多機能型）等も   

視野に入れ、事業の適切な運営にちいて検討していただきたい。  

（5）難聴幼児に対する療育支援について  

聴覚障害は、早期発見による適切な支援を行うことにより、コミュニケー   

ション能力や言語能力の発達が促進されることから、その早期発見及び児童   

や家族に対する早期支援が重要である。  

特に、高度の聴覚障害に適応する人工内耳については、装着後に長期の訓   

練が必要となることから、身近な施設で療育が受けられる体制整備が求めら  

れているところである。  

ついては、今般、難聴幼児通園施設における障害児施設給付費において、   

（D 「人工内耳装用児支援加算」の創設  

② 保育所との並行利用が多いこと等も踏まえ、20人の定員区分の創設   

を行ったところであるので、各自治体におかれては、上記施策を活用し、   

支援の充実を図られたい。  

また、聴覚障害の早期発見についでは、「新生児聴覚検査事業実施要綱」   

（平成12年10月20自児発第843号児童家庭局長通知）をお示ししているとこ   

ろである。  

新生児聴覚検査事業の実施にあたっては、「聴覚障害を発見したがその後   

の必要十分な対応ができない」といった事態を避けるため、検査により把握  

一19－   



された要支援児とその保護者への適切な指導援助、関係機関との必要な連携、  

さらには、十分な体制整備に努めるよう、．次の事項に留意の上、積極的な取  

組をお願いしたい。   

ア 難聴幼児通園施設が設置されている都県、指定都市においては、新生   

児聴覚検査により発見された児童を含め、地域内の難聴幼児の把握た努  
め、児童相談所等の関係機関への周知と十分な連携を図ることにより、  

利用促進に努めること。   

イ 難聴幼児通園施設が設置されていない道府県、指定都市においては、  
同検査により発見された児童を含めた地域内のニーズに応じ、施設の  

設置に努めるとともに、児童デイサービスなどの活用を図ること。  

また、特別支援学校幼稚部（聾学校幼稚部）においても、指導を行っ  

ているところであるので、関係部局と十分連携を図ること。   

ウ 難聴幼児通園施設は難聴幼児が対象となっているところであるが、   

早期療育が重要となっていることから、同検査により発見された乳児に  

ついても対象とするよう、管内の施設に対して指導すること。  

9 精神障害者社会復帰施設等について  

（1）精神障害者社会復帰施設等運営費補助金について  

精神障害者社会復帰施設については、決算検査報告において、一部の施設   

について本補助金の返還を要する不適切な事務処理が行われていたとの報告   

がなされるなど、事務処理に問題のある事例が度々散見されているので、各   

都道府県におかれては、管内施設に対する指導監査の一層の強化を図るなど、   

引き続き本補助金の適切な執行に努められたい。  

また、平成21年度に係る本補助金の執行見込み及び平成21年度以降に   

おける新体系への移行見込みについてミ 近日中に作成依頼を発出することと  

しているので、御了知いただきたい。  

（2）．精神障害者社会復帰施設等の新体系サービスへの移行について  

精神障害者社会復帰施設については、平成20年4月1日現在で障害者自   

立支援法の新体系サービスへの移行率が3割程度と低調な状況となっている   

が、平成21年4月の障害福祉サービスの報酬改定において、新体系への移   

行が促進されるよう、宿泊型自立訓練を次のように充実させることとしたと   

ころである。  

さらに、障害者自立支援対策臨時特例交付金による基金事業において、特   

に移行が遅れているこ精神障害者生活訓蹄施設や福祉ホームB型について、   

移行の際の支援を行う「精神障害者生活訓練施設等移行促進事業」を創設す   

ることとした？で、御活用いただくとともに、 

行していただくよう、各都道府県におかれてもお取り計らい願いたい。  
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【平成21年4月の宿泊型自立訓練等に係る主な改正内容（案）】  

：① 宿泊型自立訓練の基本報酬について、精神障害者生活訓練施設や知的障穿者：  

通勤寮における訓練の実態を踏まえ、利用開始から2年間の単価を一定とする。  

：②現行では、宿泊型自立訓練と、同一敷地内における日中活動サービスを同時；  

期に利用することはできないとしていることについて、昼夜を通じた訓練が必：  

要な場合があることにかんがみ、両者の組み合わせ利用を可能とする。（併せて、；  

短期滞在加算においては、原則「心身の状況の悪化防止など、緊急の必要性が：  
認められる場合」についてのみ算定できることとし、平成21年4月以前に既：  

に短期滞在加算の届け出をしている事業所においては、平成24年3月までの：  

間、継続的に短期滞在加算を算定することができることとする。）  

：③ 地域移行支援員の手厚い配置や、通勤者の生活面のきめ細かい支除こ対し、新た：                                                                                                                   l  
に加算で評価するとともに、入院時、帰宅時、退所時や、心身の状況等により：  

出勤等ができない場合の日中における利用者の支援に対し、報酬上の評価を行；  

， う。  

10 障害福祉関係施設の整備等について  

（1）改正消防法施行令の施行に伴うスプリンクラー設備等の整備について  

先般、消防法施行令の一部を改正する政令（平成19年政令第179号）  

が平成21年4月1日に施行されることに伴い、新たに必要となるスプリン   

クラー設備について、「障害児（者）施設及び救護施設におけるスプリンク  

ラー設置状況調査」（平成21年1月22目付）を実施した‾ところである。  

各都道府県・指定都市・中核市におかれては、当該調査により把握したス  

プリンクラー未設置施設について、入所者の安全を確保する観点から早急に   

整備を行うよう、当該事業者への指導方よろしくお願いしたい。  

なお、施設と一体的に整備を行うスプリンクラー、 自動火災報知設備、消   

防機関への通報装置等は、現在、協議依頼を行らている社会福祉施設等施設   

整備費補助金、障害者就労訓練設備等整備事業（グループホーム等改修事業）  

のはか、障害者自立支援対策臨時特例交付金（障害者自立支援基盤整備事業）  

においても補助対象とすることとしており、これら制度の積極的な活用をお  

願いしたい。  

（2）社会福祉施設等におけるアスベスト対策について   

① 一吹付けアスベスト等使用実態調査について  

社会福祉施設等におけるアスベスト（石綿）対策については、従来より  

適切な対応をお願いしてきたところであるが、一般的に使用されていない  

とされていたトレモライト等のアスベストが建築物の吹付け材から検出さ  
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れたことが判明したことを受け、平成20年・5月9日付通知により「アス  

ベスト使用実態調査」を実施し、この調査結果を平成20年9月に公表し  

たところである。   

当該調査結果において、未回答、分析依頼中及び未措置状態にある施設  

が相当数存在することから、現在、「フォローアップ調査」を実施してい  

るところであるが、未回答及び分析依頼中の施設等については、保有状況  

を明らかにしたうえで、状況に応じて適切に対応するよう指導するととも  

に、未措置状態にある施設等については、直ちにアスベストの除去、封じ  

込め、囲い込みを行うなど、法令等に基づき適切な措置を講じるよう引き  

続き指導をお願いしたい。  

（∋ 吹付けアスベスト等の除去等について  

障害福祉関係施設の吹付けアスベスト等の除去等に要する費用について   

は、社会福祉施設等施設整備費補助金の交付対象としていることから、こ   

れらの制度等を積極的に活用しながら、早期処理に努めるよう指導をお願   

いしたい。  

（3）社会福祉施設等の木材利用の推進について  

社会福祉施設等における木材利用の推進にあたっては、「社会福祉施設等   

における木材利用の推進について」（平成9年3月6日付厚生省大臣官房障   

害保健福祉部長、社会・援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通   

知）により、木材利用の積極的な活用についてお願いしてきたところである   

が、木材を利用した施設の居住環境がもたらす心理的・情繹的な効果は極め   

て高いことから、施設構造としてはもちろんのこと、内装や家具などの備品   

についても木材の積極的な活用が図られるよう、管内市町村及び社会福祉法・   

人等に対し周知をお願いしたい。  

（4）地球温暖化対策に配慮した施設整備について  

地球規模の温暖化対策の一環としての低炭素社会づくりは、政府の重要な   

課題であり、全省庁が連携を取りつつ、積極的に取り組んでいくことが求め   

られているので、・障奮福祉関係施設においても、太陽光発電設備や照明設備   

の省羊ネ機器の導入等地球温暖化対策について積極的に取り組んでいただき   

たい。  

なお、太陽光発電設備等については、経済産業省資源エネルギー 庁の「地   

域新エネルギー 等導入促進対策費補助金」（関連資料19（126頁））の補助対   

象とされているので、管内市町村及び社会福祉法人等に周知をお願いしたい。  
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‖ 障害者（児）福祉施設等における不祥事の発生防止及びその対   

応について  

（1）障害福祉サービス事業者への指導監査の徹底等について  

障害福祉サービス事業者の数が年々増加している七ころであるが、会計検  

査院からの指摘や各都道府県における指定取消などに見られるように、依然  

として不正受給等が発生していることは誠に遺憾である。  

ついては、以下のような事項には特に留意の 

事業者に対し指導監督に万全を期されたい。  

（彰 障害者自立支援給付費負担金の適正な執行について－   

障害者自立支援給付費負担金の執行に関し、平成2■0年11月に国会に  

・提出された平成19年度決算検査報告において、対象とな■らない金額を   

誤って計上したこと等により、本負担金の返還を要する不当な経理が行わ   

れていたとの報告がなされたことは、誠に遺憾である。   

ついては、各都道府県におかれては、管内市町村に′対して適正な事務処   

理を指導するなど、本負担金の適正な執行に努められたい。  

（参 道正な受給の実施について  

各都道府県におかれては、障害者自立支援法の円滑かつ適正な運営を   

図るため、法令等に基づく適正な事業実施の確保に向けた取組の充実強化   

が切に求められていることから、障害福祉サービス事業者に対するなお   

一層の適切な指導監査の実施に努められるようお願いする。  

また、管内サービス事業者に対しては、平成21年4月の障害福祉サー   

ビスの報酬改定、改定に伴う関係省令、告示、通知等の改正が行われるた   

め、改正内容の周知を図っていただき、適正な執行が行われるよう指導願   

いたい。  

（2）障害者（児）福祉施設等における不祥事申発生防止及びその対応  

人権侵害の防止等については、機会あるごとに要請してきているところで   

あるが、依然としてこれら不祥事が発生していることは、誠に遺憾である。   

ついては、以下のような事項に留意の上、管内社会福祉法人、社会福祉施設   

等に対する指導監督に万全を期されたい。  

（彰 人権侵害等の防止等について   

ア 社会福祉施設において、体罰等の人権侵害事例や入所者からの預り金  

の管理等について不適切な取扱いが行われていたという事例が従来より  

報告されているところであるが、障害者の人権が擁護され、適切な支援  

がなされるべき施設においてこのような事件が起きることは、適切な  

施設運営に真筆に取り組んでいる同種施設までもが社会の不信感を被る  
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こ 

各都道府県等におやゝれては、このような事件を未然に防止するため「障  

害者（児）施設における虐待の防止について」（平成17年10月20日障発   

第1020001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）を参考に   

適切に対応されたい。特に、虐待に関する情報を得たときは、虐待を受   

けた障害者（児）の保護、施設内の調査、虐待の行われた施設に対して   

は、改善命令、事業停止、許可取消等の適切な対応を図られたい。   

各都道府県等におかれては、社会的に許零されない事案が発生した   

場合には、速やかに事実関係及び発生原因の究明を行うとともに、特別   

監査を実施し、当該不祥事の関係者はもちろんのこと、法人の責任者、   

施設管理者等の責任を明確にし、内容によっては、刑事告発の可否につ   

いても検討されたい。  

なお、人権侵害等の不祥事が発生した施設等に対する特別監査にあた   

っては、例えば、以下のように指導・監査手法を工夫しその実態把握に   

努めるとともに、問題点を早急に改善す 

る。  

【指導・監査手法の工夫】  

：○目時を特定せず、速やかに指導・監査等を行うこと  

：○施設の管理者や法人の責任者だけでなく、個々の職員から一も施設全般：   

の運営に当たっての課題や利用者支援に問題がないか意見を聴くこと：  

（施設の管理者等の立ち会いはさせない）。また、利用者・保護者等：  
の意見を聴くこと。  

：○施設の管理者や法人の責任者に、人権侵害防止に対する施設として支：   

援方針、取り組み状況及びその評価について聴くこと。  

※なお、施設の職員や利用者等に意見を聴く場・合には、本人の意向をミ  

踏まえ本人に不利益が及ぶことの無いよう十分配慮した方法で行う：  

こと  

：○事故等の内容を確認し、記録すること。  

事故内容（誰が、どこで、どのような事故（自傷、他傷、過失事故等）：  

に遭い、どの程度のけが・被害を負ったのか）  
事故時の担当職員は誰か  

診断書の有無（写し）‥・必要に応じ医師に確認  

写真等の客観的記録の有無  

：○事故報告と対応の確認をすること  

事業所内でいつどのように報告がなされ、誰からどのような指示が；  
行われたか。  

事故について保護者等にいっどのように報告がされたか。  
行政にその都度（いつ）どのように報告がなされたか。  
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；○検証内容の例  

事故原因を誘発した要因の分析と点検がどのようになされたか。  

再発防止策としてどのような内容が検討されているか。  

事業所外部の有識者等からの助言を受けているか。  

：○虐待防止の取り組み状況  

虐待防止マニュアルの有無の確認  

虐待防止委員会の開催状況（開催状況、委員名簿、各回における協：  

議内容（事故等発生を契機に開催されているか）、委員会における：  

協議結果の現場への反映状況）  

：○研修の実施状況   

・施設内・施設外での研修の状況（受講者、’研修内容、参加状況）  

イ また、改正児童福祉法（平成21年4月施行）により、被措置児童等   

虐待の防止に関する事項が盛り込まれ、被措置児童等の権利擁護を図る   

ための仕組みが整備されたところである。各都道府県におかれては、本   

年1月8日に開催された全国児童福祉主管課長会議においてお示しした   

「被措置児童等虐待ガイドライン（案）」に基づき、被措置児童等虐待   

に関して、児童福祉主管部局など関係部局との連携体制の整備を図るこ   

とをお願いしたい。  

② 苦情解決の取組について  

障害福祉顔係施設の利用者等の権利擁護の観点から、・障害福祉関係施設   

の最低基準において、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な   

措置を講じなければならないことを明記しているところである。平成1‘9   

年度の社会福祉施設等調査を見ると障害者支援施設等の93％が取り組ん   

でいるところであり、苦情受付窓口の設置、苦情解決責任者の設置につい   

ては、ほとんどの事業所で取り組まれているものの、第三者委員について   

は、約8割の実施に止まっているところである。ついては、全事業所での   

取り組みを指導いただくとともに、第三者委員等の設置について引き続き   

指導をお願いしたい。  

利用者が苦情を申し出られない事態が、結果として権利侵害に至り得る   

ことを考えた場合、苦情解決の仕組みは、利用者の権利を擁護する上で   

極めて重要な位置を占めるものである。  

各都道府県におかれては、各施設において苦情解決の仕組みが整えられ   

ること［ょもちろん、障害者（児）やその家族は、支援を受けている施設へ   

の遠慮から直接苦情を言いにくいという指摘があることから、都道府県、．   

市町村、児童相談所などの行政相談における苦情の受付、都道府県社会   

福祉協議会の運営適正化委員会における，苦情解決制度の活用などの周知を   

図られたい。  

t25－   



（3）障害者支援施設等の防災対策等について  

◆ ① 防災対策について  

障害者支援施設等については、入居者の多くは自力避難が困難な者であ  

ることから、各都道府県におかれては、次の事項に留意の上、施設の防火  

安全対策の強化に努めるよう、管内の障害者支援施設等に対して指導する  

とともに、特に指導監査等にあたって重点的な指導を行うようお願いした  

い。  

ア 火災発生の未然防止  

イ 火災発生時の早期通報・連絡  

ウ 初期消火対策  

工 夜間防火管理体制  

オ 避難対策、  

カ 近隣住民、近隣施設、消防機関等との連携協力体制の確保  

キ 各種の補償保険制度の活用  

また、地すべり防止危険区域等土砂等による災害発生の恐れがあるとし  

て指定されている地域等に所在している社会福祉施設等においては、  

ク 施設所在地の市区町村、消防機関その他の防災関係機関及び施設へ・  

の通知  

ケ 施設の防災対策の現状把握と、情報の伝達、提供体制の確立  

コ 入所者の外出等の状況の常時把握、避難及び避難後の円滑な援護  

サ 消防機関、市町村役場、地域住民等との日常の連絡を密にし、施設  

の構造、入所者の実態を認識してもらうとともに、避難、消火、避難  
後の円滑な援護等を行うための協力体制の確保 等  

防災対策に万全を期されたい。  

（診 大規模災害への対応について  

台風被害や地震災害などの大規模災害については、施設レベルでの防災   

対策では十分な対応が困難であることから、関係機関との十分な連携及び   

地域防災計画に基づく適切な防災訓練の実施など、民生主管部局において   

も積極的な参画をお願いしたい。  
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障害者支援施設等は、災軍時において、地域の防災拠点として重要な  

役割を有していることから、今後も震災時等における緊急避難的な措置と  

して要援護者の受入を積極的に行っていただきたい。  

（4）感染症対策について  

例年、冬季においては感染症の集団発生が見られるところであり、次の   

ことに御留意の上、衛生主管部局と連携の上、各施設に対して適切な指導を   

お願いしたい。  

◎ ノロウイルスによる感染性胃腸炎については、「社会福祉施設、介護  
保険施設等におけるノロウイルスによる感染性胃腸炎の発生・まん延防  

止策の∵層の徹底について」（平成19年12月26日雇児総発第1226001号、  

社援基発第1226・001号、障企発1226001号、老計発1226001号厚生労働省  

雇用均等・児童家庭局総務課長二社会・援護局福祉基盤課長、障害保健  

福祉部企画課長、老健局計画課長連名通知）を通知したところであり、  

これを踏まえ、管内市区町村及び管内障害者支援施設等関連施設におけ  
卑対策の一層の周知徹底を図ること。  

② インフルエンザについては、「社会福祉施設等における今冬のインフ  

ル羊ンザ総合対策の推進について」 （平成2 

， 

1202001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、社会・援護局福  

．祉基盤課長、障害保健福祉部企画課長、老健局計画課長連名通知）及び  

「今冬のインフルエンザ総合対策の推進について」（平成20年11月14日  

健感発第1114001号厚生労働省健康局結核感染症課長通知）を・踏まえ、  
対策の周知徹底を因っていただいているところであるが、病院や学校等  

において集団感染が発生していることから、対策の一層の周知徹底をお  

願いしたい。  

③ 高病原性鳥インフルエンザについては、近年、東南アジアを中心に流  

行し七いるほか、ヨーロッパでも発生が確認されるなど、依然として流  

行が継続・拡大しており、ヒトからヒト へ感染する新型インフルエンザ  

の発生の危険性が指摘されている。  
厚生労働省においては、「新型インフルエンザ対策行動計画」、「新型  

インフルエンザに関するQ＆A」を作成しているので、これらを踏まえ  

た対応を徹底すること。・  

④ その他、障害者支援施設等等においては、感染症の集団発生が生じや  

すいことから、衛生主管部局と連携の上、衛生管理の徹底と感染症の発  

生及びまん延の防止のために適切な措置が講じられるよう留意するこ  

と。  
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12 指定小規模多機能型居宅介護事業所における障害児（者）の受   

入事業について   

「指定小規模多機能型居宅介護事業所における障害児（者）の受入事業」に  

ついては、「構造改革特別区域における「指定小規模多機能型居宅介護事業所  

における障害児（者）の受入事業」について」（平成19年2月19日付け障障発  

第0219001号・老計発第0219001号障害福祉課長、計画課長通知）においてお示  

ししているとおり、構造改革特別区域法に基づく規制の特例措置■として、構造  

改革特別区域計画の認定を受けた場合には、当該構造改革特別区域内の介護俸  

険法による指定小規模多機能型居宅介護事業所において障害児（者）を受け入  

れることが可能となっている。   
これにより、近隣に障害児（者）のサービス事業所がない場合であっても、  

当該障害児（者）の身近な場所におけるサービス利用が可能になるものであり、  

これまで、11地域で構造改革特別区域の認定が行われているところである。  

（関連資料20（1■27頁）   

本事業の実施による効果として、   

○ 事業所において障害者の方が1つの役割を担っており、そこに意義を見  

いだし非常に生き生きとしている   

○ サービスを受けている利用者において高齢者と接することにより障害者  

の表情が豊かになっている   

○ 高齢者も表情が豊かになり、良い方向に進んでいる  

等の事例が報告されている。   
また、本事業の円滑な実施のための取組の工夫として、   

○ 事業者間で連絡協議会を設けており、情報交換や自主的に研修会を開催  

し、研鋳に努め、適切にサービス提供が行えるよう努めている   

○ 運営推進会議、ケアプランの作成、サービス担当者会議を行い、サービ  

ス提供が適切に行われるよう努めている  

等の事例が報告されている。．   

本事業の実施自治体におかれてiま、これらの事例も参考にし、事業の円滑な  

実施が図られるよう、再度事業者等へご周知いただきたい。  

※ 参考：実施自治体（平成21年3月1日現在）  

富山県富山市・  

福岡県久留米市  

島根県出雲市  

兵庫県伊丹市  

岐阜県大垣市  

長野県伊那市  

山口県萩市，  

高岡市・中新川郡立山町  
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千葉県いすみ市  

秋田県秋田市  

愛媛県愛南町  

鹿児島県垂水市  
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（関連資料1）  

障害福祉サービスの費用の算定等に関する関係告奉の  

制定及び一部改正（案）の概要  

【改正の趣旨】  

障害福祉サービスの費用（報酬）の算定等に関連する告示について、平成21年4月  

に実施する報酬改定に伴う各種改正等を行う。  

【改正一制定の対象となる告示】  

以下の告示の改正（13本）及び新設（3本）を行う。  

① 障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供   

体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基   

本的な指針（平成18年厚生労働省告示第395号）  

② 障害者自立支援法に基づく指定相談支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成  

18年厚重労働省告示第524号）  

③ 厚生労働大臣が定める障害福祉サー ビス費等負担対象額に関する基準等（平成18   

年厚生労働省告示第530号）  

④ 厚生労働大臣が定める基準（平成18年厚生労働省告示第543号）  

⑤ 指定障害福祉サービろの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定め   

るもの等（平成18年厚生労働省告示第544号）  

⑥ 厚生労働大臣が定める要件（平成18年厚生労働省告示第546号）  

⑦－ 厚生労働大臣が定める利用者の数の基準及び従業者の員数の基準並びに所定蛍位数に   

乗じる割合（平成18年厚生労働省告示第550号）  

⑧ 厚生労働大臣が定める施設基準（平成18年厚生労働省告示第551号）  

⑨ 厚生労働大臣が定めるところにより算定した単位数答（平成18年厚生労働省告示第   

552■号）  

⑩ 厚生労働大臣が定める者等（平成18年厚生労働省告示第554号）  

⑪ 厚生労働大臣が定める者（平成18年厚生労働省告示第556号）■  

⑫ 厚生労働大臣が定める児童等（平成18年厚生労働省告示第567号）  

⑬ 厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成20年厚生労働省告示第213号）  

⑭ 「厚生労働大臣が定める地域」を定め・る告示の新設  

⑮ 「厚生労働大臣が定める療養・食」を定める告示の新設・  

⑲ 「厚生労働大臣が定める研修」を定める告示の新設  
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【改正案の主な内容】   

1．訪問系サービス及び重度障害者等包括支援関係  

（1）訪問系サービスに係る特定事業所加算の基準の設定（告示④）  

居宅介護、重度訪問介護及び行動援護に係る特定事業所加算の基準として、以下の   

事項を定める。   

ア．サービス提供体制の整備  

研修の計画的実施、情報の的確な伝達、同行研修の実施等・   

イ．良質な人材の確保  

介護福祉士の割合が30％以上又は常勤職員によるサービス提供時間の割合が40  

％以上、サービス捏鋲責任者が一定の要件を満たす等   

ウ．重度障害者への対応  

障害程度区分5以上の利用者の割合が30％（重度訪問介護の場合は50％）以上  

（2）訪問系サービス等に係る特別地域加算の適用地域の設定（告示⑭）  

－一  年中間地域等に屠僅セキ中る者匠浄土千振供き匹る訪問系サーゼス及び重度障害者  

等包括支援について評価を行う「特別地域加算」の適用地境を、以下のように定める。  
ア．離島振興法第2条第1項の規定により指定された離島振興対‾策実施地域  

イ．奄美群島振興開発特別措置法第1条に規定する奄美群島  

り．豪雪地帯対策特別措置法第2条第2項の規定により指定された綽別豪雪地帯し  

ノ エ．辺地に係る△共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律  

第，2条第1項に規定する辺地  

オ．山村振興法第7条第1項の規定により指定された振興山村  
カ．小笠原諸島振興開発特別措置法第2条第1項に規定する小笠原諸島  

キ．半島振興法第2条第1項の規定により指定された半島振興対策実施地域‘  

ク．特定農山村地域における農林業等の碍性化のための基盤整備の促進に関する  

法律第2条第1頓に規定する特定農山村地域  

ケ．過疎地域自立促進特別措置法第2条第1項に規定する過疎地域  

．コ．沖縄振興特別措置法第3条第3号に規定する離島 

（3）重度訪問介護に係る移動介護加算を算定する場合の追加（告示⑥）   

重度訪問介護について、 同時に2人の従業者が1人の利用者に対して移動中の介護  

を行った場合に、「移動介護加算」の算定を可能とすることに伴い、集走する場合の   

要件を定める告示の対象に重度訪問介護の移動介護加算を追加する。  
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（4）重度障害者等包括支援の報酬単価の見直し等（告示⑨）   

重度障害者等包括支援の報酬単価について、重度訪問介護の報酬単価の見直し等を  

踏まえ見直す（■日中の場合700単位→800単位）とともに、中山間地域等に居住してい   

る者に対して提供されるサービスについて評価を行う特別地域加算（15％加算）を設   

ける。  

（5）国庫負担基準額の改正（告示③）   

障害福祉サービス報酬の額の改定に併せて、訪問系サービスに係る国庫負担基準  

について、以下のとおりの改正を行う。  

ア・．居宅介護に係る支給決定者  区分618，680単位 →  

区分512，940単位 →  

区分4 8，110単位・→  

区分3・4，310単位 →  

区分芦 2，910単位 →  

区分1 2，290単位 →  

障害児 7，280単位 →  

19，450単位  

13，500単位  

8，440単位  

4，500単位  

3，050単位  

2，370単位  

7，590単位  

イ，重度訪問介護に係る支給決定者 区分6 29，590単位 →  

区分5 23，850単位 →  

区分419，020単位 →  

区分315，220単位 一→  

40，030単位  

28，270単位  

22，540単位  

略020単位  

ウ．行動援護に係る支給決定者  区分6 25，150単位 →  

区分5 19，410単位 →  

区分414，580単位 →  

区分310，780単位 →  

障害児13，750単位 →  

26，210単位  

20，180単位  

15，190単位  

11，250単位  

14，310単位   

エ．重度障害者等包括支援に係る支給決定者 45，500単位 →・80，000単位  

2．療養介護関係  

（1）療養介護サ⊥ビス費（Ⅰ）を算定する施設基準における経過措置の期限の延長（告   

示⑧）  

平成18年10月以前から「療養介護に相当する事業」を実施していた施設に係る   

職員配置の経過措置を延長することに伴い、平成21年9月30日までとしている適  
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用期限に係る規定を平成24年3月31日まで延長する。  

（2）療養介護事業所の継続利用者（告示⑪）  

＜4（6）の障害者支援施設に係る取扱いと同じ＞  

3．児童デイサービス関係  

（1）児童デイサービス費（Ⅱ）に係るサービス管理責任者欠員時の減算規定の整備（告   

示⑦）  

児童デイサービス費（Ⅱ）について、報酬改定により新たにサービス管理責任者の  

配置を評価することに伴い、サービス管理責任者の員数を満たしていない場合につ  

いて、所定単位数に100分の70を乗じることとする。  

4．生活介護及び施設入所支援並びに障害者支援施設及び旧法入所施設関係  

（1）生活介護に係る人員配置体制加算の施設基準の設定（告示⑧）   

生活介護について、 一定水準以上の手厚い人員配置を評価する人員配置体制加算の   

施設基準を以下のように定める。   

ア．人員配置体制加算（Ⅰ）  

生活支援員等の総数が、前年度の利用者の数の平均値を1．7で除して得た数以   

上である場合に算定   

イ．人員配置体制加算（Ⅱ）  

生活支援員等の総数が、前年度の利用者の数の平均値を2で除して得た数以上で  

ある場合に算定   

ウ．人員配置体制加算（Ⅲ）  

生活支援員等の総数が、前年度の利用者の数の平均値を2．5で除して得た数以   

上である場合に算定  

（2）夜勤職員配置体制加算の施設基準の設定（告示⑧）   

r施設入所支援における夜勤職員配置体制加算の施設基準について、ア～りの区分に   

応じて、生活支援員の数が以下に該当する場合とする。   

ア．前年度の利用者の数の平均値が21人以上40人以下である場合 2以上   

イ．前年度の利用者の数の平均値が41人以上60人以下である場合 3以上   

ウ．前年度の利用者の数の平均値が61人以上である場合 3に、当該前年度の利用   

者の数の平均値が6けを超えて40耳はその端数を増すごとに1を加えて得た数以  

上  

－34－   



（3）施設入所支援に係る地域生活移行個別支援特別加算の施設基準の設定（告示（診）   

施設入所支援における‘地域生活移行個別支援特別加算の施設基準を以下のように定  

，める。  

・ア．必要な数の生活支援員等が配置可能であること。   

イ．社会福祉士又は精神保健福祉士による支援体制が確保されていること。  

ク．研修を実施している土と。   

エ．保護観察所、指定医療機関又は精神保健福祉センター等の関係機関との協力体制  

が整っていること 等。  

（4）施設入所支援に係る地域生活移行個別支援特別加算の対象者の設定（草示⑪）   

施設入所支援における地域生活移行個別支援特別加算の対象者を、医療観察法に基   

づく通院による医療を受ける者、刑務所等からの出所に伴い関係機関からの受入鱒頼   
を受けた看であって出所から3年を経過していない者又はこれに準ずる者とする。  

（5）施設入所支援及び旧法入所施設に係る療養食の内容の設定（告示⑩及び⑮）   

施設入所支援及び旧法入所施設における療養食加算の算定対象となる療養食の範囲   

を、 

養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、   

脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食とする。  

（6）障害者支援施設の継続入所者（告示⑪）   

新体系に移行し七も引き続き障害者支援施設に入所できる者を、以下のように定め   

る。   

ア．旧法施設等に入所した後、引き続いて障害者支援施設等に入所している者   

イ．これらの施設を退所後に再度障害者支援施設に入所する者   

5．短期入所関係  

（1）短期入所（医療型）の施設基準の設定（告示⑧）  

医療機関において行われる短期入所に係る施設基準を以下のように定める。   

ア．医療型短期入所サービス費（Ⅰ）又は医療型特定短期入所サービス費（Ⅰ）を算  

定する指定短期入所事業所の施設基準  

（ア）医療法第1条の5第1項に規定する病院であること。  

（イ）手厚い人員（看護職貞を利用者に対して7：1以上配置し、かつ、看護職員  
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のうち7割以上が看護師であること）を配置していること。  

イ・医療型短期入所サービス計（Ⅱ）若しくは（Ⅲ）戊は医療型措定短斯入所サービ   

ス費（Ⅱ）若しくは（Ⅲ）を算定する指定短期入所事業所の施設基準‡∴  

（ア）医療法第1条の5第1項に規定する病院又は第2項に規定する診療所であっ   

て19人以下の患者を入所させるための施設を有するもの又は介護保険法の規定に  

よる介護老人保健施設であること。  

6．共同生活介護（ケアホーム）及び共同生活援助（グル」プホーム）関係  

（1）共同生活介護及び共同生活援助に係る地域生活移行個別支援特別加算の施設基準の   

設定（告示⑧）及び同加算の対象者の設定（告示⑪）  

＜4（3）及び（4）■の施設入所支援に係る取扱いと同じラ∴◆・  

7．自立訓練関係  

（1）機能訓練に係る視覚障岳者の専門的訓練め従事者（告示⑪）  

自立訓練（機能訓練）における視覚障害者に  左宴盟約訓練を行う場合  

の報酬単価を創設することに伴い、当該単価を算定する．従業者の要件を‘、．・；国立障害者  

リハビリテーションセンター学院の実鱒する視覚障害者生活訓練専門職員養成課程又  

はこれに準ずる視覚障害者に対する訓練を行う者を養成する研修を修了した者である  

こととする。  

（2）宿泊型自立訓練に係る地域移行支援体制強化加算の施設基準の設牢（告示⑧）   

宿泊型自立訓練における地域移行支援体制強化加算の施設基準を以下のように定め   

る。   

ア．地域移行支援員について、宿泊型自立訓練の前年度の利用者の数の平均値を15   

で除して得た数以上配置していること。  

イ．地域移行支援員のうち1人以上は常勤であること。  

（3）宿泊型自立訓練に係る地域生活移行個別支援特別加算の施設基準の設定（・告示（塾）   

及び同加算の対象者の設定（告示⑪）＜4（3）及び（4）の施設入所支援に係る取扱いせ   

同じ＞  

8．就労移行支援及び就労継続支援関係  

（1）就労支援関係研修修了加算の算定対象となる研修の項月の設定・（告示⑱）∵   

就労移行支援における就蜃支援関係研修修了加算の算定対象となる研修項目を、   

以下のように定める。  
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ア．地域障害者職業センターにおいて就労移行支援事業の就労支援員の知識・技能の   

習得のために行われる研修  

イ．職場適応援助者の養成又は必要な知識・技術の習得のための研修・  

ウ．ア又はイと同等の内容を有するものとして、厚生労働大臣が認めた研修  

（2）施設外就労加算の基準の設定（告示④）   

就労移行支援、就労継続支援A型及び就労継続支援白型における施設外就労加算の   

基準として、以下のとおり定める。   

ア．支援単位（ユニット）ごとに実施し、1ユニットは利用者3人以上   

イ．利用者合計数は、利用定員の70％以下   

ウ．1ユニットごとに職員を配置することとし、職員数は、施設外就労利用者の数   

を当該事業所が算定する基本報酬に応じた職業指導員及び生活支援負の数で除した   

数以上  

（3）就労継続支援A型サービス費（Ⅰ）’の施設基準の設定（告示（診）   

就労継続支援A型における手厚い人員配置を評価する「就労継続支援A型サービス   

費（Ⅰ）」の施設基準として、職業指導員及び生活支援員の総数を、常勤換算方法で、   

前年度の利用者の数の平均値を7．5で除して得た数以上配置していることを定め   

る。  

（4）目標工賃達成指導員配置加算の施設基準の設定（告示⑧）   

就労継続支援B型における目標工賃達成指導員配置加算の施設基準として、，職業指   

導員及び生活支援員に加え、目標工賃達成指導員加算の配置により常勤換算で6：  

1以上であることを定める。  

9．指定相談支援関係  

（1）指定相談支援に係る特別地域加算の創設（告示②）  

中山間地域等に居住している者に対して指定相談支援を行った場合に、特別地域加   

算（所定単位数の15％加算）を算定する。．  

（2）指定相談支援に係る特別地域加算の適用地域の設定（告示⑭）  

＜1（2）の訪問系サービスに係る取扱いと同じ＞  

（3）指定相談支援に係る特定事業所加算の創設（告示②）   

質の高いケアマネジメントの実施体制を整えている事業所による相談支援サービス   

）  
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について、特定事業所加算（450単位／月）を算定する。  

（4）障害福祉計画において指定相談支援の必要量の見込みを定める際の利用見込み者の′   

範囲の変更（告示①）  

障害福祉計画において指定相談支援の必要量の見込みを定める際の利用見込み者の   

範囲に、今回新たにサービス利用計画作成費の支給対象とする自立訓練、共同生活援   

助及び共同生活介護の利用者を含める。  

（5）サービス利用計画作成費に係る国庫負担基準の算定の際に人数を勘案しない者の   

範囲の見直し（告示③）   

サービス利用計画作成費に係る国庫負担基準の算定の際に人数を勘案しない者の   

範囲から、今回新たにサービス利用計画作成費の支給対象となる自立訓練、共同生活  

介護及び共同生活援助の利用者を除く。  

10．障害児施設関係  

（1）心理由当職員配置加算の施設基準（告示⑫）  

障害児施設に係る心理担当職員配置加算の施設基準を次のように定める。   

ア．指定基準で定められている職員に加え、心理療法を担当する職員を1名以上配置  

していること。   

イ．心理療法を担当する職員が、心理学の学士で心理療法の技術を有する・こと。  

ウ．必要な設備等を有すること。   

エ．心理療法を必要とする障害児が5名以上いること。  

（2）障害児施設に係る一単位の単価の見直し等（告示⑬）   

障害児施設に係る一単位の単価に閲し、地域区分に応じた一単位の単価水準及び地   

域区分に属する市町村について、人事院規則における見直しに準じた見直しを行う。  

11．サービス管理責任者関係  

（1）サービス管理責任者の要件に係る経過措置の延長等（告示⑤）  

サービス管理責任者の要件について、以下の経過措置を講じる。   

ア．実務経験の要件を満たしていれば、平成21年3月31日までの間は、研修を  

受講していない場合であっても、暫定的にサービス管理責任者として認められる  

経過措置について、平成24年3月31日まで適用期間を延長する。   

イ．障害者自立支援法施行前から事業を運営している指定共同生活介護事業所及び  

－38－   



指定共同生活援助事業所（入居定員甲合計が9人以下であるものに限る。）並び  

に児童デイサービス事業所について、 平成24年3月31日までの間、3年以上  

の実務経験力亨ある着で研修を受講していないものをサービス管理責任者とするこ  

とができることとする経過措置を設ける。  

【適用日】平成21年4月1日（予定）  
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（関連資料2）  

障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスめ事業等の人員、   

設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令案の概要  

【改正の趣旨】   

障害者自立支援法の施行後約3年が経過するところであり、同法に基づく障害福祉サ  

ービス等について、サービス事業所の実情や本年4月の実施を予定してし†る障害福祉サ  

ービス報酬の改定を踏まえ、指定基準及び最低基準の見直しや適用期限の延長等を行う  

ものである。  

【改正する省令】  

① 障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関   

する基準（平成18年厚生労働省令第171号）  

② 障害者自立支援法に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準  

（平成18年厚生労働省令第172号）  

③ 障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する革準（平成   

18年厚生労働省令第174号） 

① 児童福祉伍に基づく指定知的障害虎施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成  

18年厚生労働省令第178号）  

【改正案の主な内容】  

1．サービス提供責任者の要件緩和   

居宅介謹、重度訪問介護及び行動援護のサービス提供責任者について、現行では全て   

常勤の着でなければならない・こととしている要件を緩和し、今後は、常勤を基本としつ   

つも、非常勤職員の登用を一定程度可能とする。  

2．入所施設に係るサービス提供記録に係る規制の緩和   

「サービスの提供の記録」については、現在、サービスの提供日、内容その他必要な   

事項について、 サービスの提供の都度記録を行い、その度に利用者から確認を受けなけ   

ればならないこととしている。   

しかしながら、．入所施設においては継続的な利用が行われており、訪問系サービスの   

ように提供の都度記録及び確認を行う必要性が低いことから、「提供の都度」という規   

定を撤廃する。  
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3．短期入所の単独型事業所の基準の明確化   

短期入所の事業形態の一つである単独型事業所について、そゐ定義並びに人員及び設   

盾に関する基準の明確化を図る。  

（り 定義   

併設事業所及び空床型事業所以外の短期入所を・「単独型事業所」とする。  

（2）人員基準   

ア．他の事業所等（入所を除く。）において行う短期入所であって、当該他の事業等   

が行われている間の生活支援員の数  

他の事業所等の利用者の数及び単独型事業所の利用者の数の合計数を当該他の事   

業所等の利用者の数とみなした場合において、当該他の事業所等として生活支援貞   

又はこれに準ずる従業者として必要とされる数以上 

イ．上記以外の場合における生活支援員の数  

当該日の利用者の数が六以下 一以上  

当該目の利用者の数が七以上 一に、当該日の利用者の数が六を超えて六又はそ   

の端数を増すごとに－を加えて得た数以上  

（3）設備基準   

居室（定員4人以下等）、食堂、浴室、洗面所及び便所の基準に係る規定を設ける。  

4，共同生活介護の体験的利用制度の創設に伴う整理   

共同生活介護の体験的利用について、利用者負担上限額管理を利用者から依頼を受け   

た場合においてのみ行うこととするとともに、体験的利用を行う事業者における支援の  

取扱方針を明記する。   

また、上記取扱いは、共同生活援助について準用する。  

5．指定宿泊型自立訓練事業所についての規制緩和   

指定宿泊型自立訓練のみを行う事業所は、旧法施設等からの移行の場合を除き、障害   

者就業・生活支援センターに併設されているものでなければならないものとされている   

ことを改め－、指定宿泊型自立訓練のみを行う指定自立訓練（生活訓練）事業所として、単   

独で実施することができることとする。  

6．療養介護の従事者に係る経過措置の延長   

平成18年10月以前から指定医療機関において「療養介護に相当する事業」を実施  
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していた施設に係る職員配置基準の経過措置について、平成21年9月30日までとし  

ている適用期限を平成24年3月31日まで延長する。  

7．経過的に居宅介護を利用する共同生活介護等に係る経過措置の延長   

経過的居宅介護利用型指定共同生活介護事業所及び経過的居宅介護利用型一体型指定   

共同生活援助事業所において生活支援員及びサービス管理責任者を置かないことができ   

るとする経過措置について、平成21年3月31日までとしている適用期限を平成24   

年3月31日まで延長する。  

8．経過的に個人で居宅介護を利用する共同生活介護利用者に係る経過措置の延長   

共同生活介護に入所する重度障害者による共同生活住居における居宅介護の利用を可   

能とする経過措置について、平成21年3月31日までとしている適用期限を平成24   

年3月31日まで延長する。  

また、居宅介護利用者に係る生活支援員の配置について、通常の利用者の1／2の配置   

を必要とする。  

9・知的障害者通勤寮に係る居室の設備基準の経声措置   

障害者自立支援法施行前から設備に係る経過措置の適用を受けていた知的障害者通勤   

寮の設備基準について、従前と同様の面積等でよいこととする経過措置を設ける。  

【適用日】平成21年4月1月（予定）  
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利用者負担の軽減措置について  
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社会・援護局障害保健福祉部  

l   

1覧  
；；法ヒtピ道三＿！思さだ£   

障害者を多数雇用する事業所、障害福祉施設等に  

▼【＝帖「対す看官公需の発注等の配慮にづいて  

昨今の厳しい雇用失業情勢の中、障害者の就職件数減や解雇数の増など、   

障害者の雇用情勢は一段と厳しさを増してきております。   

このため、厚生労働省においては、鱒域における障害者の雇用維持、雇用  

機会の拡大を推進する観点から、「障害者雇用維持・拡大プラン」を実施する   

こととしたところです。   

また、このような厳しい経済状況は、障害者を多数雇用している事業所や  

鹿労継続支援B型事業所等の障害福祉施設に対しても深刻な影響を及ぼしてお   

り、受注量の減少等から運営が不安定な状況となっております。   

このため、「障害者雇用維持・‘拡大プラン」では、経済団体や企業等に対して  

雇用の維持・拡大と併せ、障害者を多数雇用している事業所や障害福祉施設等  

での仕事の確保につV・、て要請を行っておりますが、この要請に当たり、国や  

地方公共団体においても率先垂範して官公需の発注の増大を因っていくことが  

必要と考えそおります。   

つきましては、貴都道府県、指定都市、中核市におかれ草しては障害者を  

多数雇用する事業所、障害福祉施設等に対する官公需の発注につし．、て、以下の  

事項に特琴のご配慮を串原いいたします。   

併せて、奮内示町札関係団体等に対しても、これらの趣旨の周知について  

・ご配慮をお願いいたします。■  
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1 障害者を多数雇用する事業所、障害福祉施設等に対する官公需の発注等に  

ついて、綽段の配慮をお願いしたいこと。  

2 障害者を多数雇用する事業所、障害福祉施設等における取扱品目を十分に  

把握した上で、庁用物品としての調達、各種行事や大会等における記念品と   

しての活用なども含め、積極的な発注を図られたいこと。  

3 物品の購入のみならず、各種役務の提供を行っている例もあるので、これ   

らについても積極的な活用を図られたいこと。   

特に、昨年の地方自治法施行令の改正（平成20年政令第一25号）により、  

それまで随意契約が可能とされている物品の購入以外にも地方公共団体が  

障害福祉施設等と役務提供に係る随意契約を行うことが可能とされたところ  

で卑るので、随意契約による優先的な発注についても配慮をお願いしたい   

こと。  

（地方公共団体で取り組んでいる具体的事例）  

○ 物品購入の例  

庁用物品（ゴム印、時計、テーブル、表示板、作業服 等）  

大会等各種記念品（木工褒晶、しおり、石けん、コースター 等）  

啓発用物品（手芸品、陶芸品、紙製品）  

○ 役務提供の例  

・印刷（封筒、名刺、割引証、各種様式、記念誌、広報啓発用ポスター 等）  
・ 会議のテープ起こし  

・ クリーニング  

・公共施設の清掃・除草等  
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厚生労働省職高発第0210002号  

平成21’年2月10 日  

各都道府県労働局長 あて  

厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部長  

（公  印  省  略）  

障害者を多数雇用する事業所、障害福祉施設等に対する  

官公需の発注等の配慮について   

現在の厳しい経済状況が、障害者を多数雇用している事業所、障害福祉施設等に対して、  

受注量の減少等の深刻な影響を及ぼしていることから、別添のとおり、各都道府県知事、  

指定都市市長及び中核市市長に対し、地方公共団体にお■ける官公需の発注についての配慮  

を要請しているところである。   

各都道府県労働局においても、障害者を多数雇用する事業所、障害者福祉施設等に対す  

る官公需の発注等について積極的に取り組むよう配慮されたい。  
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［憂宣□  

， 

官公需として発注することが考えられる物品役務の例  

印刷   ●ポスター ●チラシ・1」－フレット ●資料集  
・案内ハガキ・名刺・看板・カレンダー  
・封筒裏表印刷・‘シール   

紙製品   ・再生紙封筒・便せん・・各種はがき・しおり  
・リサイクルトイレットペーパー・ティツシュペーパー  

●レターセット   

ゴム印等   ・ゴム印、ネームプレート（木製看板）  
・アクリル・木工・ガラス製品彫刻加工   

食品類   ●クッキー・ケーキ・焼き菓子・パン ●弁当  
・食品加工品・．椎茸製品・麺類（うどん・そば等）   

記念品 ・   ・賞状額・陶器（湯否、花器等）・木製ボールペン 
小物雑貨   ●フォトフレーム・時計 ・冠婚葬祭記念品  

●スポーツイベントのグッズ、記念品、ユニフォーム  
●各種おもちゃ   

生活雑貨   ●雑巾・ふきん、マット・コースタ」 ●ごみ袋  
●石鹸各種（粉、液体、固形）   

木製家具等  ●木製家具・椅子・机・プランター・花代・花立 

農作物   ●花苗・国道除草効果花苗（グランドカバ」）・米  
●ハーブ・野菜等   

縫製品等  ●軍手・手袋各種・靴下各種・介護用衣類・ウェス  
●制服・白衣 ●ネーム刺繍・まくら等寝具   

介護等用品  ●牽いす・杖等 ●点字ブロック   

防災用品   ・防災用品（防災頭巾・消火バケツ等）・カンパン等非常食   

リース・レンタル  ●観葉植物等リース ●介護ベッド等レンタル   

リサイクル  ・洗びん・回収（ダンボール・タイヤ等） ・生ゴミ処理   

役務   ●クリーニング・リネンサプライ 
・郵便物の封入・封鍼、仕分・発送作業（メール便作業を含む）  
・施設、公園の除草作業・管理業務・テープ起亡し  
・・建物、公園の清掃作業・文書の廃棄（シュレッダー）  
・クリーン（清掃）サービス・賞状等の毛筆筆耕  
●袋話、・包装、シール貼り・縫製作業  
・駐車場・駐輪場の管理 ・売店・レストラン等の委託  
・資源回収・分別（古紙、ダンボールペットボトル、空き掛空き缶、タイヤ等）   
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［憂萱互］  

職高発第0206001号  

平成21年2月6日  

各都道府県労働局長 殿  

厚生労働省職業安定局長  

（公 印 省 略・）  

現下の雇用情勢に対応した「障害者雇用維持・拡大プラン」の  
実施について  

現在の厳しい雇用失業情勢の下、障害者を取り巻く環境にも影響が見られ始めている   
ところである。ハローワークにおける障害者職業紹介状況を見ると、本年度4月から12月   
までの就職件数は34，115件と前年度同期比で2．0％減となっているところであるが、●特に  

11月単月では前年度同月比9．8％減と大幅な減少を示しているところである。また、障害   

者の解雇届の受理状況を見ても、本年度上半期の解雇者数は787人と前年度同期比で6．2  
一％増こまたその後、10月では125人、11月では234人、12月では265人と月ごとに増加考示   

しており、今後の雇用情勢の悪化が懸念されているところである。  
このような状況においては、離職を余儀なくされた障害者を含め、就職を希望する障   

害者の雇用の場を確保することが、喫緊の課題となっているところである。   
そこで、地域における障害者の雇用の維持、雇用機会の拡大を推進する観点から、「障   

害者雇用維持■拡大プラン」として下記の取組を行うこととするので、各労働局におい   
てもプランに基づく取組の推進について特段の御配慮をよろしくお願いする。  

記   

1 プランの概要   

（1）趣旨  

現在の厳しい雇用失業情勢の下、障害者を取り巻く環境も厳しさを増しており、  
離職を余儀なくされた障筆者を含め、就職を希望する障害者の雇用の場を確保する  
ことが、喫緊の課題となっている。そこで、障害者の雇用の維持、雇用機会の拡大  
を推進するため、「障害者雇用維持・拡大プラン」を実施する。   

（2）取組の内容  

① 経済団体等への障害者雇用の維持・拡大についての要請  
② 個別企業等への雇用拡大の要請等－  

③ 特別支援学校卒業予定者に対する就職支援  
④・法定雇用率達成指導の厳正な実施  
⑤ 就職後の指導・支援の徹底   

2 具体的な取組   

（1）巌済団体等への障害者雇用の維持・拡大についての要請  

現在の疾況を踏まえ、中央レベルの経済団体に対して、厚生労働省幹部が障害者  
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雇用の維持・拡大について直接要請を行うこととしている。（要請書は別添1のとお   

り）   

各労働局においても■、当該要請の趣旨、内容を踏まえ、労働局幹部が団体の長に   
対して直接要請する機会を設．ける等様々な機会を捉えて地域レベルの潅済国体に対   

■して働きかけを行うこ‘ととする。   

（2）個別企業等っの雇用拡大の要請等  

（∋・地域の有力企業等への働きかけ  

地域の有力企業等については、その地域における障字音（特に身体障害者以外   

の障害者）の有力な受け入れ先であることから、瀧定雇用率の水準にとどまるこ  
となく、地域の模範となって障害者雇用を推進していくよう、以下のような働き   
かけを行うこととする。・  

なお、働きかけの際には別添2「障害者の雇用促進について」、別添3の事業主   
向けリーフレット「障害者の雇用維持、雇用促進にご協力ください！」も括用す  

ることとする。   
ア 特例子会社の設置  

大企業等多数の障害者の受け入れが期待できる企業に対しては、特例子会社  
の設置について、労働局長が自ら該当企業を訪問する等設置に向けた働きかけ  
を行うこと。その際には平成20年度第2次補正予算により新たに創設した「特例  

子会社等設置促進助成金」（今般の景気後退等により解雇・勧奨退職等を余儀な  

くされた障害者筆を新たに雇用して、特例子会社や重度障害者多数雇用事業所  
を創設した事業主に対して助成するもの）についても、・併せて制度の周知及び  
借用の勧奨を図る。   

イ 身体障害者以外の障害者の職域の拡大  
当該企業における障害者雇用が身体障害者に偏っている場合には、．従来考え  

られていた職域以外にも障害者の職域が拡大していることを示し、知的障害者、  
精神障害者等の職域についても検討するよう働きかける。  

当該企業が特例子会社を設置している場合であっても、知的障害者等の雇用  
が特例子会社に限られている企業に対して鱒、本社、支社等特例子会社以外の  
職場セおける事務補助業務（郵便物の仕分け及び各部署への酉己送、封筒への封  

入・宛名書き、シュレッダー処理、会議資料の準備、消耗品の補充・整理、社  
員の名刺作成等）にも知的障害者等の就労の可能性があることを示し、雇用促  
進を働きかける。  

② 公的機関への働きかけ  
公的機関についてはこ 自ら率先垂範して障害者を採用し、法定雇用率を達成・   

維嘩することは当然のことであるとともに、ひとりでも多くの障害者を雇用する   
ことが求めらオしているところである。   
牟的機関における雇用促進については、平成20年12月1日付け職高発第1201003   

号「地方公共団体における障害者雇用の促進について」により各労働局に対して   

通知したとこ■ろであり、本通知に基づき、知的障害者や精神障害者を好象とした  
「チャレンジ雇用」の積極的推進等雇用の拡声に向けた取組を行うよう都道府県  

■等に働きかけを行うこととする。  

③ その他 一   
上記①、②の雇用拡大の要碍に当たっては、特別支援学校とも連携しちっ、特   

別支援学校在校生の職場実習の受入れについ七も併せて勧奨を行うこととする。  
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（3）特別支援学校卒業予定者に対する就職支援  

現在の厳しい経済情勢の下で、新規学卒者の就職環境は厳しさを増しているとこ   
ろであり、特別支援学校の平壌21年3月卒業予定者についても、職場実習を行ったに   

も関わらず当該事業所の経営状況等により就職に結びつかない事例も見られるとこ   
ろである。  

そこで、これらの就職先の決まっていない生徒については、1＼ローワークと特別  

・◆支援学校が密接な連携の下、職場実習先や求人の開拓等の支援を行い、卒業までに   
就職先を決めることができるよう努めることとする。   

（4）法定雇用率達成指導の厳正な実施  

民間企業に対する鎮定雇用率達成指導については、平成17年12月25日付け職高発   

第1227001号「障害者雇用状況報告の集計蘇果を踏まえた障害者雇用率達成指導の一   

層の推進等について」等に基づき実施しているところであるが、現在の厳しい雇用   
失業情勢も踏まえ、障害者の雇用機会の確保という観点から、一．一層実効ある法定雇   

用率達成指導を実施することとする。   
なお、指導に当たっては、以下の点について留意することとする。  

（∋ 大企業に対する指導  

法定雇用率未達成の大企業に対しては、直ちに実雇用率1．8％を超える障害者の   

雇用が実現するよう、   
・ 特例子会社の設立   

・従来、「障害者対象」と考えていた職種にこだわらず、企業全体を見回した新  
たな職域の開発・   

といった取組を行うよう指導を行う。  
なお、特例子会社の設立の勧奨に当たっては、平成20年度第2次補正予算により   

新たに創設した「特例子会社等設置促進助成金」の周知及び活用の勧奨に努める。  
② 中小企業に対する指導  

中小企業については、依然として障害者雇用が低水準にある状況を踏．まえ、先   
般、障害者雇用促進法について   
ア 障害者雇用納付金制度の適用対象の範囲拡大   
イ 中小企業が共同で障害者雇用をする場合の唇用率の算定の特例   
といった改正が行われたところである。・  
特にこアについては、現在、経過措置により常用労働者301人以上規模の企業が   

対象となっている障害者雇用納付金制度の対象範囲を段階的に拡大することとし   
て串り、平成22年・7月1日以降は201人以上規模の中小企業が、また平成27年4月1日   

以降は101人以上規模の中小企業が制度の対象となる。  

この革め、新たな制度の周知に併せた指導を強化・徹底する。  
なお、平成20年度第2次補正予算により拡充した「特定求職者雇用開発助成金」   

及び新たに創設した「障害者雇用ファースト・ステップ奨励金」（中小企業におけ   

る障害者雇用を促進するため、初めて障害者を雇用した中小企業に対して奨励金  
．を支給するもの）の周知及び活用の勧奨に努めながら、雇用率達成指導を実施す   

る。  

③ その他  
上記助成金等の周知及び活用の勧奨に当たっては、別添3の事業主向けリーフ   

レット「障害者の雇用維持、・雇用促進にご協力ください！」も活用する。■  
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（5）就職後の指導・支援の徹底   

現在の厳しい経済状況の下では、一旦就職したとしても離職を余憐なくされかね  
．ない等の事態が発生することも考えられる。   

そこで、就職後の一定期間を経過した障害者について、景気後退等の影響により  
離職を余儀なくされるような事態等が生じていないかを確認し、そのような場合は・  
離職の防止に努めるとともに、やむを得ず離職に至る場合は、当該求職者の早期の  
再就職に向けた支援に努めることとする。  

－51－   



平成  年．月  日   

団  体  名   
宛  名  殿  

障害者め雇用の維持・雇用機会の拡大に係る要請書（案）  

日頃から、障害者雇用の促進について格別の御高配を賜り、厚く御礼申し上げます。   
さて、昨今の纏済情勢の悪化等に伴い雇用失業情勢は大変厳しい状況にあり、障害者の雇用  

●失業情勢についても解雇者数が増加傾向にあるなど、今後厳しい状況になることが懸念されて  

おります。   
また、御承知のとおり、障害者の雇用の促進等に関する法律により、すべての事業主は社会  

連帯の理念に基づき、障害者が雇用を通じて自立しようとする努力に対して雇用の安定を図る  
ことが共同の責務になっており・まナ。   
このような状況を踏まえ、貴団体の会員団体・企業に対して、以下の点について特段の御配  

意を賜りますようお願い申し上げます。   

1在職中の障害者の雇用維持に？いて  

障誓者については、一旦離職すると再就職が非常に困難な状況にあります。このため、貴   
団体の会員団体・企業において現在雇用されている障害者の雇用の維持が図られるよう特段   
の御努力をお願い申し上げます。   

2 新たな雇用の促進について   

現在、全国のハローワーク声こ求職登録している15万人以上の障害者の雇用機会を確保する   

ため、陰に基づく障害者雇用率を未達成である企業はもとより、達成している企業において   
も、一人でも多くの障害者雇用に向けたお取り組みをお願い申し卜げます。  
なお、中小企業が障害者を新たに雇い入れた際の助成金の拡充、中小企業が初めて障害者   

を雇用した際の奨励金の創設等障害者雇卿こ係る支援策を拡充しておりますので、これらの   
制度の周知、活用等についてもよろしくお願い申し上げます。   

3 特別支援学校の新規学卒予定者について   

特別支援学校の新規学卒予定者については、一般の新規学卒予定者と同様、厳しい雇用環   
寮にあることから、採用の拡大及び職場実習の受入れについて積極的にお取り組みいただき   
ますようお願い申し上げます。  
・特に、平成21年3月卒業予定者のうちいまだ就職先が改まっていない生徒に対しては特段   

の御配慮をいただくようお願い申し上げます。   

4 障害者を多数雇崩している事業所や福祉施設等での仕事の砲酎こついて   

障害者を多数雇用している専業所や障害者が就労している福祉施設等においても仕事の確  
保が困難になっていることから、これらの事業所等への発注について御配慮いただくようお  
願い申し上げます。  

緊急雇用対策本部長  
厚生労働副大臣  

渡辺 孝男  
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障害者の雇用促進について  

ゆ厚生労働省00労働局  

1障害者雇用を二取り巻く情勢  
l－…－－…－－－－－…一叫…－－…一－－一一叩－－…－－－－－…－－－－＝－－－…－－…－－－…－－t－－－－－－－－－ 

脚 1  

一  

三これにより、企業等への就肢をより効果的に支援する仕組みや、企業を離職した障害者が就労を再チャレン；  
5ジできる仕組みを構築し、福祉サイドからも就労支援を強力に推嵐  一  
＿＿＿＿＿＿一■■■－■－■■．■＋■．－－】－＝■■■■t■■－－＿－－■■■－－－－－－－一一一－－－－－t■－■－■■－－■■－－■■■一■－－－－－■－【■蠣－－1  

t一一－－－－」－■－■－－－－－－－－－－－－－－－一蠣－－－－－■■－■－－－－－‾－■■■■＝－－－－－■－■●－－－一一－－■－一■－一一■－－】－■ 「  
l  

l  

聖．聖                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                             t   
合理的配慮が陣容割こ提供されることを確保するための適当な措  

：障害者準利条約の締結に向けて、対応の在り方について検討を開軋  

I  

l  

l  

l  」  
＿Ⅰ  

l－■‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ナ‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

l（3）障害者基本計画・重点施策実施5か年計画（平成19年12月ほ月日）  

iの。  

‡※15～24年産までの期間において、我が国が引旨すべき社会を陸軍の有無にかかわらず、国民誰もが相互に人格と個性を尊重しi  
－ 支え合う共生社会とすることを掲げ、そのための課題、分野別施策の基本野方向等を規走。  ■  
；※「雇酔顔業」の分野については、雇用障害者数如万人（25年度）、ハローワークを通じた障害者の就窟件数24万人（20′こ24 ぎ  
ぎ・年度累計）、福祉施設から一般就労への年間移行音数0・9千人（23年摩）等を目指す。  l  

＿＿＿－＿－＿－－－－－－－■■【■■－－－－－一一■■■■■－■【■－－■■■一■一一－－－－－－■－－－－－－－－－■－■－－－－－■一■－■■■－疇■－l  

雇用義務1．8％の範囲に留まらず、障害者の雇用の場を  

拡大していくことが強く求められている。  
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2 障害者の雇用状況  

（1）民蘭企業における障害者雇用状況  

く障害者の数（千人）＞  ＜棄雇用率（％）＞  

3之声  

800；－  

13  14  15  16  ・17  18  柑  20  
（年）  

≡⊂コ身体鱒芦者臨画知的障害者抑精鱒陸軍章一→トー＿宰重用率．各年6月1日現在  

（注）雇用義琴のある56人以上規模の企業の集計  

（2）ハロ「ワークにおける障害者の就職件数の推移  

（人）◆  

50．000  

43，987 45，565  

‾   年■T  上半期（4月〈一9月）  

0ハローワークにおけ挙障害者の栽斡件数はこここ数年、前年度比相磯席虔申伸びを組子きたところであるが、  
一般の雇用括勢の影響等により、・19年度後半からその伸びが賂托し、20年産前半ヒは減少に転じている。  
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（3）ハローワークにおける新規求職■就職の状況（障害種別）  

〈単位：人〉  

障害者計   身体障害者   知的障害者  精神障害者  その他   

14年度  85j998（2．9）  62，888 （？．2）  16剤1（里）     ′ 6．289い6・8）、   308（15．8）   
15年度  88，272（2．6）  62朋0 仏0．7テ  17，602 f′6ぶ   7，799J（24．0）   421（36．了）   

16年度■  93，182（5．6）  63，305／（1．4）  11乳953J（7．7）   l†0，467  （34．2）  1 457（8．6）   

17年度  97，626（4．釘  62，4舅＝（△1．3）      u 20，318暮（7．2）  山 雪4．095  （34．7）  享 757（由．8）   

柑年度  103．637（6．2）    u 62．2171（△0．4）  l l J21，6071（6．4）   口 沌9柑＼（34．2）   錮5（18．2）   

柑年度  Tt）7，906（ヰ．1）  8丁，捕、望12り  ′22・273、（ 

就接伴数  

障害者計   鼻緒障害者   知的障害者   韓神障害者   その他   

14年度  28，354 （4．7）  19，†04 （4．4）  7．269 （2．8）  1，890 （16．0）   91 

15年度  3乙885 （16．0）  22．011（15．2）  8．249 （13．5）  2∫493 （釘。9）  132 （45．1）   

16年度  35，871（9．り  22，992 （4．5）  9．102 ノ「1’品）  3．592ノ′（礼1う  185 （40．2）   

17年度  38，882 （8．4）  23，83ヰ （3．了）  10，†糾f／（‖月）  14．665J（29－9）  1229（23．釦   
18年度  ・43朗7（13．両紙490 L邑βL   11＃1ミ（12．7）  J6，7391（445）  f．317（3臥4）   
19年度  45．565 （3．6）  24，535t⊆4ま7）  ド1乙柑6、、用51  8．479＼、（25．8｝  365 （15．1）   

、＿ノ  ーrノ   

※（）内は前年度比（封  
折規栄職申込件数及び就親件数は年度（期間）内の累計  

（4）ハローワークにおける障害者の就職件数の月次推移  

（％）  
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4月・5月 6月 7月 8月 9月  相月 1一月 相月 1月 2月 3月   

※ 平成20年度における就職件数は、概ね前．年同期を下回って推移している。  
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（5）障害者の解雇数の推移  
（人〉 ■  
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丁3年度14年度 15年度 16年度 17年度 柑年度 柑年度 20年度  

※平成20年虔上半期における解雇者数は前年同期を上回っておリJ今後の増加が懸念される。  

今般の景気後退を受けた障害者雇用対策の充実  

1平碑20年産業1裸婦正予算（平壌2q年叩月16日鹿茸）  

a＿虫 坐企登玉封する障害者雇入れ支題塵 應塵  
障賓者を公共職革安定所等の紹介により雇い入れた中小企業事業主に対する助成の拡充（例こ身体▲知的   

障害者を雇い入れた事業主に対する助成期間を1年間から1年6ケ月に拡充）を行うことにより、障害者の雇用   
を促進する。  

」ユ空ニワークの機鹿強化に皐る億害者の就職二盛男畳登玉選   
ハローワ…クの就労支援機能を強化するため、障害者専門支援員を拡充（現行227名から297名）し、障書  

者に対して、関係機関と連枝した「チーム支援」等によるきめ細かい枝美相談、撤業紹介等を通じた安定就職  
に向けての支援を行うとともに、就職後の職場定着指導等を徹底する。  

の輔澤   
甘ユ・空†芸；一冊再洪緑痛い・叫、止果し耳－iニミさミ皇ぶ食  障書者雇用の繹儀のない中／ト企業（障害者の雇用義務制度の対象となる労働者数56～300人の中小企業）  
において、初めて雇用率制度の対象となるような障害妻を雇用した場合に二奨励金（100万円）を支給すること  
Jこより中小企琴における障害者雇用の促進を図る 

＿近古：肯！正彊：JJ≒判子彙竜三中J）ぎ1■／軒ご竜山毒虫副こミ  

障害者の安定的な雇用を確保するた申、今般の景気琴化等により解雇・前菜退隈等を余儀なくされた障害者  
等を新たに雇用して、特例子会社や重度障害者多数雇用事業所を設立した事業主に対する助成金を創設する。  

の重なる拡充  

」塾少企業に対する陸軍者琴入れ支援 障害者を公共覇業安定所等d紹介により雇い入れた中小企業事業主に対する噺成の拡充（軌身掛知的  

障害者を雇いネれた事業主に対する助成額を90万円から化5万円に拡充）を行うことにより、障害者の雇用を  
促進する。  
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4 今後の取組の方向   

戯．い屠屠疲労の吼摩穿者の慮宥¢鳩首鹿家す憲こ∠カ囁虔元の顔  
→摩芳彦産地／こ詰めら．れ媚寄嘉汐を屠たすことば為ろろん、そ吸水準によど苦ら   

・合い雇滑の細線  

①特例子会社の設立をご検討ください。  

○ 特例子会社とは．．．  

■ 障害者ゐ雇用を促進することを目的とし設置されるもので、親会社   
との密接な関係の下、親会社の周辺業務を集約して障害者の特性   
にあった職務を作り出すなど障害者が働くために特別の配慮をして   

いる子会社。  

・一定の要件を満たす場合には、特例としてその子会社に雇用され   
ている労働者を親会社に雇用されているものとみなして、実雇用率   
を算定できる。  

◎ 特例子会社として認定されるためには．‥   

■ 特例子会社として認定されるためには、親会社、子会社に対する要件を満たすことが   
必要です。   

例えば、子会社は「鰯との人脾頓智召あ点こと（親会社からの役員派遣等）」  
「肋名産声音が吉名以上で．全産若晶仁占■必古拙を0％以上で易者こと。また、屠   
励名産っ夢前＝占▲必名腰身勝者者、廊倣乙庸≠碑輝穿者の肋尊0％以   
上て㌔姦磨ことJ「伽藍轍＝行封二居打点彪力声音LTいること（障害者のた   
めの施設の改善、専任の指導員の配置等）」など。   

親会社は「頗会社∂仁者房子余財玖象家弟卿会筈ノ挽Lml石こと（子会   
社の議決権の過半数を有すること等）」など。  

◎ こんな特例子会社があります（244社（平成20年10月末現在））  

● 親会社はどのような美顔？  

製造（104社）、小売（26社）、運輸（17社）、派遣・請負（17社）、サービス（16社）、情報   
通信く13社）、金融▲保険（12社）等   

⇒ 幅広い業種で設立．  

● どのような業務？   

例えば、事務、パソコン業務、印刷、社内メール業務、ダイレクトメール業務、清掃  ル
 
 

ビ
 
 メンテナンスニグノーニング、加エー製造、封入■包装、販売、園芸・緑化、マッサージなど  

⇒幅広い職種で展開  

爵ヂな、房密ダの／＝ウL－ワーク斎欄蒼／J  
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（参考）特例子会社等設立促進助成金  
（平成20年度第2次補正予算で創設）  

・・；濫が5人以上で、≡   
全能業員に占める割合が加％以 ≡   

！上 妄器許諾琵㌶濃苧…  
…）  

3t％以上  
；∴平均時春着足用致弧ヰ人  ≡  

」■■■一■■■■●■＝■■■t■■■■■－■－■■－■t■■■・■■t■■■■t  

．j◇貰慮障害者皇放  

置鼠塞墓威  
ヽ．・重度身体屈腑・積神障害者を  

…と併せて叩人以上雇用  ；新規1こ5人以上産入れ、憩法定内  …・雇用労働者数に占ぬる陪審者  
（1）対象事業主  

平成21年2月6日以降に設立する特例子会社又は重度障害者多   
数雇用事業所であって、失業中の身体・知的霊精神障害者を10人以   
上雇用するものを設立した事業主  

等：  

圭一平均陣暮春雇用徴22．8人 ：  
‘■t■▼・▼■■■■■■■■一■▼■・・＝■－■…・－・▼叩■■▼■■■J  

■■t■t■t■t■■■■■■∫■■■T■＝lt■■■  

：新たな雇Åね事：  …致の割合が20％以上           用量墓施、従業員 仝；  
（2一）支給金故  但盟修等のため旦；  

費用の一部を助鹿：  

t特定求職者雇用 …  
開発助成金等との併：  

給は不可  

・設立6ケ月後の雇 ≡  
用状況を確認後支；  

雇用薩著書数  1D人～14人  イ5人～19人  2〔l人～24人  25人以上   

初年度  
支給金額  

2・3年目   

（3）支給期間 3年間  

■■■ ■  一‥－‖‖‖－■  ※ 雇用失業情勢が改善するまでの時限措置  

②「障害者向き」と考えていた職種にこギわらず、企業全体   
を見渡した職域の拡大をご検討ください。  

例えば、知的障害者について．．．   

これまで知的障害者の職域と考えられていた卓作業、清掃等の業務以外にも、  
就労の可能性が。   

例えば、郵便物の仕分け及び各部署への配送、封筒の封入・宛名書き、シュ  
レーダー処執念譲資料の準備、会議屋の準備（机の配置、資料の配付等）、  

．消耗品の補充・整理、社員の名刺作成等。   
その他、介護の分野で活躍中の知的障害者も9  

0 厚生労働省の取組の例  
0 本省における取組  
・郵便物の発受と仕分け、コピー用親の補充、不要蕃恵のシュレッダー処理、パソコ  
ンで由データ入力等に従事（平成19年度東経19名）  

0■地方支分部局琴における取組  
・＿各帯革府県労劉局に串いて雇用搾鹿19年度葉隠84名（全ての労働局で1名以  

上を雇用））．  
1労働局またはハローワークたおいて、パソコンでの翠否結果等のデータ人丸ワー   

プ自による文書浄書、書類のファイリング（タイトルラベル作成、タック付け等）、雇用   
保険初回説明卦各種七岳ナ一等の資料セット、条件（塀臥雇用形態等）による求  
人票の仕分け、不要書類のシュレッダー処理、コピー機－FAX一首己検索機等への  

用紙の補給等に従事  
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その他の障害者の職域も拡大しています。例えば…   

0 精神障害者  
・清掃、軽作業などの業務。  
・パソコンによる専門的な事務処乳  
・「精神面、身体面で疲れやすいため、まずは短時間労働から。徐々に勤務膀間を延長」  
「ノルマや対人関係がプレッシャーとなりやすい」「臨機応変な判断が苦手」「体調に波が生   
じやすい」というた点への配慮の下、他の社員と同様の事務処理をこなす者も。   

○ 視覚障害者  
・企業内ヘルスキーパー（企業内療養師）。  
・就労支援後詰（拡大読書幕、パソコンの音声化ソフト、点字ディスプレイ等）により、事務  

・め分野にも職域が拡大。   

○ 聴覚障害者  
一 設備一環境のエ夫によりさまざまな職域での活動が可能。  
・例えば、呼出や緊急時の通報のための屋内信号装置（光、音、振動等）、筆談のための   
簡易筆談機器（磁気ボード等）、即時の連絡を可能とする携帯電話（メール機能、バイブ   

レーター機能が有効）等。  

職域の開発に当たっては、現在、各部署が行っている業務を洗い出し、そこから障害者が   
行うことのづきる業務を取り出すといった職務の再構築も有効です。  

御社でも、ぜひご検討を！  

③職場実習の■受入れをご検討ください。  

0 梯場実習とは…   

特別支援学級や特別支援学校などに在学中の生徒が卒業後の就職に   
備え、，職場の実態を学ぶことを目的に、協力事業所において短期の職場実   
習（通常2週間程度）を実施。   

● 企業にとっては  

】特別支援学級、特別支援学校の在校生に対して、鱒業選択l与あたって   
必要な経験をする機会を与皐るという企業のCSRとしての取組。  

・障害者を受け入れることにより、圃場における障害者に対する理解を促   
進。   

● 生徒にとっては   

■ 将来の職業選択に資する貴重な体験。  

l      萄相談瑞憑満配惑読藍院議一安置廼‘  
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雪 

ここ二戸＝〒〒1  

障害者福祉施設も仕事を求めています！  l・  
． ←＿＿＿＝ゝ  

⇒ 例えば、こんな仕事ができます！   

○ 役務の提供    グノーニング■清掃 
Ⅰ印刷・データ入力】包装組立■発送など  

・■ 
弁当・作業服・部品など  

印刷（労働保険年度更新用ポÅター、新規学卒者用求人申し込みの案内リーフレット等）  
庁舎清掃業務  
ホームページのメンテナンス  

トナーカートリッジのリサイクル、各種ゴム印の作製 等  

お問い合わせは、厚生労働省、各都道府県労働局、最寄りのハローワークまで  

障害者の「働く場」への発注促進税制も活用できます  
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厚生労働省では、障害者雇用の底上げを図るための取り組みとして、  
『ATARIMAEプロジェクト』を開賭しました。   

粕TARI鋸Eプロジェクト』とは   

届書暑が社会で働くことが当たり前であるという社会を実現するため、福祉施  
臥学校、保護者専の関係者をはじめ企業や国民に至る幅広い屑の方々に、障害  
者が働くことへの理解や重要性について考える拷会を提供し、障害者雇用への肯  
定的意識の醸成を囲っていきます。■   

芹生労書手では．■亨毒貰用の腐上けに旬けて  

♪TAⅢuA∈プロジェクトモ沫超しま丁．   

眞書切慮ろ人の祇分離会繰州立輝何にあちものの、  

簿讐蜜■閉寧については某■慮の概況ヒがノ要す．  

モのような中、■書毒草用紙大に向けひろく旦民の  

震域にぢけてⅨ労支蹟程合ボータルサイトをオープン  
するに亘り吏した．   

痔プロジェクトでは、さ妄ざ豪な影で脾亭覆雇珂尾上  

げへの一文り和みモ増めてまいります．   

A一久Rl恥∈7【1ジニケトモ諷じて、吉ーは銅民のす嶺  

に■書ガあってもなくても．護もがAT胴肌l臥＝■け  

る社会のより方を考えていたた書たいと削唱す．   

＊プロジェクトの■斉モこ即いただき、1人でも享  

くの人が光岡しでくだきることを耳ってぉり童ナ．  

ATA只IMAEフロジエクトIt」司l筆びかけ人  

＃生労t大畠  

坤終 阜－  

具体的には、  
◆障害者就労支援総合ポータルサイト開設  

：〟＼肌VW＿atarimae。  

◆インターネット動画を活用した広報活動  
◆企業向け障害者雇用相談の実施 等  
を進めていきます。  

ÅT朋川肋E董富とは   

ÅTARIMAEプロジェクトの取り組みや目的に賛同する皆様方に“A7郎川舶E宣言’’  

をして頂くとともに、賛同コメントを掲載し、国民各層の皆様へのPR効果を高  
めていきます。  

ATÅR川AE宜首コ【ナー  

◇公式サポーター  ・・・揖tロニ〟atmiロねupロ0rter州st／index．ht血   

民間企業に率先垂範す寧立毒削こある自治儲や公的機周のトγフの皆様方に、是  
非、蕃プロジ・エクトの取り組みや目的に賛同いただき、公式サポーターとして  
“ATAR冊AE宣言”をしぞ頂き、障寄書有用の底上げにこ協力をお願いし京す。  

＝－h軸：〟atarLmae．ED／SuPDOrte〟listnndex．html  ◇個人サポーター   

個人の方にも“ÅTAR冊AE真言けをして『ATAR冊AEサポーター』になって頂きた  
いと思います。  

※一■A7ARl組E声音」す尋とわブ上に表示書れ束す。＝＝＞  
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ATARI舶E五首（金蔵・団体等個昭）コーナー   

ATA削舶Eプロジェクトの活動・コンセプトに牢固し、障害者冒用に前向きに取  
り組む企業・・団体等の皆様に“ÅTA馴晰亡者言”壷レていただき、焉介するコー  
ナーです。  

虜菱由脚I／  
脚啓期好胱汝度盛の≦鼓好彦ノ  

求企業・団体等向けAT爛イメージ（1月掲載予定）  
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【平成21年2月現在】支給要件等が義軍される場合があります。念のため、蔀道府県労助局又は最寄りのハローワークにご確認ください。   

事業主の皆さまへ  

腰書草碑磯  、・聯こ協力く笑替¢’！子  

現在雇用されている療害者の方¢雇用の維持をお顔いします。   

障害者については、一旦離職すると再就職が大変難しい状況です。  

現在、事業所で雇用されている障害者の方の雇用の維持にご努力をお願  

いします。  

‡雇用の維持に当たっては、雇用調整助成金及び中小企業緊急雇用安定助成金（景気  
；変動などの経済上の理由による企業収益の悪化から、生産量が減少し、事業活動の縮  
：小を余儀なくされた事業辛が、解雇を避け、雇用する労働者を一時的に休業、教育訓繚 書  
；又ば出向をさせることにようた雇用を維持していただく場合、休業、教育訓練又は出向に；  

係る手当等の一部を助成するもの）の活用もご検討ください。  

障芋者の軍用促進桓掛ナた喝観をお顔いします。・．   

障害者雇用促進法に基づく障害者の法定雇用率を未達成である企業は  

もとより、達成されている企業においても、一人でも．多くの障害者雇用に向  
けた取組をお願いします。  

室 新たな屈し1入れについては、以下の．ような支援措置を拡充・創設しておりますの：  
；で、これらのご活用もご検討ください。（詳細については裏面をご覧ください）  

・中小企業について、障害者の雇入れに対する助成金（特定求職者雇用開発助；  
；成金）の拡充   

■ 障害者の雇用経験のない企業に対する奨励金（障害者雇用ファーストステツ  
：プ奨励金）の創設   

一 特例子会社等の設置及び障害者の雇入れに対する助成金（特例子会社等設  

妄 五億造助成金）の新設  
■■■●－－‥■■‥－－‥■－●●－■■■■■■■■■■■■■■■■－■■＝■■■■＝－－■■■＝■■－■■■■－■■＝t■＝■■■■＝■■■■●■■■■■■●■■■■■■■■■■■●■■●■■■‥■■  

翠琴草鞋耳圭チ季華孝和琴祉魔鏡等仝申年草由琴琵甲亘車  この伸、障害者を          ■‘ ン ・■二  

厚生労働省増持道府県労働局り＼⊂トーワーク（公共職業安定所）  
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韓衰求職者雇用開発助成金の拡充   

障害者をハローワーク等の紹介により継続して雇用する労働者（∵般被保険  

者）として雇い入れる中小企業の事業主に対する助成金を拡充しました。  
助成金は雇い入れ硬6か月ごとに支給され、対象琴間、支給される助成金の  

総額は以下のとおりです。  

支給額（総額）  
対象労働者   対象期間  

拡充前 拡充後   

身体■知的障害者   1年6か月   90万円   135万円   

身体・知的障害者（重度又は45歳以上）、  
精神障害者   

2年   160万円   240万円   

短時間労働者の身体▼知的・精神障害者  1 60万円   90万円   

障害者雇用ファー▲ストステップ奨励金の創設  －…■ ‾ 

∵∵∵∴二∴、：：＼、‡∴・二‥′ニニー∵∵●「‘∵∵   
障害者雇用の経験のない中小企業（障害者の雇用義務制度の対象となる56  

人～300人規模の中小企業）において、ハローワークの紹介により身体■知的・  

精神障害者草初めて継続して雇用する労働者（一般被俣固着）として雇い入れ  

昂事業主に対する奨励金を創設しました。（※雇用失業盾盛挙由害するまでの時限嘩衰）   
支給額は、′1人白の障害者を雇用することに対し、10d万円です。  

埠御子会社等設畢嘩進助成金  の創設  

平成21年2月6日軍陣に設草する特例子会社又は重度障害者多数軍用事業  
所であって、身体・知的・精神障害者を10人以上雇用するものを設立した事業主  

に対する助成金を創設しました。（※雇用失業情勢が改善するまでの時限措置）  
支給客酌ま以下のとおり二支給期間は3年間です。  

雇用障害者数  10人～14人  15人～19人  20人－24人   25人以上   

初年嘩  2，0（油万円   3，000万円．  ■4，000万円  ．5，000万円  
支給金額  

早t．芦年目  

■この他、助成金、奨励金の支給には一定の要件がありますので、詳しくは都道府県  
労働局又は最寄りのハローワークにご相談ください。  
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職高菜第0206003号  

平成21年2月6日  

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構理事長 殿  
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厚生  

現下の雇用情勢に対応した「障害者雇用維持・拡大プラン」の  

実施について   

現在の厳しい雇用失業情勢の下、障害者を取り巻く環境にも影響が見られ始めておりま   

す。ハローワークにおける障害者職業紹介状況を見ると、本年度4月から12月までの就職  

、件数は34，115件と前年度同期比で2．0％減となっているところですが、特に11月単月では   

前年度同月比9．8％滅と大幅な波少を示しております。また、障害者の解雇届の受理状況   

を見ても、本年度上半期の解雇者数は787人と前年度同期比で6．2％増、またその後、10月  

では125人、11月では234人、12月では265人と月ごとに増加を示しており、今後の雇用情  

勢の悪化が懸念されております。   

このような状況においては、離職を余儀なくされた障害者を含め、▲就職を希望する障害  

者の雇用の場を確保することが、喫緊の課題となっております。   

そこで、厚生労働省としてはご地域に掛ナる障書者の雇用の維持、雇用機会の拡大を推  

進する観点から、別添のとおり「障害者雇用維持・拡大プラン」としての取囲を行うこと  

といたしましたので、当該プランの趣旨、内容について御了知いただくとともに、その実  

施について特段の御配意を賜りますようお願い申し上げます。  
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重点施策実施5か年計画（抄）  

～障害の有無にかかわらず国民誰もが互いに支え合い  

共に生きる社会へのさらなる取組～  

斥成19年－12月25  

害者施策推進本部決  

Ⅰ 重点的に実施する施策及びその達成目標  

5 雇用・就業  

○基本方針  

雇用・就業は、障害者が地域でいきいきと生活していくための重要な柱   

であり、働くことを希望する障害者が能力を最大限発揮し、就労を通じた   

社会参加を実現するとともに、職業的・自立を図るため、雇用政策に加え、   

福祉政策や教育政策と連携した支援等を通じて障害者の就労支援のさらな   

る充実■強化を図る。  

② 総合的支援施策の推進  

○ 福祉施設等における仕事の確保に向けた取組の推進  

福祉施設等における障害者の仕事の確保に向け、国は、公共調達   

ドおける競争性及び公正性の確保に留意しつつ、福祉施設等の受注  

樺会の増大に努めるとともに、地方公共団体等に対し、国の取組を  
革まえた福祉施設等の受注機会の増大の推進を要請する。   

また、企業から福祉施設等に対する発注を促進する税制を創設し、  

当該税制の活用を促すこと等により、障害者の仕事の確保に向けた  

取組を推進する。  
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「⊥l   

地方公共団体における障害者支援施設等との  

膳意契約の範囲の見直しについて  
1．現 行  

地方公共団体の契約について随意契約によることができる場合として、障害者支援施設等」温 
においてその感動の成果として細を規定。  

（※）障害者支援施設、地域活動支援センター、障害福祉サービス事業（生活介護、就労移行支援又は就労繹続支援を行う事   
業に限る。）を行う施設、小規模作業所。（経過措置により、更生施設（身体、知的）、授産施設（身体、知的、精神）、   
福祉工場（身体、知的、精神）を含む。）  

I莱朝贋規照葦襟華・琴寒帯覇襲欒軍・‖・－・・謝】・，－・1脚■撃鞠  

（1）経緯   

構造改革特区第10次提案募集（平成18年10月）において、現行で随意契約が可能とされてい  
る物品の購入以外にも「地方公共国体が障害者支援施設等と役務提供に係る随意要約を行うこ  
と昇可能とすることlについて特区提案が行われ、政府として「平成19年度中に結論」として  
いた。  

（2）改正内容   

地方公共団体の契約について随意契約によることができる場合として、地方公共団体が障害  
者支援施設等から盤務の提供を受ける契約を追加こ  

物品の具体例（現行）   役務の具体例（今般の改正で追加）   

石鹸、軍手、縫製品、のし袋セット、買物袋、竹炭 製品 
、手作りロウソク、オリジナルタオル、麺類、 子 

椅、花苗等   

障害者支陛施設等との随意契約の範固の見直し  

（地方自治法施行令の改正）  

旦前  
［車重或 壷三塁⇒〔垂垂垂函   
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l‥‥‥こ‥－・】  

別紙のとおり、特定非営利活動法人日本セルプセンターの主催に  

より、「セルプ商品見本市」として、企業等向けに障害者施設の製品  

や事業を紹介するイベントが開催されますので、参考にお知らせ  

します。  
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お問い合わせ・セミナー申込先  

⑳  〒160－0022 東京都新宿区新宿1－13－1・大橋御苑駅ビル別館2F  

特定非営利活動法人 日本セルプセンター 事琴局  

セルフ商品見本市係（担当：森本、中村）  

TEL：03－3355－8877 FAX：03－3355－7666 Eイnail：SerPCente「＠seEp．0「．jp  

乙とL静 ∈   

皇   ー ，．，  

び冒悉監禁助成事業  
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観賞魚リース事業（網臥り）至‡｝こ’二■一括裂にコルグ）  

施設で飼育された熱帯魚の入った水槽をリース。∴ノ■’オリジナルのエコパックは記念品リベルテイ  
社内、病院等に設置することにより、薇しの空間が‡，，‥、－一商品として満用出来ます。己希望により社名、  

印刷事業（吉澤バットジ〕  

食品・飲料メーカー、お土産等の各種パッケージを  

印刷してい直す。通販サイトでの∋主文も開始しました。  

ロゴの印刷も可能です。  創られます。   

セルフ商品展示と事業紹介パネル展示  
品・贈答品 ●商品展示（記念品ノベルティ商・食品・おもちや・日用品等）  

●事業紹介パネル展示（縫製・印刷・クリーニンク等）※開催期間中ご商談にも応じて㌧ほす0  

※セルフ商品活用セミナー同時開催（裏面参照）  

■＼  

特定非営利活動法人  

日本セルフセンター  
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障害者の就労支援施設等に対する官公需等の発注促進事例  

（熊本県障がい者支援絵室の事例）  

（1）熊本県の授産施設・作業所等への仕事の発注（優先発注）の状況  

・発注内容（発注部署、発注品目、発注金額、発注先、など） ※協議会把握分   

発注部署 県本庁及び出先機関  

発注品目 ジャム、クッキー、コーヒー、い革製品、木工品、清掃など  

発注金額 平成18年度（約300万円）、平成19年度（約500万円）  

発注先  熊本県授産事業振興センター、■各授産施設、継続支援事業所等  

・仕事の発注から納品までのプロセス・手続き   

→ ※参考1「随意契約による物品又は役務をの調達契約に関する事務処理要領」  

参照   

→ 共同受注窓口 熊本県授産事業振興センター  

※熊本県内の授産施設を中心に組織された販売のための組織  

（53施設加盟 共同で年10匝l以上販売会等を実施）  

・その他、熊本県の仕事の発注（優先発注）において特筆すべき事項   

→ 平成18年度より毎年度、県庁地下大会議室にて熊本県授産施設協議会、熊本  

県授産事業振興センターと共催で「障がい者福祉施設製品等展示・商談会」を  

開催し、県や市町村、社協等からの発注促進を図る取細みを実施  

平成20年度 9月2日（火）開催 約40施設参加  

※参考2「睡がい者福祉施設製品等展示・商談会」アンケート結果参照   

．また、平成20年8月27日には県内市町村の障がい福祉担当課長等向けに就  

労支援（優先発注含む）の会議を開催し、優先発注の動向を説明するとともに、  

発注促進を依頼（市町村においても約半数が何らかの形で発注）  

（2）熊本県の現状における仕事の発注（優先発注）の課題一間題点  

・仕事の受注側（授産施設・作業所等）・の課題・問題点  

→ 共同受注窓口の担当者が専任ではない点（施設に所属し指導員としての仕事も  

あるため、専門的、集中的に営業、販売等に力を注ぐことが出来ない）  
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→ 共同の配送センター、共同販売所等を有しないため、共同受注があった場合、  

各々の施設から発注者への送付となる  

二→ 共同受注の場合、一定のマージン（1割）を徴収するシステムであるため、施  

設独自での営業に力を入れる施設もある  

－→ 授産事業振興センターは旧授産施設などが中心で組織されており、小規模作業  

所（NpO法人）など全体の施設を網羅していない（現時点では小規模作業所な  

どは共同受注に入っていない）  

・仕事の発注側（県内各部署や制度等）の課題・問題点   

→ 各発注所属の各々の判断での発注となるため、障がい部局としてはあらゆる機  

会を通じて優先発注の依頼に留まっている（今後、各所属向けの説明会等を検  

討中）   

→．「随意契約による物品又は役務の調達契約に関する事務処理要領」（別紙参照）  

を所管している課（調達関係の課）の立場として、競争性、公平性を尊重して  

いるため、制度が周知されていない  

・その他、．熊本県の現状における仕事の発注（優先発注）の課題・問題点   

→ 随意契約可能であっても、財政状況が厳しい本県の現状として1同じ内容の仕  
事・（物品・役務）であった場合、より低額なところへ発注を行う   

→ 役務については、シルバー人材センター等との優先発注による競合をどのよう  

に棲み分けしていくか  

（3）地方公共団体における「授産施設、作業所等の受草機会の増大」に対する意見■  

要望  

・熊本県の仕事の発注（優先発注）への取組みを通じ、地方公共団体で「授産施設・作   

業所等の受注機会の増大」を図るために必要なことは  

→ 「共同受注窓口」の組織として、受注を希望する全事業所を網羅した窓口を構  

築する必要（共同受注窓口の一本化）がある  

→ 上記窓口を設置する場合の財源（人件費）を確保する必要がある  

→ 品質管理と納期は必須条件  
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（4）「官公需等受注システム（仮称）」のあり方に対する意見・要望   

イ官公需等受注システム」の基本的な仕組みに対する意見・要望  

→ 全県を対象とした「共同受注窓口」と障害福祉圏域を対象とした「00圏域共  

同受注窓口の2階建ての仕組みが必要  

・、「物品等の購入者に対し必要な情報の提供を行う体制」に対する意見・要望   

→ 「共同受注窓口」にて提供できる品目、金額、納期などの情報をインターネッ  

トで提供し、随時更新を行うシステムが必要である  

・「共同受注窓口組糸哉」に対する意見・要望   

→ （再掲）  

（県出先機関や市町村が発注する場合を想定した場合）全県を対象とした「共  

同受注窓口」と障害福祉保健圏域を対象とした「00匿ほ或共同受注窓口」の2  

階建ての仕組みが望ましい  

また、小規模市町村においては、共同受注窓口を利用することなく、当該市町  

村に所在する施設との単独での契約が想定される  

・その他、「官公需等発注システム」のあり方に対する意見・要望   

→ 国の出先機関（労働局等）からの発注を進めるためにも、全県を対象とした「共  

同受注窓口」は必要  
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随意契約による物品又は役務の調達契約に関する事務処理要領  

［沿革］ 平成17年9月30日告示第1149号  

平成18年12月1日告示第1203号  

平成19年3月7日告示第198号  

平成20年2月29日告示第155号   

（趣旨）  

第1条 この要領は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の2第1項第   

3号又は第4号の規定による物品を買い入れる契約又は役務の提供を受ける契約（以下「物   

品又は役務の調達契約」■という。）において、障害者支援施設等、シルバー人材センター、   

母子福祉団体及び新商品販売者から物品又は役務の調達契約を締結する場合の事務につい   

て、熊本県会計規則（昭和60年熊本県規則第11号。第7条において「規則」という。）   

その他法令に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。   

（定義）  

第2条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。．  

（1）障害者支援施設等 県内に住所を有する次に掲げる施設及び作業所をいう。  
ア 障害者自立支援法（平成17年法律123号）第5条第12項に規定する障害者支援   

・施設、同条第21項に規定する地域活動支援センター又は同条第1項に規定する障害福  

祉サービス事業（同条6項に規定する生活介護、同条第14琴に規定する就労移行支援  

又は同条第15項に規定する就労継続支援を行う事業に限る。）を行う施設  
イ 小規模作業所（障害者基本捷（昭和45年法律第84号）第2条に規定する障害者の  

地域における作業活動の場として同法第15条第3項の規定により必要な費用の助成  

を受けている施設をいう。）  

（2）シルバー人材センター，県内に住所を有する高年齢者等の雇用の安定等に関する法律  
（昭和46年法律第68号）第41条第1項に規定するシルバー人材センター連合若し  

くは同条第2項に規定するシルバー人材センターをいう。  

（3）母子福祉団体 県内に住所を有する母子及び寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）  

第6粂第6項に規定する母子福祉団体をいう。  

（4）新商品販売者 熊本県新事業支援調達制度実施要綱により認定を受けた物品を販売す  

る者   

（契約できる範囲等）  

第3条 この要領による物品又は役務の調達契約が締結できる範囲は、次の各号に掲げられて   

いるものとする。  

（1）障害者支援施設等から物品を買い入れる場合及び役務の提供を受ける瘍合にあっては、  

別記第2号様式中製作する物品の欄に登録されている物品及び提供できる役務の欄に  

登録されている役務  

（2）シルバー人材センターから役務の提供を受ける蓼合にあっては、．別記第3号様式中程  
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供できる役務の欄に登録されている役務で臨時的かつ短期的なもの又はその他の軽易  

な業務に係るもの  

（3）母子福祉団体から役務の提供を受ける場合にあっては、別記夢4号様式中提供できる  

役務の欄に登録されている役務  

（4）新商品販売者から物品を買い入れる場合にあっては、別記第5号様式中物品名の欄に  

登録されている物品  

2 前項の規定より物品又は役務の調達契約の締結に当たっては、契約担当課は、予算の適正   

な執行に配慮するものとする。   

（登録申請）  

第4条 第2条各号に掲げる着で、熊本県との物品又は役務の調達契約を希望する者は、次の   

各号に定めると土ろにより、登録申請するものとする。  

（1）申請書 契約希望申請書（別記第1号様式）  

（2）申請書の提出時期 毎年2月1日から2月末日（県の休日を除く。）まで  

（3）申請書等の提出先 別表に掲げる所属   

（名簿の作成等）  

第5条 名辞作成担当課は、前条の規定により申請を行った者の名簿を次の各号に掲げるとこ   

ろにより作成するものとする。  

（1）名簿の種類は、次に掲げるとおりとする。  

ア 障害者支援施設等名簿（別記第2号様式）  

イ．シルバー人材センター名簿（別記第3号様式）  

り 母子福祉団体名簿（別記第4号様式）  

エ 新商品販売者名簿（別記第5号様式）  

（2）名簿は、毎年3月1日現在で作成するものとする。  

（3）名停は、毎年3月20日までに管理調達課に提出するものとする。なお、当該名簿に  

変更があった場合は、その都度変更後の当該名簿を提出するものとする。  

（4）管理調達課は、名簿作成担当課から提出された名簿を県庁行政棟新館情報プラザ（以  

下「情報プラザ」という。）において閲覧方式により公表するものとする。   

（変更等の届出）  

第6条 登録者が次の各号のいずれかに該当するときは、契約希望申請書内容変更届（別記第   

6号様式）により遅滞なく知事に届け出なければならない。  

（1）法人名、所在地、理事長名文は代表者名に変更があったとき。  

（2）契約を希望する物品又は役務名に変更があったとき。   

（公表）  

第7条 規則第93条の2第1項第1号に規定する契約の発注の見通しの公表は、次の各号に   

よるものとする。  

（1）公表する事項  

ア 調達する物品又は役務の名称、内容及び場所  

イ 調達する時期  
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（■2）公表の時期  

原則として毎年度2回、次に掲げる時期を目途として、その時点における年度末まで  

の契約の発注の見通しに関する事項を公表する。  
ア 4月1日（当該日において当該年度の予算が成立していない場合にあっては、予算の  

成立の日）  

イ 10月1日   

■（3）公表の方法等   

ア 各契約担当課は、翌年度の契約の発注の見通しを毎年3月25日までに別記第7号様  

式により管理調達課に報告するも■のとする。  

イ 管理調達課は、別記第7号様式により、情報プラザにおいて閲覧方式により公表する。  

なお、地方出先機関において物品女は役務の調達契約を締結する場合は、当該地方出先  

機関の契約担当課において閲覧方式により公表する。  

（4）▲公表の対象  

1件の予定価格が10万円を超える契約  

（5）公表の期間  

公表の期間は、当該年度の3月31日までとする。  

2 規則第93条の2第1項第2号の契約締結前の公表は、次の各号によるものとする。  

（1）公表する事項   

ア 調達する物品又は役務の名称   

■ イ 物品の数量又は役務の内容  

ウ 物品の納入期限又は役務の提供の契約期間  

工 物品の納入場所又は役務の履行場所   

オ 見積書の提出期限  

（■2）公表の時期  

公表は、見積書提出期限の7日前までにしなければならない。ただし、やむを得ない  

事情があるときは、この限りでない。  

（3）公表の方法等   

ア 各契約担当課は、別記第8号様式により、本庁において物品又は役務の調達契約を行  

うものについては情報プラザにおいて、地方出先機関において物品又は役務の調達契約  

を行うものについては当該地方出先機関の契約担当課において閲覧方式により公表す  

る。   

イ 公表の期間・  

公表の期間は、当該年度及び翌年度とする。  

3 規則第93条の2第1項第3号の契約締結後の公表は、次の各号によるものとする。・  

（1）公表する事項   

ア 調達した物品又は役務の名称   

イ 調達した物品の数量又は役務の内容  
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ウ 物品の納入期限又は役務の提供の契約期間  

工 物品の納入場所又は役務の履行場所  

オ 契約金額・  

カ 契約日  

キ 契約の相手方   

ク 相手方とした理由  

（2）公表の時期  

公表は、契約締結後速やかに公表する。  

（3）公表の方法  

契約担当課は、別記第9号様式により、本庁において物品又は役務の調達契約を行う  

ものについては情報プラザにおいて、地方出先機関において物品又は役務の調達契約を  

行うものについては当該地方出先機関の契約担当課において閲覧方式により公表する。  

（4）公表の期間  

公表の期間は、当該年度及び翌年度とする。   

（相手方の決定方法等）  

第8条 契約の相手方の決定方法及び選定基準は次のとおりとする。  

（1）契約の相手方の決定方法  

有効な見積書を提出した看で、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込み  
をしたものとする。  

（2）契約の相手方の選定基準  

第5条第1号に掲げる名簿に掲載されている者の中から選定する。  

附 則  

1 この要領は、平成17年9月30日から施行する。ただし、第・7条の規定は、平成17年   

10月21日から施行する。  

2 平成17年度においては、第4条第2号中「毎年2月1日から2月末日まで」とあるのは   

「平成1■7年9月30日から10月11日まで」と、第5条第2号中「毎年3月1日現在」   

とあるのは「平成17年10月1日」と、第5条第3号中「毎年3月20日」とあるのは「平   
成17年10月17日」と読み替えるものとする。  

附 則   

この要領は、平成18年12月1日から施行する。  

附 則  

1 この要領は、告示の日から施行する。  

2 施行の日から障害者自立支援法附則第1条第3号に掲げる規定の施行の目の前白までの   

間は、第2条第1項第1号ア中「行う施設」とあるのは、「行う施設、障害者自立支援法第   

5条第6項に規定する生活介護、同条第14項に規定する就労移行支援、同条第15項に規   

定する就労継続支援を行う事業所、同法附則夢41条第1項、第4白条若しくは第58条第  

1項の規定によりなお従前の例により運営をすることができることとされた同法附則第3   

5条の規定による改正前の身体障害者福祉法（昭和24年法律第2白3号）第29条に規定  
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する身体障害者更生施設、同法第31条に規定する身体障害者授産施設（身体障害者福祉工  

場を含む。）、障害者自立支援法附則第46条の規定による改正前の精神保健及び精神障害  

者碍祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第50条の2第3項に規定する精神障害  

者授産施設、同条第5項に規定する精神障害者福祉工場、障害者自立支援法附則第52条の  

規定による改正前の知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）第21条の6に規定する  

知的障害者更生施設若しくは同法第21条の7に規定する知的障害者授産施設（知的障害者 

福祉工場を含む。）」とする。  

附 則  

この要領は、平成20年3月1日から施行する。  
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「障がい者福祉施設製品等展示・商談会」アンケート結果  

H20．9．8  

障がい者支援総室  

問1性別  

男性   135   47．2％   

女性   151   52．8％   

間2 年齢  

10歳～20歳末癌   0．3％   

20歳～30歳未満   37   12．9％   

30歳～40歳未満   76   26．6％   

40歳～50歳未満   93   ‘3乙5％   

50歳～60歳未満   62   21．7％   

60歳～70歳未満   13   4．6％   

70歳以上   3   1．1％   

未記入   0．3％   

問3（販売利益が利用者の給料となること）の認知  

知っていた   207   72．4％   

知らなかった   77   26．9％   

未記入   2   0．7％   

問4 今後の購入（利用）意志  

今後、購入（利用）してみたい   192   67．1％   

購入（利用）しない   0   0．0％   

わからない   89   31．1％   

未記入   5   1．8％   

問5「展示・商談会」への感想（複数選択）  

障がい者への理解が深まった   115   40．2％   

製品等への理解が深まった   140   49．09も   

人が集まる場所で開催したほうがいい   92   32．2％   

もっと製品のPRをしたほうがいい   109   38．1％   

もっと市場競争に勝てるような製品があればいい   34   11．9％   
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※間5関連（自由回答）  
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障害者の就労支援施設等に対する官公需等の発注促進事例  

（東京都中野区経営圭の事例）  

Ⅰ．中野区の授産施設・事業所等への仕事の発注（優先発注）の現状について  

1．優先発注の背景   

平成20年2月1．4日政令第25号、「地方自治法施行令の一部を改正する政令」が公   

布され、3月1日から施行された。   

改正令では、地方公共団体による契約の締結に閲し、障害者支援施設等との随意契約   

の範囲の見直し（令第167条の2第1項第3号）、不正行為に対する入札参加停止期間   

の延長、総合評価一般競争入札の手続きの簡素化など、契約手続き面の改正が主な内容   

である。   

矧こ、障害者支援施設等との随意契約については、平成18年に障害者自立支援法が   

施行され、障害者が地域で自立した生活を営むことができるよう、障害者の就労を積極   

的に推進してきたが、障害者支援施設等への業務発注が年々減少傾向にあることから、   

今般、施行令の改正が行われた。   

中野区としても、こうした改正の趣旨を踏まえ、障害者支援施設等への物畠買い入れ   
や業務発注について、以下の方針で取り扱うこととした。  

2．取組み方針   

物品の買い入れ契約の拡充のほか、新たに役務の提供を受ける契約を加え、区内障害   

者支援施設等へ、可能な範囲で発注を行うこととする。  

3．対象となる障害者支援施設等   

障害者支援施設、地域活動支援センター、障害福祉サービス事業を行う施設（生活介   

護、就労移行支援、就労継続支援を行うもの）、小規模作業所（障害者基本法第2条、同   

法第15条第3項により必要な責用の助成を受けているもの）   

※ 参考1の施設一覧参照  

参考1の施設の受注可能品目・業務参照   4．具体的な発注内容  

（1）買い入れ物品の例  

石鹸、軍手、縫製品、のし袋セット、買い物袋、竹炭製品、手作りローソク、オリ   

ジナルタオル、麺類、椅子、．花苗、カードケース等  

（2）役務の提供の例   

クリーニング、公園や建物の清掃、縫製作業、包装・組み立て、袋詰、発送業務、  
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受付業務（窓口、 電話）等  

5．契約手続き等  

（1）・各部発注案件  

各部長に契約締結権限のある案件については、保健福祉部障害福祉分野の区内障害   

者支援施設等の名簿及び取扱い業種目（参考1）を参照し、納期限についても施設側  

と十分協議した上で見積を徴取し、契約締結を行う。  

その際、複数の障害者支援施設等に発注可能な業務等については、原則、価格競争  

を行い、契約先を決定することとした。  

《発注から納品までのプロセス：部長契約》  

事業者選定  見積書徴取・納期確認  発注内容決定  

納 品   支 払   

（2）契約担当課に契約締結依嘩を行う案件   

契約担当課に契約の締結を依頼する案件については、契約を締結しようとする障害   
者支援施設等の選定理由を業者指定理由書または、製品指定理由書に記載し、関係書   

類に添付する。   

なお、各部における障害者支援施設等の契約候補者選定にあたっては、各部発注案   

件の手続きを参照し、適切に対応することしている。  

《発注から納品までのプロセス：契約担当課契約》  

－・・・j！．癒鳶・  契約締結依頼  発注内容決定  見積書徴取・納期確認   

→匝二司→   入札・見積合わせ  

6．中野区の「共同受注窓口」   

現在、「なかの障害者就労支援ネットワーク 

おいて、ひとつの施設では受注しきれない作業を共同で受注する取り組みが進められて   

おり、区としても以下に該当する作業の発注にあたっては、共同受注の仕組みを活用す   

ることとしている。  

（1）’作業量が大量な業務  

（2）作業量は多くないが、納期に余裕のない業務  

（3）作業内容が、複数の授産施設■事業所で取り扱うことが可能な業務  
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（4）その他、複数の授産施設・事業所で業務分担をすることにより、業務の効率化が図   

られる業務  

≪参考≫  

◆ 官公庁共同受注対応：中野区障害者福祉事業団  

参考2「中野区障害者事業団委託契約発注状況（平成20年度）」及び参考3「福  

祉作業所等発注一覧（20年度）」、参考4「中野区障害者事業団事業概要」参照  

◆‘民間企業共同受注対応：コロニー中野（共同受注事務局）  

月間子ども雑誌の附録の袋詰め、ホテルのアメニティ用具の袋詰め  

Ⅱ．中野区の現状における仕事の発注（優先発注）の課題・問題点  

1．発注者側の課題†問題点  

（り 高齢者（シルバー人材センター）等への発注との競合   

地方自治法施行令第167条のこにおいて、障害者支援施設等のほか、高年齢者等   

の雇用の安定等に関する法律に規定するシルバー人材センター、母子及び寡緬福祉法   

に規定する母子福祉団体も随意契約ができることになっている。   

特に、シルバー人材センターについては、これまでも多くの発注実績があり、その   

業務の多くが障害者支援施設等に発注可能な業務でありことから、その対応に苦慮を 

している。  

（2）公平・適切な発注の仕組みの構築、発注調整窓口の確保   

現在、障害者事業団や障害者支援事業所等への発注は、それぞれの部が個々に行つ   

ており、特定の事業所への発注の集中、時期の重なりなど、行政内部で発注調整を行   

う部門の必要性を認識している。  

（3）事業者の受注情報の把握   

事業者の業務拡大や休止、新製品の開拓といった情報が所管部に伝わりにくい状況   

にあり、受注情報の把握が即座にできる仕組みの構築が必要である。  

（4）購入物品の品目拡充   

障害者支援事業所等において製作される物品は、カードケースやキーホルダー、石   

鹸、木工品など、自治体が日常的に使用する物品とは異なり、行事の記念品や参加賞   

的な物品が多く、継続して購入するものではない。   

積極的な製品開発や市場ニーズの把握を行っていただきたい。  

（5）民間事業者との関係   

清掃などの委託業務まで優先発注を拡大することにより、一般民間事業者の受注機   

会を制限することになり、反発が予想される。  
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2．受注側の課題・問題点  

．（り 仕事を確保するための努力  

区からの発注を待つ作業所が多く、積極的に営業活動を行い、受注機会を増進させ   

ようとすろ気運があまり感じられない。  

受注コーディネーターなどを活用し、市場開拓やニーズの把握、新製品の開発など   

の営業努力を期待する。  

（2）製品管理体制の強化不良品、作業ミス、納期不履行への対応  

作業所内における製品管理や進行調整機能が十分でない状況があり、受注拡大にあ   

たり、体制の強化が必要と考える。  

（3）施設間での作業分担の明確化  

各種通知の封入作業、その後の各戸配付など、分割発注することにより業務の効率   

化が図れる業務について、施設間での作業分担、仕組みが明確でない。  

（4）業務の共同受注システムの拡充  

現在、中野区には共同受注の仕組みはあるものの、事務局は仕事の振り分けこ完了   

時の検査、区への代理請求、委託金の支払という業務が主力であり、各作業所の経営   

面までの指導】助言というコーディネートが十分に行われていない。  

（5）その他  

各作業所において、業務を受注する際に、輸送手段（物品の搬出、納品）を持って   

いる施設が少なく、受注先が制限されている。  

Ⅱ．地方公共団体における「授産施設■作業所等の受注機会の増大」・に対する意見・要望  

1．努力義務から自治体の責務へ   

今回の「ハート購入法」は、平成13年の「グリーン購入法（環境省）」と同様に、国   

等の機関には購入が義務化されているが、地方自治紘や民間企業は購入に努めるものと   

なっている。  

しかしながら、「グリーン購入法」に関しては、ほとんどの自治体においてその取組み   

が行われているのが現状であり、実態は購入を義務化したと同様である。   

今回の「ハート購入法」については、その目的が障害のある方が、■地域で自立して、   

かつ、安心して暮らすために収入を得る機会を確保するもので、：「障害者自立支援法」の   

制定趣旨からも、少なくても地方自治体おいては義務化するべきであると考える。  

2．共同受注システムの構築に関して   

共同受注は、その事務局が単に一括で仕事を受注し、そして仕事の振り分け、完了時   

の検査、区への代理請求、委託金の支払という業務を担うだけではなく、各事業所間の  
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ネットワークの構築、市場や製品、委託業務の開拓などを行う仮称・受注コーディネー  

ターを配置し、各事業所の経営力や業務執行体制の強化を図る必要があり、国や地方公  

共団体はそのための支援を行うべきであると考える。  

3．自治体業務のワークシェアリングついて   

平成19年5月に、「小さくて効率的な政府の実現に向けて」の実現のため、公共サー   

ビス効率化法（市場化テスト法）が可決成立した。，   

いわゆる市場化テスト法の趣旨は、公的サービスを民間営利企業に委ねる「民間開放」   
の拡大を目指すものであり、公的サービスの実施を「民間が担うことができるものは民   

間にゆだねる」観点から見直すものであることを明らかにしている。   

現在、多くの地方自治体においては、自治体業務を指定管理者や民間事業者に委ね、   

行政の効率化を進めている。  

こうした考え方をさらに推進し、自治体の直営業務のうち、例えば文書の収受業務や   

庁舎案内業務、電話交換業務などを、自治体内の業務を障害者就労支援施設に開放し、   

自治体内の障害者の雇用を促進する施策の実現を要望する。  

Ⅳ．「官公需等受注システム（仮称）」のあり方に対する意見・要望  

1．「官公需等受注システム」の基本的な仕組み   

官公需の受注を推進するためには、受注窓口の1本化、仕事の分配、品質や進行管理、  

検査、エ賃等の公平な分配をトータル的に行う必要があり、システム化を図る必要があ   

ると考える。   

なお、経営力が弱い作業所への技術支援、人材育成、経営指導に加え、市場開拓、物  

流の確保などの綺合的なコーディネートが求められると考える。   

そのため、国や地方公共団体は、システムの安定かつ公平な運用のため、人的・財政  

面での支援策の構築が不可欠であると考える。  

2．物品等の購入者に対して必要な情報の提供を行う体制  

（1）発注側  

各自治体内部に、業務等の発注調整や共同受注窓口を担う組織との調整・連携を行  

．う部門を設置し、関係先に発注に際しての必要な情報を提供する。  

また、自治体は広報誌やホームページなどの広報媒体を活用し、自治体内の産業団   

体や民間事業都；受注可能な製品・サービスの情報を発信する。  

（2）受注者側  

共同受注窓口を担う組織が、事業者情報を収集し、自治体の調整窓口及び自治体内   

の各種産業団体に様々な情報提供媒体を活用し、受注情報を提供する。  
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3．共同受注窓口組織   

共同受注窓口を担う組織としては、現在、全国に展開しているシルバー人材センター   

的な組織（社団又は財団）を構築し、都道府県及び地方自治体単位で官公需、民需の受   

注を行えるようにすることが望ましい。  

4．その他   

官公需等受注システムの運用時期については、「ハート購入法」制定後に、共同受注を  

担える条件が整っている自治体をモデル掃定し、その実績等を検証した上で、速やかに   

全国展開に踏み切ることが望ましい。  
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地方自治法施行令第167条の2第1項第3号に係る区内障害者福祉施設一覧【購入可能な物品及び提供される役務】  
施設種別  

施  設   名  電話番号   経 営 主 体、名  i電話番号   
仙．  購入可能な物品   提供される役務  

・〒 ∃ 施設所在地   FAX番号   〒】所 ■ 在  地   FAX番号   

弥生福祉作業所  3384一之939  中野区役所  
ボスティング、公園等の清掃、テラ  

んにやく米、竹炭、トレー、ポチ  

ロ  －15  ‖  

袋、水生ボールペン  新聞の折り、帯どめ、雑誌の付録組  

】   立て、小物の組立て  

中野福祉作業所  3389－1111  カードケース、ぽち袋、祝儀袋、 グリーティングカード（大・小・  

3389－1111  カードケース、乾燥こんにやく、こ     シ・冊子の折りこ丁合い、封入、封止 め、あて名ラベル貼り、発送業務、  
3389‾0421  中野区役所  

I  

厚） 

164 
2  

、乾燥糸こんにやく、こんにや く米   
3389－0422  －8501中野区中野4－8 

精神障害者社会復帰センター  ‖  3389－1111   発送業務、袋詰め、公園の清掃、文  

3  ∃  手作りロウソク、名刺、封筒、T  
シャツプリント、絞り染め  ダー・廃棄、オフセット印刷（ボス  

0001中野区中野5－68－7  ター、チラシ、封筒、報告書）  

中野区障害者福祉事業団  5380－0633  164－8501  中野区中野4－8－1  公園・児童遊園清掃（除草、雨水析  

中野区新井2－8－13  

清掃、砂飾等も含む）、建物清掃（屋  
外清掃含む）、発送業務（宛名シー  
ル貼り、封入、封絨、折込含む）、名  

4  なし  剥点字刻印作業、声のテープ（視覚  

3388－2942   165－0028  3388－2941  中野区障害者福祉事業団   ‖ 3388－2941  障害者用）発送整理、タオル折り2  
点、封入封鍼、箱詰め、ビニール袋  
へのシール封入、値札付、シュレツ  

ダー業務、仕分け業務      l l   
第一杉の子作業所  3364－5381  社会福祉法人 あいいく会  【337■ト5231  グ」一ニング、公園・建物の清掃、袋  

なし  詰め、シュレッダーかけ、発送業務  

5  3364－5381  184－0001  中野区中野1－6－12  i。。71－5231 l   （シール又はラベル貼り〉  

3373－1236  
封入、シール貼り、はさみ込み一、，折  

第二杉の子作業所  3371－5231  
H   ド）、布製品（ふきん、手提げ袋  

】   
等）、木工品（コースター、キーホ ル 

6   16∠卜0023中野区弥生町2－5－11    3373－1236   



地方自治法施行令第167条の2第1項第3号に係る区内障害者福祉施設一覧【購入可能な物品及び提供される役務】  
施 設 種 別  

施  設  名  電話番号   経 営 主 体 名  電話番号   
No．  購入可能な物品   提供される役務  

〒l  l 施設所在地   FAX番号   所  在   地  FAX番号   

】  
第三杉の手作業所  ≦3336‾62g4   社会福祉法人あいいく会  3371－5231  公園・建物ゐ清掃、縫製作業、包  

縫製品（雑巾、ふきん、ナイロン たわし 
、布そうり）  

165－0034  中野区大和町3－18－2  3336－6294  184－0001  t中野区中野1－6－12 
371－523－   遺業務く封入、シール貼り等）  

第四杉の子作業所  3385－8565  】    ‖  公園・建物清掃、包装、組立、袋詰  
縫製品（ぞうきん、刺し子）、石け  

ん（固形、粉末）  ベル貼り、スタンプ押し等）、封入、  
3385‾8565   337卜・5231  ボスティング、シュレッダー   

5385－0751  社会福祉法人 あいいく会  3371二5231   

9   

お茶、竹布製品、ボディクレイ製  
晶しアレッポの石鹸   詰め、発送業務  

8   185－0025中野区沼袋3－8－8 】   ⊇ l 【   
3371－5231   

3366－2940  中野区肢体不自由児者父母の会  
手織り製品（マフラー、ランチョン  

3381－9732   マット、／〈ッグ、ペンケース、マッ  
10   ト、ポシェット、リュック、ベスト、ス  

164－0011  中野区中央2－22－10  3366－2940  184－0014  中野区南台3－41－1   
リツ／く、さき織り製品、その他注  
文に応じて作成）   東部福祉作業センター        l  

◎一般印刷  
コロニー中野  毒3952－6166  ページ物（報告書）、帳票、ボス  

ター、DM、チラシ、封筒等  
3g53－3541  東京コロン  

l  

◎情報処理業務  

【  
【  なし  システム開発、データ入力、．ホーム  

ページ作成  
165－0023  中野区江原町2－6－7   3565－0471  165－0023  中野区江原町2－8－7   ◎その他  

皿  

封入封鍼、DM発送、組立、袋詰め  
等系作業  

ふらつとなかの  6805－6580  社会福祉法人愛成金  3387－0082   

12  
清掃、包装、組立、袋詰め、発送  パン、豆腐、花苫（将廃的に）   等  

164－0001中野区中野5－26－18           164⊥00－2書中野区本雨‾40‾14       3387－0820  

－
の
0
0
－
 
 



地方自治法施行令第167条の2第1項第3号に係る区内障害者福祉施設一覧【購入可能な物品及び提供される役務】  
施 設 種 別  

施 設 名  電話番号  経 営 主 体 名  電話番号   
N0．  時人可能な物品   提供される役務  

〒 施設所在地    棚番号  〒i所  在  地   FAX番号   

あとりえふあんとむ  
巨3380－8517  

郡   
（クロネコメール便、社協通信ボス  ネーム入り、日付入りも可能   ティング）   

13     3360－3517  あとりえふあんとむ運営委員会   山  ぎ3360－3587   

5340－8888   

賢 
組立作業（柘、携帯ストラップ等）、  

封入作業くチラシ）、祈り作業くビ  

5340－8888   14  カサデオリーバ   ≠53購888  
5340－8888   

こ－ル袋、チラシ）  

すばる作業所  3339－3811   
郵便物の封入発送作業、梱包・袋づ  

15  なし  め等軽作業全般、公園・建物等清掃  
全般  

165－0027桓監51－8ク   3339－3811 3339－3811  すばる運営委員会               165－0027  中野区野方6－51－8ク リーンパレス1Fすばる作 某所内  3339－8811   

すばるエ房  3339－6541  3339－3811   

和紙の小物   公園清掃、建物清掃、包装、組立、  
袋詰め、発送業務  

16  巨   



■中野区障害者福祉事業団への委託業務一覧（平成20年度）  
二 一  ■T′  

■∴畔各∴＝・ノ  ・、二契約亘∴  三二浅葱十    こ∴－腐嘩樟   く′ 
、．♪   

公国等清掃除草委託（その3）（単価契約）   2008／4／1  都市整備部公園■道路分野   
民間作業所8所  18，084，923  2008／4／1  2009／3／31   区立作業所1所   

障害者福祉会館等毎日清掃業務委託   2008／4／1  保健福祉部障害福祉分野障害者福祉会館  7，973．721  2008／4／1  2009／3／31  知的障害者団体1所   

声のなかの区報・声の教育だよりなかの作成業 務委託（単価契約）  2008／4／1  保健福祉部障害福祉分野   2．174，183  2008／4／1  2009／3／31  聴覚障害者福祉協会   

弥生福祉作業所日常清掃業務委託   2008／4／1  保健福祉部障害福祉分野弥生福祉作業所  3，528．000  2008／4／1  2009／3／31  知的障害者団体1所   

職員研修センター清掃及び管理業務委託（単価   2008／4／1  経営室人事分野   
契約）  

1，251．327  2008／4／1  2009／3／31  民間作業所1所   

児童遊園t館庭清掃除草業務委託（単価契約）  2008／4／1  子ども家庭部地域子ども家庭支援センター  3，004．121  2008／4／1  2009／3／31  民間作業所5所 精神障害者社会復帰C   
幸いすガイドヘルプサービス事業委託（単価契   2008／4／1  保健福祉部障害福祉分野   
約）  

2，469，594  2008／4／1  2009／3／31  事業団直営   

声のなかの区議会だより作成業務委託   2008／4／4  区議会事務局   308．529   0  2009／3／31  聴覚障害者福祉協会   

2008年度中野区社会活動センター管理運営   2008／4／1  保健福祉部障害福祉分野   事業団直営  
委託  

5．955，675  ．2008／4／1  2009／3／31   （障害者独自雇用）   

平成19年度分特別区民税・都民税減額申告書   2008／6／3  管理会計室税務分野   事業団直営  
封入委託（単価契約）  

78，183  2008／6／20  2008／6／30   （就業前訓練に活用）   

合  計  44，828．256  

－
¢
○
－
 
 
 



区から福祉作業所等へ発注している仕事一覧（平成20年度）  

契約 件名   契約金額（円）   契約相手方   

清掃事務所保護具（保護靴）の購入（単価契約）   1，309，875   

清掃事務所保護手袋の購入   1，834，896   

中野区精神障害者社会復帰センタナ事業委託   社会福祉法人 東京コロニー        36，651，000   

福祉タクシー利用券（20年度後期分）の印刷   851，130   

障害者の就労のためのIT講習会実施委託   6，407，087   

区民健診受診票等封入作業委託（単価契約）   2，643，050   すばる作業所   

特別区民税・都民税通知書類のカッティング・ブッキング及び封入封かん作業委託   3，990，000   社会福祉法人 武蔵野   

合  計   53，687，038  
※ 契約担当に契約締結依頼のあったもの（平成20（2008）年4月1日～平成20（2008）年8月31日 契約分）  



中部障諦観事業団僻：ニココ事業部事業拒  平成20年8月   

星て‥：両薗‾；   

中野区障尊者福祉事業周闇、陣容者の自立と福祉の向上に   
寄与することを日掛＝区内に住所を有する障害者等に対し就業   

の援助と福祉サービスめ提供などに関する事業を実施している。   
事業団旺中野区の支援を受け昭和62年2月に設立した。  

2 組澱及び運営  

事業用払毎決執行戟閑としての理事会（′14名）、庭重機関と‘して監事（2名）、諮問機関として  

評議員会（14名）及び事務局により構成され運営を行っている。   

また、事業団を財政的に支壊していただく．「賛助金魚」と行事などに協力いただく「協力員」の制  

度があり、事業団の運営を支えてい允だいている。  

組 縛 体 系  

理 事 会  廟 開  

晋脚三者重点会  
評嶺眉磨  

事 務周  事務局長  

事務局次長  

経済態長   

庶務・轟き堅臨  福祉事業債  

■■■●■■■■■■■■■▲■■■■▲■■■■■  

；人事、轟理  

：広報活動、研修：  
…資財会員管理 ；  
…収益事業 など …  

■■■▲■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■  

共同受発注調整 ≡  
福祉売店運営  
社会活動センター…  
管理  

≡就労相談  
：就業前訓瀬  

－：定着・生活支壌  

≡雇用偏逸支援  
；就労支援ネットワ  

…一夕 など  
；福祉サービス事業；  

障尊者団体支援 …  
社会参加交流事業；  

冥■所在地：中野区新井二丁貝8番13号   

電話03（g388）2941 FAX（3388）2942  
異職眉：21名／常勤汲員5名／契約職畠5名／噂時波長11名〔平成20年4月1日現在〕  

※ 賛助会員：団体会員13団体、脂I入会風159名、協力員：33名．‘  

－92－   
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●行事など   

お手伝い   
●財i改的な援助  

●仕事の発注  
●財政的な支援  

ヽ■■■■■－■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■＝■■■■■■■．■■■■．■＝■■■‖■■＝■■l■■欄■＝■■■■■－■■川■■■■■‖■‖  

3● 登録膵春着（団体）  

区内に住所を有する働く意欲のある障害者及び区内に主な作業施設等を有し活動している障害者団  

体が登録することができる。童顔者には事業Ⅲが就労のための様々な支援を行い、登轟団体に対しては  

事業団が主妃受注した仕事の分配などを行っている。   

○ 登顔者（団俸）敷：個人 355名、団体 24団体 （平成20年3月31日現在）  

4 事尭の槻穿と実績   

※ 筆耕は平成19年虚実績  

Jユノ腰を新顔夢へ（玖斎爵払野す「き東署店側   

就業を希望する障害者かちの就勤∃翠対応及び就労の準備のための趣旨前訓練、戯職準備フェア   
などの支援とともに、兵藤の就労に向けて職場開拓、職場実習支援、定着・生活支蝮などをジョブ   
コーチが中心となり行っている。就労支擾は、身体癖、知的障害、渚神障害、発達障書、簸宿な   
ど様々な障害のある方を対象に行うている。  

本事業は主に区からの委託、祐助により行っている。  

平成19年度は、事業団の支援等kより39名の方が就職した。  

また、平成20年3月未の菓就聴者数は139名となっている。   

① 障害者の就業相談  

相談件数：639件（電話、来所相談）  

（診 就業前訓練  

御、就職準備訓練として行ってきていた机平鱒20年4月に改めて就業前訓練（壷）を整   

備するとともに、訓綴指導員を配匿し、就労ヒ向けて適所訓練生（就労支援対象者）の状態や作  

一93－   



菜能力の把遊、‾また社会性を身に付けるための日常的な基礎訓練など遼充実し、実施している。   

訓疲生数こ延127名■（特別支援学校等からの実習生受入：20名）  

（診 知的時事者のための成城準膚フェア   

ハローワークや新宿区、杉並区の就労支援撥閑と共同し、毎年、中野区動労福祉会館にぉいて   

田鹿しており、平成1－9年度で2■1回目の開催となる。   

0 事前オリエンテーション   

（就職を日精す硬観みや心構えなどの説明会）  

参加障幸者、保護者及び関係者等：86名   

○ 職場某習相談会（企業担当者と職場実習のための面接）  

参加企業：5社、参加障害者：19名  

＠ 職場実車真説や細のため由定義・生括支援など   

0 哉場実習支軽等回数：366回   

○ 職場訪問件数：451件   

○ 職場内支援件数：224件   

○ 定着・生活支援  

支援対象者数：122名、支援延件数：2，231件   

○＿たまり堀割用音数：楚265名（定着支援の一環としての屁職者の交沫の窃）  

⑤ その他   
○ 就労支援ネットワークの運営（24機関、施設、団体）※次巽参照   
0 区役所庁舎内就労俸鼻薬菅：15名・   

○ ジョブサポーター養成顧倦（3回開催）延参加者数こ92名  

－94－   



【なかの障貴賓就労支鎮ネットワークの窪営‡  
平成M年4月に区内停密着園頗煎設と就労庭園して連携を囲るためにネットワークを発足した。  

24の機関、廊殴等で梼成し、運営会静や共同受注部会∴雇用・就労部会などを設置し1「職業   

別禰」r就職後のフォロー」丁離職者支援」「共同受注ユー利用者の社会適応魔力」r聴員の交流・研   

軌「東吸着t雇用主双方の南榎会などの実施上r渾設・事業所連絡調整j柑常生活支盈l等につ   

いて、連携を図り、障害者の就労支援の推進に取組んでいる。   

接聯   
① 障醐鹿田俸・（福祉作巣旗設等）に対する故事の分敵飽供   

○ 区立公園等（49か所）・の清掃■除草や障密着祷祉套館等（6か㈲の建物内・外の清掃な   

どの仕事凌事業団が区から一括受草し、福祉作業施設等に分配、提供している。   
O r声のなかの区専注■教育だより」「声ゐなかの区議会だよ削   

「声のないせすJ「声のし由り」の轟音テープ作成業務を事業団が   

区から受注し、視覚麿著者団体に提供している，  

⑳ 福祉売店の運営   
福祉作業施設等の作業室晶の販売奄各施設等から受託し、中野区役所  

本庁舎1鮮紅「福祉売店Jを設け阪完している他、感々な行事等の機会にも  

販売している。   

また、平成28年7月から揮達雄簸で製造したパンの版元を開始■した。  

○ 主な販売品目   

線軌小物、雑貨品、カードケース、木工品、和紙製品、ジュエリー など   
※ 福祉売店の職員は障尊者を床用している。  

毯卵   

① 辛いすガイドヘルプサービス派遣等途  

区登録の辛いす制用の肢体不自由者を対貞に、ガイド  

ヘルパーの派遣を行っている。（区受託事業）  

0 革いすガイドヘルプ利用登録者数：51名  

草シ1すガイドヘルプ利用国数：546回  

○ 尊いすガイドヘルパー登録者数：155名   

○ 尊いすガイドヘルパ一詰習会を乗務し、ガイドヘルパーの養成を実施  

受講者：ユ1名（内10名登錠）  

◎ 視覚膵書著移劾介護人養成研修会（東京研旨足）   

中野障害者盛者センターの地域生活支援事業の視覚陣容者移動介護人の養成研摩会を事尭団   

が宋京都から指定を受け襲施している ■   

○ 受東者：′9名（資格取得一契約者二9名）  

◎ 裾貸席穿者のための膚報提供サービス  

rなかの区報」など行政広報紙の轟音テープを視覚障春着に配布している。   

なぉ、轟音テープの作成業務は草葉団が区から受没している   

○ 発行国赦及びテープ作成数   

「声のなかの区報・教育だよりJ：24臥3，2’78本   

「声のなかの区黄金だより」：5臥 462本   

「声のないせす」：11桓王、1‘95本   

「声のし由り」：1回，古0本  
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＠ 中途視覚障害者セミナー  

新たな取組みとして、中途掩害者、また家路の方が様々な社会資汝を括用して、地域社会に参   
加で普るような生活を送れるよう、福祉借報ゐ提供と就労を考えるためのセミナーを開催する。  

平成20年度は、中途視覚障字音セミナーを開催する。（区受託事糞）   

〔卓ノ贋著者都筑伽藍超遭ず「董卓欝  
（91障害者社会活動センタ山運営  

障害者の自主的な活動を援助するための障害者社会活動センター（中野区社会福祉会館（スマ   

イルなかの内））の運草を区から受託し多目的象会議軋和室等の施設提供を行っている。  
○ 登録団席数：62団体   

○ 利用件数・人琴‘：4．888備、35，508人  

潔 括動センタ儲の汲員は障害者を採用んている。   

◎ 廃車著団体の研摩事業に対する宿動助成事業1バス潔遵事業）  

障宰著やその親族の団体∴社会福祉施設等が実施する研修、訓練などの活動でパスを利用する   
坂合に、バスを練達する「バス派遣事業」を莫施している。（区有功事業）   

0 登嶽団俸：17H体  

（⊃ 利用団俸、派遣バス台数：15団体、19台  
③ 帝春着の交流・社会参加を促進する事業  

（⊃ 納涼のつどい  

障害のある人ない人の交流を慮進し、啓発を図るための   

納涼盆踊りを実施している。平成19年度は第1∈旭日となる。   

（平成ユ9年7月18日（水〉、中野駅前北口広場において開催）  

参加者数：約770名   

○ ユニークダンスを果しむ区民の集い（隔年実施〉  

障賓めある人ない人がともにダンスを通じ、相互理麻を深め合うことを目的に実施している。  

（平成19年12月1日（土）、中野区動労福祉会館 大体音量にぉいて開催）  

来場者数：314名   
○ 区民ふれあいの集い（隔年英雄）  

障幸のある人ない人の交流を促進し、啓発を図るた軌障尊者の方々の芸能音楽等の舞台発  

表の集いを開催している。  

（診 障啓者のための技能講習会   

主紅視覚障害者団体が開催する日掛等の講習会の講師派遣等を支援しても）る。（区受託草葉）   

○ 開催国数等  
川柳（5回）、俳句（5回）、民謡（8回）、三味線（8回）、茶道（2回）  

受講者数：各回20名凄度  

〔御重着  

陸穿着の就労や社会参加切鹿追に関する各藩情報の提供や   

事業団活動のPRを行っている。  

O 「ホームページの運用」  

HPアドレス 址Ip：〟咄   
O r事業団だより」の発行：年2回発行  

O rなかの区報」等への掲載（随時） など  
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r施設外就労」への支援箕  

圧施設外就労加算（20年度届壷事業→21年度：報酬こよる対応）   

施設外（企業内等）の現場での作業・訓練が、・利用者の就労移行やエ賃（賃金）の引き上げを図る  

ために有効であることから、報酬により評価。（平成21年4月～）  

対象事業：就労移行支援、就労継続支援A型、就労継続支援B型  

（実施例）  

．【就労継綺支援B型】  
・定員30人   

利用者：30人：職員：5人  
■■  

■   匡ヨ  田  

施設外就労による利用定員の取扱い  

本体施設の定員の7割まで施設外就労の利用者  
とすることが可能（定員の7割が上限）  

※職員配置も増員した利用者数に準じる  
（例）30人定員の場合   

最大で51人（30人＋21人）までの利用が可能となる  

【企業D】  

利用者6人：職員1人  

㌔■■＝………＝■■＝＝…＝■■■■・・■■■■■・■‥－・・■■■■＝……■＝＝……－■＝………■H…■＝＝＝■＝＝＝■＝■■■＝l■■‖■■t＝＝■11■■■■■＝＝■＝■■■■＝■■■■■■■■■＝■■■■■＝＝＝■＝＝  

≡空．施設外就労等による胃般就労移行助成事業（障害者自立支援対策臨扁例交付金（基金事業））  
施設外就労・施設外支頓によって一般就労した実績に応じて助成。  

（
潔
併
淋
筆
∽
）
 
 
 

対象事業二就労移行支援、就労継続支援A型、就労継続支援B型  

補助単価：就労した利用者1人あたり10万円（1回限り）（平成20年度～23年度）  
～● 

て：丁  



（関連資料6）  

平成19年度工賃（賃金）公表状況   

事業所（施設）ごとに公表している都道府県一覧  

都道府県   工賃を公表しているHPアドレス   

北海道  http：／／www．preflhokkaido．1gjp／hUshf／ko－Chin．htm   

http：／／www．pretakita．1gjp／icity／browser？ActionCode＝content＆ContentID＝1236215276219＆S  
秋田県     iteID＝0   

http：／／www．pref二ibarakijp／bukyoku／hoken／shofuku／kikaku／syuurou／kouchin／19kouchirLiisseki  
茨城県     ／19kouchin．htm   

栃木県  http：／／www．prefltochigijp／shogai／ssgr／sitei．htm   

干葉県  http：／／www．pretchiba．1gjp／syozoku／c＿SyOuAlku／syurou￥kouhyou．htm   

東京都  http：／／www．fukushihoken．metro．tokyojp／shougai／shogai／shiryo／index．html   

神奈川県  http：／／www．pref二kanagawajp／osLirase／syogaifukusi／suisin／koutin／koutin．html   

富山県  http：／／www．pref．toyamajp／cms＿SeC／1209／吋00007304．html   

福井県  http：／／www．prethkui．1gjp／doc／shougai／tingin．html   

山梨県  http＝／／www・PreflyamanaShijp／shogaiJks／51586777241・htm］   

長野県  http：／／www．pref二naganojp／syakaVfukusi／shienhou／6getugakukouchin／getugakukouchin．htm   

岐阜県  http：／／www．pref．gih．IgJp／pref／sl1226／kouchinup／   

静岡県  http：／／www．pref二shizuokaiip／kousei／ko－310／shougaipln／pran／ioho．htm   

大阪府  http：／／ww．pretosakaLFP／shogaifukushi／syurouノ伽san／index－3．html   

奈良県  http：／／www．pref．narajp／dd＿aSPX＿menuid－2913．htm   

和歌山県  http：／／www．pref．wakayama，Igjp／prefg／040400／   

鳥取県  http：／／www．prettottori．Igjp／dd．aspx？menL］id＝96956   

島根県  http：／／www．sh了nlane．fgjp／J7fe／hkushi／syougai／ichiran／sisetuitiran／kouchin．html   

岡山県  http：／／www，PretOkayamaiip／soshikVdetaiI．htmJ？IiLid＝15576   

広島県  http：／／www．pref，hiroshha．1gjp／page／1216796497955／index．html   

山口県  http：／／www，Pre仁yamaguchf．Igjp／cms／a14100／jiritsuOO月iritsuO14，html   

徳島県  http：／／ww．pref．tokushimaJp／Generaladmin．nsも／WMV／bO31kOO80   

’香川県  http：／／www．pretkagawajp／shogaihukushi／AJkush臼oho－hp／   

愛媛県  http：／／www．pretehimejp／h20700／1188889＿1g58．html   

高知県  http：／／www，Preflkochijpr占hougai／osirase／H20getugakukoutinnkouhyou．htm   

佐賀県  http：／／pref．saga．1gjp／web／＿21524．html   

長崎県  http：／／wv．pretnagasakijp／syogai／koutin／koutin．htnl   

熊本県  http：／／www2．pref．kumamotoJp／health／syougaihofoku／content／defauLt．asp   

大分県  http：／／www．pT・ef」Oitajp／1250O／〕iritsu／kouhyou／kochin18．html   

宮崎県  htt♭：／／ww．pr・etmiyazaki，lgjp／contents／org／hkushi／shogai／kouchinJisseki／pageOOO37．htmI   
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（関連資料7）  

障害者就業一生活支援センター一覧 （計206センター）  
（平成20年12月現在）  

∵ぺ■、－一J＝′ふ－｝、‡二二≡ニラ▼∴二■遽葦芽筆墨ヂ筆攣  
ヽし‘－ 二▼、 
′ ，  

二、′－へぺ】さ：   

北海道  札幌障がい者就業・生活支援センター たすく  （社福）愛和福祉会   
060一  

0807   2000  

小樽後志地域障害者就業・生活支援センターひ ろば  （社福）後志報恩会   047－  
0024  小樽市花固4－14－3   

0134－31－  
363t；  

函館障害者就業・生活支援センター すてつぶ  （社福）情愛会   
041－  
0802  函館市石川町4ト3   

0138－34－  

7177  

くしろ・ねむろ障害者就業・生活支援センター ぶれん  （社福）釧路のぞみ協会   
085－ 0006  釧路市双葉町17香川号   

0154－65－  

6500  

十勝地域障暮春就業・生活支援センターだいち  （社福）慧誠会   080－ 0016  帯広市酉6条南6－3   
0155－24－  

8⊆I89  

空知障害者就業■生活支援センター ひびき  （社福）北海道光生会   072－ 0017  美唄市東6条南1丁目5－1   
0126－68－  

1071  

オホーツク障がい者就業・生活支援センターあお ぞら  （社福）川東の里   
090－ 0040  北見市大通酉2－1   

8157－69一  

0088   

青森県  津軽障害者就業，生活支援センター   （社福）七峰会   
036－  0172－82－  
1321  弘前市大字熊島字亀田184－1   4524  

青森藤チャレンジド就業・生活支援センター  （社福〉藤聖母園   030－ 0841  青森市奥野2－25－ら   
017－－22一  

3013  

障害者就業・生活支援センター みなと   （医）清照会■   03ト 0041  八戸市廿三日町18番地   
0178－44－  
0201  

障害者就業・生活支援センター 月見野   （医）鹿誠会   038一  
2816 2 4242   

岩手県  胆江障害者就業・生活支援センター   （社福）愛護会■   023－ 0824  奥州市水沢区泉町8－1   
0197－5ト  

06  

宮古地区チャレンジド就業・生活支援センター  （社福）若竹会   027－ 0073  宮古市緑ヶ丘2番3号   
0193－7ト  

1245  

盛岡広域障害者就業・生活支援センター   （社福）千晶会   
020一  

0015   

一関広域障害者就業・生活支援センター   （社福）平成会   
029－  019ト34－  
0131  一関市狐禅寺字石の瀬6ト3   910〔I  

久慈地区チャレンジド就業・生活支援センター  （社福）修倫会   028－ 0061  久慈市中央4丁目34番   
0194－66－  

8585  

岩手中部障がい者就業・生活支援センター （し  （社福）岩手県社会福祉事業団  024一  北上市新穀町一丁Ⅰ］4番1号ツインモー  0197－63－   ごとネットさくら）   0092  ルプラザ西館2障 市民交流プラザ内  5791   

宮城県・  石巻地域就業・生活支援センター   （社福）石巻祥心会   
986－  
0816  石巻市蛇田字小斎24－1   

OZZ5－95－  
6424  

県北地域福祉サービスセンター 障事者就菓・生  （社福〉宮城県社会福祉協議会  989－  大崎市古川駅前大通1－5－18ふ  0229－21－   活支援センター いnk   6162  るさとプラザ2階  0268  

県南障書者就業・生活支援センター「コノコノ」  （社福）白石腸光固   
989－  
0225  白石市東町2－22－33   

0224－28－  

1152  

障害者就業・生活支援センター わ～く   （社福）宮城県社会福祉協議会  989－ 2チ32  岩沼市中央2－5－28   
0223－25－  

4580   

秋田県  秋田県南障害者就業t生活支援センター   （社福）慈泉会   
0187－84－  

019－ 1402  仙北郡美郷町野中字下村55－2   3809  

ウェルピューいずみ障害者就業・生活支援セン タ 
010－ 0817  秋田市泉菅野2－17－27   

018－896－  

ー   7088   

0238－88－  
山形県  置賜障害者就業・生活支援センターサポートセ ンターおきたま  （社福）山形県社会福祉事業団  993－ 0016  長井市台町4－24  5357  

023－682－  
村山障害者就蓑・生活支援センタージョブサ ポートぱる  （社福）山形県社会福祉事業団  990－ 0861  山形市江俣1－9－26  0210．  

0234－24－  

庄内障害者就業・生活支援センターサポートセ ンターかでる  （社福）山形県社会福祉事業団  998－ 0875  酒田市東町1－20－9  1236   

福島県  いわき障害者就業・生活支援センター   （社福）いわき福音協会   
970一  
8026  いわき市平字堂ノ前2   

024（ト24－  

1588  

県中地域障害者就業・生活支援センタ⊥   963－  

（社福）ほっと福祉記念会   8803  郡山市横塚3－4－21   
024一拍1－  
0570  

会津障害者就業・生活支援セジター   （社福）若樹会   
965－  
0062   2242   

－99－   
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相双障害者就美・生活支援センター   976－  
（社福）福島県福祉事業協会   8021  町区田228 原町学園アフターケアセンター内  0244 

茨城県  水戸地区障害者就業・生活支援センター   （社福）水戸市社会福祉事業団  311－ 4141  水戸市赤塚1－1ミオスビル2階  029－309－ 6630  

慶育会 障害者就業・生活支援センター なかま  （社福）慶育会   308－ 0811  筑酉市茂田1740   
02∈帽－22－  

5532  

障害者就業・生活支援センターかい   （社福）白銀会   315一 0005  石岡市鹿の子4－16－52   
02【〉9－22－  

3215  

障害者就業・生活支援センター かすみ   （社）茨城県雇用開発協会  300－ 0053  土浦市真鍋新町1－14   
029－827－  
1104  

かしま障害者就秦・生活支援センターまつぽっ くリ  （社福）鹿島育成園   314－．  
0032  鹿嶋市宮下2－1－24   

0299－82－  
6464   

とちぎ障害者就業，生活支援センター  
（社福）せせらぎ会   

321－  0282－86－  
栃木県   「め－ぷるJ  0201  下都賀都壬生町大字安塚2032   8917  

両毛圏域障害者就業・生活支援センター   （社福）足利むつみ会   
326－  0284－44－  
0032   

028－681－  

県北圏域障害者就業・生活支援センターふれあ い  （社福）とちぎ健康福祉協会  329－ 1312  さくら市桜野1270  6633  

県東・央圏域障害者就業・生活支援センター 「チャレンジセンタ 0285－85－  

ー」   321－ 4305  真岡市荒町111－1  8451   

群馬県  群馬西部地区障害者就業・生活支援センター  （社福）はるな郷   
370－  027－371－  

3106  高崎市箕郷町克明屋676  866（∋  

障害者就業・生活支援センター障害者支援セン タ 373－ 0842  太田市細谷町1714－2   0276－32－  

ーわーくさぽ－と   0400  

障害者就業・生活支援センター障害者支援セン タ 
ーみずさわ   370－ 3606  北群馬部吉岡町上野田3480  0279－54－ 6542  

障害者就業・生活支援センター ワークセンター  （社福）すてつぶ   371－  前橋市日吉町2－17－10前橋市総  027－231－  

まえばし  0017  合福祉会館1階   7345   

埼玉県  障害者就業・生活支援センター ZAC   
0493－24－  

（NPO）東松山障害者就労支援 センター  355－ OD13  東松山市小松原町17－19  5658  

障害者就業・生活支援センター こだま   （社福）美里会   
0495－76－  

367－ 0101  児玉郡美里町大字小茂田756－3   0055  

埼葛北障春着就業・生活支援センター   （社福）啓和会   
346－  

0（）11   340年  

秩父障がい者就業・生活支援センター キャップ  （社福）清心会   
368－  

0051   2870  

障害者就業■生活支援センタr cSA   （社福）あげお福祉会   362－ OD75  上尾市相座1－ト15プラザ館5階  048－767－ 8991  

障害者就蓑・生活支援センター 遮谷   （社福）熊谷礎福祉会   
3（‡0一  

0041   1755   

千葉県  障害者就業・生活支援センター あかね園   く社福）あひるの会   275－ 0024  習志野市茜浜3－4－5   
047－452一  
2715  

障害者就業・生活支援センター千葉障害者キヤ リアセンタ 
ー   261－ 0002  千葉市美浜区新港43番地   043－204一 2885  

障害者就業・生活支援センター ビック・■ハート  （社福）実のりの会   
277一  
0005   柏市袖1－ト11ファミリ柏3F  04－71（；8－ 3003  

東総障春着就業・生活支援センター   （社福）ロザリオの聖母会  289－ 2513  旭市野中3825   
8479－60－  

0211  

膣春着就業・生活支援センターふる里学舎地域 生支援センタ 2gO－  0436－36一  

活ー   0265  市原市今富1110－1  7611  

障害者就業・生活支援センター就職するなら明 朗  （社福）光明会   
285－ 0026  佐倉市鏑木仲田町9－3   

043－235－  

塾  7350   

03－5986－  

東京都  障害者就業暮生活支援センターワーキング・ト ライ  （社福）ジュイ・エイチ・シイ板橋  174－ 0072  板橋区南常盤台2－1－7  7551  

（NPO）障害者支援情報セン  158－  世田谷区中町2－2ト12 なかまち  03－3705－  
障害者就業・生活支援センター アイーキャリア             ター   0【）91  NPOセンター306号   5803  

障寄者就業・生活支援センター オープナー  （社福）多摩様相亭協会   186－ 0003  国立市富士見台ト17－4   
042－577－  
0079  

障害者就業■生活支援センターWEL－sTOKYO  （NPO）WEL■s新木場   
101－  

0054   

障昏者就業・生活支援センターTALANT  （NPO）わかくさ福祉会   192－  
0081   3278   

－100－   
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神奈川県  障害者支援センター ぽけっと   （社福）よるぺ会   
25ロー  

0851   2007  

よこすか障害者就業・生活支援センター   046－820－  

（社福）横須賀市社会福祉事業 国  238－ 0041  横須賀市本町2－1  1933  

障害者就業・生活支援センターサンシティひら つか  托ヒ福）進和学因   254一 0041  平塚市浅間町2－20   0463－37－  

1622   

新潟県  障害者就業・生活支援センター こしじ   （社福）中越福祉会   949－ 540（；  長岡市浦4712－1   
0258－92－  
5163  

隆幸者就業・生活支援センター ハート   （社福）県央福祉会   
955一  

三条市西本成幸1－28－8   
0256－35－  

0845  6692  

陪賓者就業・生活支援センターアシスト   （社福）のぞみの家福祉会  957－ 0053  新発田市中央町3－ト1   
0254－23－  
1987  

障害者就業■生活支援セン冷－ さ〈ら   （社福）さくら園   942一 0004  上越市西本町1－8－1   
025－545－  

23t；5  

障害者就菓・生活支援センター らいふあっぷ  （社福）更生慈仁会   950－ 2076  新潟市西区上新栄町3－20－18  025－250－  
0210   

富山県  富山障害者就業・生活支援センター   （社福）セーナー苑   939－ 2298  富山市坂本3110   
076－467－  

5093  

高岡陸軍者就業・生活支援センター   933一  （社福）たかおか万葉福祉会   0935  4 
45（；6  

新川障害者就業・生活支援センター   （社福）新川むつみ園‘   939－ 0633  下新川都入善町浦山新2208  0765－78－ 1131  

砺波障害者就業・生活支援センター  
障がい者サポートセンターきらり   （社福）渓明会   

939－ 1374  砺波市山王町1－24号室   

0763－33－  
1552   

石川県  金沢障害者就業t生活支援センター   
920－  

（社福）金沢市社会福祉協議会   0864   
3571  

こまつ障害者就秦・生活支援センター   （社福）こまつ育成会   923一 0942  小松市桜木町96－2   
076ト21－  

8553   

福井県  福井障害者就業・生活支援センターふっとわー 田  （社福）福井県福祉事業団   910－ 3623  福井市島寺町6つ」30   
877（ト98－  

3747  

嶺南障害者就業・生活支援センター ひびき  （社福）敦賀市社会福祉事業団  914－ 0135  敦賀市長谷47－21   
b770－28－  

123t；   

山梨県  障害者就業・生活支援センター 陽だまり   （社福）八ヶ岳名水会   408－ 0025  北杜市長坂町長坂下条1368－1  055卜32一 0035  

すみよし障がい者就業・生活支援センター   （財）住吉病院   400－ 0851  甲府市住吉4丁目11－5   
055－221－  

2135   

長野県  上小地域障害者就業・生活支援センター SHA  （社福）かりがね福祉会   
3【】6－  上田市中央3－5－1上田市ふれ  0268－27一  

0012  あいセンター2階   2039  

松本圏域障害者就業・生活支援センター あるぷ  （社福）安曇野福祉協会   399－ 8205  安曇野市豊科4156－1   
0263－73－  

4664  

長野圏域障害者就業・生活支援センター ウイえ  （社福〉ともいき会   380－  
0835   3737  

0285－24－  

飯伊圏域陪賓者就業・生活支援センター ほっと  （NPO）飯伊圏域障害者総合支  395－  飯田市東栄町3108－1     すまいる  援センター  0024  3182  

障害者就業■生活支援センター 佐久   （社福）佐久コスモス福祉会  385－ 0051  佐久市中込3100－3   
0267－84－  
6644  

上伊那圏域障香春就業・生活支援センターきら りあ  （社福）伊那市社会福祉協議会  3g6一 0021  伊那市伊那1499－7   
02（i5－74－  

5627  

北信圏域障専者就業・生活支援センター   （社福）高水福祉会   389－ 2254  飯山市南町19－8   
02t∋9｛62－  

1344   

岐阜県  岐阜障害者就業・生活支援センタ「   500－  
（社福）岐阜市社会福祉事業団   8876   

4757  

山ゆり障害者就業・生活支援センター   （社福）飛騨慈光会   
506－  
0054   6280  

501－  
ひまわりの丘障害者就業・生活支援センター  （社福）岐阜県福祉事業団  3938  関市桐ヶ丘3丁目2番地   

0575－24一  
5【ほ0  

西濃陣がい者就業・生活支援センター   （社福）あゆみの家   503－ 212き  不破郡垂井町栗原2066－2   0584－22－ 5861   

森岡県  静岡中東遠障害者就業・生活支援センターラツ ク  （社福）明和会   437－ 0062  袋井市泉町2－10－13   
0538－43－  
0826  

障害者就業・生活支援センター だんだん   （医）至空会   433－ 8101  浜松市北区三幸町201－4   053－420－ 0802   

－101－   
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障害者就業・生活支援センター ひまわり   （社福）あしたか太陽の丘   410㌻ 0312  沼津市原1418－48   

055－968－  

1120  

41了－ 0801  富士市大渕2075－3   
0545－35－  

1148  

障害者就業・生活支援センター ぱれっと   （社福）ハルモニア   426－ 0066  藤枝市青葉町2－11－1   
054－637－  
2111  

障害者就業・生活支援センター さつき   （社福）明光会   421－ 1211  静岡市葵区慈悲尾180   
054－277－  

30〕9   

愛知県  豊橋障害者就業t生活支援センター   （社福）岩崎学園   
440－  

0022   1321  

知多地域障害者就業一生活支援センター ワーク  （社福）愛光国   
0562－34－  

470－ 2102  知多郡東浦町緒川字寿久茂129   6669  

なごや障害者就業・生活支援センター   （社福）共生福祉会   
453－  
0012   1918  

西三河障害者就業・生活支援センターr輪輪J  （社福）愛恵協会   
0564－27－  

444－ 3511  岡崎市舞木町宇山中町121   8511  

尾張北部障害者就業・生活支援センター「よう わ  （社福）羞楽福祉会   0588岬88－  

」  487－ 0031  春日井市廻間町辛神屋洞703－1   5115  

494－  
0012  一宮市明地字上平35－1   

0586－68－  
ろ－ぷ」‘   尾張西部障害者就業・生活支援センター「す   （社福）樫の木福祉会  6822   

三重県  四日市障害者就業・生活支援センターー   0593－54－  

（社福）四日市市社会福祉協議 同 ：＝く  510－ 0085  四日市市諏訪町2－2  2550  

伊勢志摩障害者就業・生活支援センター ブレス  （社福）三重済美学院   
516－  
0077  伊勢市宮町卜5－20   

0596－20－  
6525  

鈴鹿亀山障害者就業・生活支援センター あい  （社福）和順会   
513－  

0801   1035  

伊賀圏域障がい者就業・生活支援センタージョ ブサポ 
518－ 0603  名張市西原町2825   

0595－65－  

ートハオ   7710  

障害者就業・生活支援センター そういん   （医）北勢会   
511－  
0061  桑名市寿町1－11   

0594－27－  

7188  

松阪・多気地域障がい者就業・生活支援センター  （社福）敬真福祉会   515一  松坂市始江町1392－3松坂ショッ  05g8－5t：卜  

マーベル  0812  ビングセンター「マーム」1階  5569   

滋賀県  障害者雇用・生活支援センター（甲賀）   （社福）しがらき会   528－ 0012  甲賀市水口町暁3一朝   
0748－63－  
5830  

湖東地域障害者就業・生活支援センター   （社福）ひかり福祉会   
522－  

0088   2245  

おおつ障害者就業・生活支援センター   
（NPO）おおつ「障害者の生活 と労働」協議会  520－ 0044  大津市京町3－5－12 森田ビル1F  077－522－ 5142  

湖西地域障害者就業・生活支援センター   （社福）ゆたか会   528－ 1632  高島市今津町桜町2－3－11   0740－22－  
3876  

湖南地域障害者就業・生活支援センター   
（財）滋賀県障青春雇用支援セ  524－  守山市梅田町2－1－217（セル  077－583－  
ンクー   0037  バ守山内）   5979  

束近江圏域障害者就業・生活支援センター   
523－  

（社）わたむきの里福祉会  
0891   7999   

京都府  京都障害者就業・生活支援センター   603－  
（社福）京都障害児福祉協会   8234  区野下若 1233  

障害者就業・生活支援センターはぴねす   （社福）南山城学園   
0774－41－  

611－ 0033  宇治市大久保町北ノ山101－10   2661  

障害者就業・生活支援センターわかば   （社福）みずなぎ学園   ら25－ 0014  舞鶴市字鹿原772－1   
07了3－65－  

2071  

障害者就業・生活支援センター「あんJ   （社福）京都ライフサポート協会  619－ 0204  木津川市山城町上狛前畑12－8  0774－86－ 5056  

なんたん障害者就業・生活支援センター   （社福）松花苑   
62ト  077ト24－  
0018   亀岡市大井町小金岐北浦18   2181   

大阪府  大願市障害者就業・生活支援センター   ボーッ協会   （社福）大阪市障害者福祉・ス   547－ 0026  大阪市平野区喜連西4－7－19  Otト4302－ 8977  

北河内東障害者就業・生活支援センター   
574－  

（社福）大阪知的障害者育成会   0036   0047  

0721ト53－  

（社福）大阪府障害者福祉事業 団  586－ 0024  河内長野市西之山町2－21  6093   

－102－   
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すいた障害者就業・生活支援もンター   （社福）ぷくぷく福祉会   5（；4－ 0031  吹田市元町19－15 丸ニビル1脂  06－6317－ 3749  

高槻市障害者就業・生活支援センター   （社福）花の会   
569－  
0071   4510  

八尾・柏原障害者就業・生活支援センター   （社福）信貴福祉会   581一 0853  八尾市菜音寺1－84   
072－940－  
1215  

とよなか障害者就業・生活支援センター   （NPO）豊中市障害者就労雇用  56ト  豊中市寺内ト1－10 ローズコミュ  06－4866－  

支援センター   0872  ニティー緑地1F   7100  

東大阪市障害者就業・生活支援センター   06－6了89－  

（社福）東大阪市社会福祉事業 団  577－ 0054  東大阪市高井田元町1－2－13  0374  

南河内北障寄者就業・生活支援センター   （社福）ふたかみ福祉会   
583－  
0856   7021  

枚方市障害者就業・生活支援センター   （社福）であい共生舎   
573－  

866t∋   2188  

寝屋川市障音者就菓・生活支援センター   （社福）光輝会   572－ 0832  寝屋川市本町1－2 一   
072－822一  
0502  

泉州中障害者就蓑・生活支援センター   （NPO）あいむ   
597－  
0072  貝塚市畠中ト3－10   

072－422－  
3322  

茨木・技津障害者就業・生活支援センター   566－  
（社福）摂津市社会福祉事業団   0062   

1212  

北河内西陣害者就業・生活支援センター   （社福）明日葉   57ト 0057  門真市元町20－26   
06－6900－  
3988  

泉州北陸害者就業・生活支援センター   0725－26－  

（NPO）チャレンジド・ネットいず み  594－ 0032  和泉市池田下町1341－12  0222  

泉州南障害者就業・生活支援センター   （NPO）倖害者自立支援センター  598－  泉佐野市下瓦屋222◆1   072－463－  

ほつぷ ■   0062  泉佐野人権文化センター2陪  7867  

豊能北障害者就業・生活支援センター   562一  072－723  
（財）箕面市障害者事業団   0015  1丁目112 ふれあい就労支援センター3階   8801  

堺市障害者就業・生活支援センター   072－292  
（NPO）堺市障害者就労促進協 田 臼  590－ D141  堺市南区桃山台1－28－1  1826   

兵庫県  加古川障害者就業・生活支援センター   （社福）加古川はぐるま福祉会  675－ 0002  加古川市山手ト‖－1D   
0794－38一  
8728  

神戸障害者就業・生活支援センター   652－  078－672－  

（社福）神戸聖隷福祉事業団   0897  神戸市兵庫区駅南通5－1－1   6480  

西播磨偉害者就業・生活支援センター   （社福）兵庫県社会福祉事業周  67【卜 0252  赤穂市大津1327 赤穂精華園内  0791－43－ 2091  

淡路障害者就業・生活支援センター   0799－33一  
（社福）兵庫県社会福祉事業団  656－ 1331  洲本市五色町都志大日707   11ミI2  

姫路障害者就業・生活支援センター   （財）姫路市障害者職業自立セ  
67（ト 007タ  姫路市御立酉5－6－26   

0792－91二  

ンター  6504   

奈良県  なら障害者就業・生活支援センターコンパス   （社福）宴楽ゆいの会   
630一  

8115   5512  

なら東和陪審者就業・生活支援センターたいよう  （社福）大和会   
833－  
0091   4404  

なら西和障害者就卦生活支援センター・ライク   （社福）ちいろば会   
0745－51一  636t 0802  生駒郡三組町三重1丁目13－32，   2001   

和歌山県  紀南障害者就業・生活支援センター   （社福）やおき福祉会   646－ 0〔】61  田辺市上の山2－23－52   
0739－26－  
8830  

障害者就業・生活支援センター つれもて   （社福）一変倉   840－ 8123  和歌山市三沢町3－40   
073－427一  

8149  

紀中陪轟音就業・生活支援センターわーくねっ と  （社福）太陽福祉会   644－  
御坊市湯川町財部726－9   

0738－23－  
0011  1955  

0735－21－  

東牟婁圏域障害者就業・生活支援センターあー ち  （社福）和歌山県福祉事業団  647－ 0041  新宮市野田1－8  7113  

伊都障がい者就業・生活支援センター   （社福）筍憩会   648－ 0074  橋本市野5－1   
0736－32－  
8246   

鳥取痕  障害者就業・生活支援センターしゆ－と   （NPO）すてつぶ   
683－  
0064   2140  

障害者就業・生活支援センター しらはま   （社福）鳥取県厚生事業団  689－ 0201  鳥取市伏野2259－17   
0857－59一  
6060  

障害者就業・生活支援センター くらよし   （社福）鳥取県厚生事業団   682一 0806  倉吉市昭和町1丁目156   
0858－23－  
8448   

ー103一   
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島根県  島根西部障害者就業・生活支援センター レント  （社福）いわみ福祉会   

697－  
0027  浜田市殿町75－8   

0855－22－  
4141  

障害者就業・生活支援センターリーフ   （社福）親和会   899－ 0822  出雲市神西沖町2476－1   
0853－43－  
0189  

松江障亭者就業・生活支援センター ぷらす  （社福）桑友   690－ 00t∋3  松江市寺町89   
0852－60－  

1870  

益田圏域障害者就業・生活支援センターポ ケットプラザ  （社福）希望の里福祉会   698－ 8003  益田市乙吉町イ110－1   
0856－23－  

7218  

雲南障害者就業・生活支援センター アーチ  （社福）雲南広域福祉会   
8854－45－  

690－ 2405  雲南市三刀屋町古城45－6   3150   

岡山県  岡山障害者就業・生活支援センター   （社福）旭川荘   703一 8555  岡山市祇園地先   
086－275－  
5697  

倉敷塵害者就業・生活支援センター   710－  
（社福）倉敷市総合福祉事業団   0834   9886  

津山障害者就業・生活支援センター   （社福〉津山社会福祉事業会  708－ 0841  津山市川崎1554   
0868－21－  
8830   

広島県  みどりの町障害者就柴■生活支援センター   （社福）みどりの町   729－ 1322  三原市大和町箱川1470－2   084ト34－ 1375  

東部地域障害者就業・生活支援センター   （社福）静和会   726－ 0012  府中市中須町1550－1   
0847－46－  
2636  

広島中央障害者就業・生活支援センター   く社福）つつじ   
739－  082－497－  
0133  東広島市八本松町米満461   0701  

広島障害者就業・生活支援センター   733－  082－537－  

（社）広島県手をつなぐ育成会   8004  広島市西区打越町17－27  1132   

山口県  光栄会 障害者就業・生活支援センター   （社福）光栄会   
755－  
0072  宇部市中村3－12－52   

0836－36一  

7571  

なごみの里 障害者就業・生活支援センター  （社福）下関市民生事業助成会  759－ 6602  下関市大字蒲生野字横田250  083－282－ 2116  

鳴滝園障害者就業・生活支援センター デパール  （社福）ほおの木会   
753－  083－902－  
0212  山口市下小鯖字大道2287－1   7117   

徳島県  障害者就業■生活支援センター「わーくわく」  （社福）愛育会   
771－  
0214   7523  

障害者就業・生活支援センター「箸蔵山荘」   （社福）池田博愛会   
0083－72－  

778－ 0020  三好市池田町州津井関1121－1   2444  

障害者就業・生活支援センター 「よりそい」  （社福）柏涛会   
779－  
2303   0434   

香川県  障害者就業・生活支援センター 共生   （社福〉意愛福祉事業団   769－ 2702  東かがわ市松原1331－5   
0879－24－  
3701  

障害者就業・生活支援センター オリーブ   （社福）あゆみの会   761－ 8058  高松市勅使町398－18   
087－869－  
4649  

障害者就業・生岳支援センター くぼら   763一  
丸亀市枠原町189－1   

0877－64－  
（医〉三愛会  0073  60川  

障害者就業・生活支援センター つばさ   （社福）三豊広域福祉会   768－ 0014  観音寺市流同町7別卜1   
0875－23－  

2070   

愛媛県  えひめ障害者就業・生活支援センター   （社福）愛媛県社会福祉事業団  790－ 0843  松山市道後町2－12－11‘   
089－917－  
8516  

障睾者就業・生活支援センター あみ   （社福）来島会   
794－  0898－34－  
0028  今治市北宝来町2－2－12  8811   

高知県  障害者就業・生活支援センター 0880－3年ー  

（社福）高知県知的障青竜育成 会■  787－ 0010  四万十市古津賀1409  6673  

高知障害者就業・生活支援センター シャイン  （社福）太陽福祉会   780－ 0935  高知市旭町2－21－6   
088－822－  
7119・  

障害者就業・生活支援センター ゆうあい   088－854－  

（社福）高知県知的障害者育成  783一 0005  南国市大桶乙2305  911l   

福岡県  北九州障害者就業・生活支援センター   （社福）北九州市手をつなぐ育  804－  北九州市戸畑区汐井町1－8 ウェ  093－871－  

成会   OD67  ルとばた2F   0030  

障害者就業・生活支援センター「デュナミス」   （社福）上境山保育会   
834－  
0115   4477  

福岡県央障害者就業・生活支援センター   （社福）鞍手ゆたか福祉会  822一 0024  直方市須崎町16－19   
0949－22－  

3（；45  

障害者就業・生活支援センター野の花   （社福）野の花挙国   
810－  
0044  福岡市中央区六木松1－2－22   

092－713－  
0050   

－104－   
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障害者就業・生活支援センター じゃんぷ   （社福）豊徳会   

825－  
0004  田Jtl市大字夏吉4205－3   

Og47－23一  
1150   

佐賀県  たちばな会 障害者就業・生活支援センター  （社福）たちばな会   849一 1422  嬉野市塩田町大字谷所甲1388  0【）54－86－ gO93  

障害者就業・生活支援センター もしもしネット  （社福）若楠   
84ト  0942－87－  
0005   鳥栖市弥生が丘二丁目134番地   8976  

障害者就業・生活支援センター きぽう   （社福）あやめ会   
甲7－  
0033  唐津市久里2073－2   

0955－78－  
1020   

長崎県  長崎障春着就業・生活支援センター   （社福）南高愛憐会   
854－  
0024   4887  

長崎県北地域陵害者就業・生活支援センター  （社福）民生会   
0956－62－  

857－ 0322  北松浦郡佐々町松瀬免109－2   3844  

障害者就業・生活支援センター ながさき   （社福）ゆうわ会   850－ 0876  長崎市賑町5番29号   
095－832一  

2080   

熊本県  熊本障害者就業・生活支援センター   （社）熊本県高齢t障害者雇用  860－  熊本市水道町8－6朝日生命熊  096－320一  
支援協会   08サ4  本ビル3階   8001  

熊本県南部障害者就業・生活支援センター「結」  （社福）康信会   
866－  
0876   33一ほ  

熊本県北部障害者就業・生活支援センターがま だす  （社福）菊愛会   
861－ 1306  菊池市大淋寺288－1   

0968－25一  
189g  

熊本県有明障害者就業・生活支援センターきず な  （医）信和会   
865－ 0064  玉名市中46－4   

0968－71－  

0071   

大分県  障害者就蓑・生活支援センター 大分プラザ  （社福）博愛会   
870－  
0029   3300  

0978－32－  

障害者就業・生活支援センターサポートネット すまいる  （社福）大分県社会福祉事業団  879－ 0471  宇佐市大宇四日市1574－1  1154  

障害者就業・生活支援センタ．－ はぎの   （社福）大分県社会福祉事業団  877－ 0012  日田市淡窓1－88－3   
0973－24－  

2451  

墓地地区就業・生活支援センター つばさ   （社短）紫雲会   879－ 7111  豊後大野市三重町赤嶺1927－1  0974－22－ 03ほ   

宮崎県  みやざき障害者就業；生活支援センター   
880一  

（社福）宮崎県社会福祉事業周   0930  3 1337  

のペおか障害者就業・生活支援センター   （社福）高和会   882－ 0836  延周市恒冨町4－66   
0982－20－  

5283  

こばやし障害者就業・生活支援センター   （社福）燦燦会   886－ 0008  小林市本町32   
0984－22一  
253g   

鹿児島県  かごしま障害者就業二生活支援センター   D99－272－  
団   （社福）鹿児島県社会福祉事業   899－ 2503  日置市伊集院町妙円寺ト1－1  5756  

おおすみ障害者就業・’生活支援センター   （社福）天上会   
893一  0994－35一  

0006   0811   

沖縄県  障害者就業・生活支援センターティーダ＆チム チム  （社福）名護学院   
905－ 0006  名護市早手茂佐943   

0980－54一  

8181  

中部地区障害者就業・生活支援センター   （社福〉新栄会   904－ 0033  沖縄市山里2－1－1   
098－931－  

171（；  

南部地区障害者就業・生活支援センター しご  （社福）伊集の木会   920一  那覇市字古島12－1ピュアパレ  D98－941－  
と・せいかつ支援センター群星（むりぶし）  0061  ス黒潮309   5008   

ー105－   



施設入所者の  

1入所者の手  
：○ 対象施設  

くH佃」0．1現在〉  〈H20．10．1現在〉  （1）身体障害者療護施設  

く2）身体障害者入所授産施設  

（3）知的障害者入所更生施設  
（4）知的障害者入所授産施設  
（5）精神障害者入所授産施設  
（6）身体障害者入所更生施設  
（7）精神障害者生活訓練施設  

入所者数  

▲0．9％（▲1，167人）  ； ＿＿＿＿－＿＿＿＿  

2 施設退所後の居住の場の状況  

（1）退所者の居住の場の内訳  
ー
ー
一
〇
の
－
 
 

他入所施設  他入所施設  地域移行型  
地域生活移行  

（障害）  

病 院   その他，   計   
（老人）  ホーム  

▲4，754人   ▲1，164人   ▲350人   ▲42人   ▲1，457人   

（50．9％）   （12．5％）   （3．7％）   （0．4％）   （15．6％）   
▲1，568人   

▲9，335人・  （16．8％）   

（2）地域生活への移行状況  
くH19．10．1→H20．10．1〉  

乱恩％（H19．10．1入所者数をベースとして地域生活へ移行した割合）  地域生活へ移行した者   

〈地域生活へ移行した者の住まいの場の内訳〉   
（
溺
瀞
捕
糞
8
）
 
 
 

共同生活介護  共同生活援助  福祉ホーム  通勤寮（旧法）  一般住宅（（D）  公営住宅（②）  家庭復帰く①◎を除く）   その他，   

1，557人（32．8％）  595人（12．5％）  107人（2．3％）  43人（0．9％）  734人（15．4％）  97■人（2．0％）  1，525人（32．1％）  96人（2・0％）  



施．設入所者の地域生活への移行に関する∴状況予につ∵いて，②  
■冊－－・－・W・・一岬・r「＝rl－・■－■－・・・・－■・rl．r，▼√W■晰．こmr－1【【・■←ここ「∵こてご．＝】一1WW紳．．－＿－ニ∵∴・十．w一■．．ぺ；三＝＝二丁．＿二二＿＝＝＝二≡．＿  

3 地域生活へ移行した者の日中活動の状況   

く地域生活へ移行した者の日中活動の内訳〉  

自立訓練   就労継続支援  就労継続支援   旧体系施設   旧体系施設  生活介護  
（機能訓練）・  （生活訓練）  

自立訓練   
就労移行支援  

A型   B型   （授産）   （授産以外）   

581人   33人   128人   267人   38人   641人   397人   316人   
（1・2．2％）   （0．7％）   （2．7％）   （5．6％）   （0．8％〉   （13．5％）   （8．4％）   （6．6％）   

地域活動支援  
一般就労   

能力開発校  
能力開発校  

以外の学校   
精神科  その他の活動   センター■  デイケア等  未定   不明   

144人   567人   15人   36人   438人   356人   400人   397人   
（3．0％）   （11．9％）   （0．3％）   （0．8％）   （9．2％）   （7．5％）   （8．4％）   （8．4％）   ー

一
〇
】
－
 
 

4 施設入所前の居住の場の状況  

（1）新規入所者の入所前の内訳  

地域生活   
他入所施設  他入所施設  地域移行型  

病 院   その他   計   
（障害ト  （老人）  ホーム  

3，149人（38．6％）  1，596人（19．5％）   69人（0．8％）   12人（0．1％）   2，852人（34．9％）   490人（6．0％）   8，168人   

（2）地域生活の内訳  

共同生活介護  共同生活援助   福祉ホーム   通勤寮（旧法）  一般住宅（①）  公営住宅（②）   家庭（⑳②を除く）   そゐ他   

159人（5．0％）  ■ 94人（3．0％）   12人（0．4％）   22人（0．7％）   563（17．9％）   43人（1．4％）  2，133（67．7％）  123人（3．9％）  



【参 考（前回調査：H17．10．1～H19．10．1）】  

：○対象施設  

〈H17．10．1現在〉  〈H19．10．1現在〉  （1）身体障害者療護施設  

（2）身体障害者入所授産施設  
（3）知的障害者入所更生施設  
（4）知的障害者入所授産施設  
（5）精神障専者入所授産施設  

入所者数   

・（6）身体障害者入所更生施設  

‡※（6）及び（7〉は、地域生活移行者と  ■  
；して時事福祉計画に計上した場合。  

▲0．3％（▲389人）  

2 施設退所後の居住の場の状況  

（1）退所者の居住の場の内訳  
－
一
〇
0
0
－
 
 

他入所施設  他入所施設  地域移行型  
地域生活移行  

（障害）  （老人）  ホーム   
病 院   その他・   ．計   

▲9，344人   ▲2，967人   ▲662人   ▲90人   ▲2，474人   

（49．3％）   （15．7％）   （3．5％）   （0．5％）   （13．1％）   
▲3，408人   

▲18，945人  （18．0％）   

（2）地域生活への移行状況  
〈H17．10．1→H19．10．1〉  

6．官％（H17．10．1入所者数をベースとして地域生活へ移行した割合）  地域生活へ移行した者   

く地域生活へ移行した者の住まいの場の内訳〉   

共同生活介護－  共同生活援助  福祉ホーム  通勤寮（旧法）   一般住宅   公営住宅   自宅（家庭復帰）   その他   

2270人（24．3％）  1661人（17．8％）  195人（2．1％）  112人（1．2％）  1072人（11．5％）  190人（2．0％）  3642人（39．0％）  202人（2．2％）  



グループホーム・ケアホームの体験入居  
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体験入居時の単価】  
・ケアホーム 675単位～324単位（障害程度区分別）  

■グループホ「ム 287単位  

※世話人の配置数に関わらず一定の単価。  

※経過的居宅介護利用型共同生活介護事業所等については、  
個別支援計画の作成義務がないため、体験の対象外。  ※入院・外泊時加算又は  

帰宅時支援加算等を算定  
王【加算】  

通常の単価を算定  ○福祉専門職員配置等加算  
○夜間支援体制加算・夜間防災体制加算  
○重度障害者支援加算  
○日中支援加算  
○医療連携体制加算  
○地域生活移行個別支援特別加算 等   

（
溺
淋
捕
茸
∽
）
 
 
 

※入院時支援加算等については、施設入所者が体験する場合、入院中は施設側  
が支援を行うため、グループホーム等でlま加算を算定しない。  
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宿泊型自立訓練への移行イメージ（例）  
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※移行の例であり、他にも様々な移行形態がありうる。  



サービス利用計画作成毒の支給対象の例示（平成21年4月～）  
■■▲－■■■■■｛■【■1－1－■■■一一■■■一一－■■1－】■■一■■■■■■－■■■■－－■－′■l】－－■－－－－■－－－－－－－■一一－■－－一－－■－■－－■－－■一－■－－－－－■－－－l  

：1．障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行うことが必要である者。  

：2．単身世帯の者等、自ら指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行うことが困難である者。  
≡3・重厚障害者等包括支援に係る支給決定を受けることができる者。  
－一－－■■一一－ －－－－－ －■－ ■－－－－ ■－－－－■－ －－－－▲－－ ■－ －■一－－ － ■一－－－ －】－ －－－】－－－ －－ －－－－－－ －■－■－－1・－■－t■・一 － ■－←－－ －－●－－－ －－ －－■ ■■■■▲■  

（1）住環境の変化  

地 域．－ 生 活 へ の 移 行  －
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世帯の者等、自 2．単身 措定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行うことが困難である者  

者  

による放置、無理解、無関心l   】   －－－柑駆闇陪－‘∃     l   

3．重度障害者等包括支援に係る支給決定を受けることができる  

重度障害者等包括支援の対象者  
′㌧∴ン．ぺてミ〉 ′ l‘一、J■・、：、・ふ÷■ 持主笠～三三！ 

雪嶺       ≡塑三こ■■さ‘，：∴∴、＿／．        しこ．J∵「ハ∵∵．J．・．J    卓立ず隼．㌧・㍍・L二；。   〆 
ト、ムTJつ．1点ゝY－ゝ1ニーrぢソ・、J∫1丁一亡一ユ  

■     訝力融和線毒軸塵  
間揺  

凍血・三挺強練∴∴て：  ゝぅ，       ｝1■・  
ーL㌧’小デ】躍ち慧  如顔癖画蠣      窮     訊盈か蕊        無    磁揃鯨                     ′・ 

滴車重                                            ▲撃㌢一；サナ  
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給決定を受けている者は対象   



「サービス管理責任者」の経過捨置  

実務経験  

障害者の直接支援・相談支援などの  

業務（5～10年）。  

サービス管：哩  

責任者として  

配置  

1
一
一
員
1
 
 【その他の経過措置】  
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負担基  

○ 平成21年度の国庫負担基準の設定に当たっては、平成19年度実績を踏まえ、全国の9割程度の市町村の   
支給実績をカバーできるように水準を設定。  
（国庫負担基準の一人当たりの水準：平成18年度 95，000円 → 平成21年度105，000円）  
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担基準  平成21年度の   

∴■．重度障害者首  
包括支援対象者  

行動援護対象者  居宅介護対象者  重度訪問介護対象者  

区分1   2，290単位   

・ 区分2   2，910単位   

区分3   4，310単位   

区分4   8，110単位   

区分5   12，g40単位   

区分6   18，680単位   

H 障害児   7，280単位   

区分3※   15，220単位   

区分4   19，020単位   

区分5   23，850単位   

区分6   29．590単位   

10，780単位   

区分4   14，580単位   

区分5   19，410単位   

区分6   25，150単位   

障害児   13，750単位   区分3  

45，500単位  

26，820単位  介護保険対象者   

※区分3は徳過規定  
重度障害者等包括支援対象者で、  
居宅介護、行動援護又は重度訪問  
介護を利用する者  6，470単位  10，910単位  介護保険対象者  介護保険対象者  

44，650単位・  

25，970単位  介護保険対象者   

l  

－
一
一
の
－
 
 重度障害者等  

包括支援対象者  一重度訪問介護対象者  居宅介護対象者  行動援護対象者  

，． 1区分3滞  1．8β2P単位   

区分4  ‡ごて22，54b単掛   

区分声   揚27碑阻   

．区分6   ：40－カ30単位   

区分3  ‘11，25d単位卓   

：・区分4．・  卵，鱒0単位ざ   

・区分畠・  2b汀80単阻   

∴．区分6＝■・  ：J26カ．0単位二．   

障套由   1′4，310単位   

二 ＝区分1   21裾0単掛   

鹸2  ．3ごq58単位   
薗如   4，ちQO単位   

’区分4一  ・∴8－440単組   

．虐分岳  ．．13，580単位   

区分6   19，450単位 

原書児－：  ■7，590単位  

ーニ88，二qOp単位こ  ∴∴区分臥∴二三   

介醸保険野春草  31、760単位  

重度障害者等包括支援対象者で、  
居宅介護、行動援護又は重度訪問  
介護を利用する者  

※区分3は経過規定  

ち8カ40単位  6，750単位  12，31▼，0単位  ．介護保険対象考   介護保険対象者′  

′29；3．5P単位 介護保険対象者  （注〉各区分の国庫負担基準額（一人当たり月額）は、表の「単位数」に級地区牟ごとに設定する「1単位当たり   
単価」及び「各市町村の給付率」を乗じた額とする。  



国庫負担基準に係る運用等について  

1国庫負担基楽の匪翁問詰聾   
べ 

すての潮間糸サーヒスに係る居富．程度区分の基準額を合訂して適用す  

2縦庸保障  国厳担蛮蓮蜜麺感謝跳畿聾濫適減船癒瀦恕国原鮎茎葉自藍腰協定前ぬ閥垂司深成】無塵抱葱鮪 

い．自治体については、・従前の補助実需忙基づき国駄負担を行う  
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援護覇  指定行   提供責  

か かる経過措  

○サービス提供責任者  

・介護福祉士  
・介護職員基礎研修修了者  
・ヘルパー1級  
・ヘルパー2級＋3年以上の  
実務経験  
・行動援護従業者養成研修  
修了者  1

一
一
¢
－
 
 

※ ヘルパー2級における実務経験（3年以上）のうち・の知的又は精  
神障害に関する実務経験を含めて差し支えない。  

○ヘルパー  

・介護碍祉士  
・介護職員基礎研修修了者  
・ヘルパー1級  
・ヘルパー2級  

・行動援護従業孝養成研修  
修了者  
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（関連資料17）  

平成21年度障害児施設措置貴の保護単価（案）   

（1）事務費  
－（D一般事務費  （単位：円）  

施 設 種 別  定員  1故地  2故地  3級地  4敵地  5敵地  6扱地  7敵地  8徳地  9故地  10故地  11故地  その他   

知的障害児施設   30  220．930  216．880  213．870  2T2．750  2Tl．580  210．050  208．500  206，960  205．420  203．880  20D．820  196．150   
第二種自閉症児施設   40  222．520  218．280  215．†20  2】3．880  212．650  21丁．10（〉  209．540  2（）7．960  2（）6．660  205t870  201．g30  柑7．】00   

知的障害児通園施設   30  133．2gO  】30．6gO  128．760  128．010  127．250  126．260  】25，240  124．220  123．190  122．1拍  120．170  117．110   
育児施設   30  202，090  198．4川  195，670  柑4．630  】93．590  192．180  190．了70  189．360  187．960  T86，550  柑3．750  179．別0   

ろうあ児施設   30  20丁．150  197．410  194．630  柑3，580  】92，540  T91．150  189．730  188．320  柑8．940  】85．530  柑2．720  178．530   
難聴幼児通園施設   30  199．640  195．780  192．920  191．790  190，840  189．120  187．600  186．110  柑4．570  183．050  180．060  175．520   

肢体不自由児療護施設  50  23g．660  235．050  23L630  230．ユー【）  228．980  227．260  225．540  223．7gD  222．090  220．320  216．830  21丁．640   

②加算費等の単価  （単位：円）  

施 設 種 別  定員   加算真の区分   

第一種自閉症児施設   40   保育士等加算黄   72，190   

肢休不自由児施設   50   保育士等加算黄   27，120   

肢体不自由児通園施設  通園指導費   49，100   

（∋心理療法担当職員配置加算の単価  （単位：円）  

施 設 種 別  定員  1級地  2故地  3級地  4級地  5級地  6敵地  7級地  8敵地  9敵地  10級地  ‖故地  その他’   

知的障害児施設   3〔〉  12，150  11．880  11．700  ＝．610  Tl，520  11，430  11，340  1T．240  1T．150  11．060  TO，880  †0．610   

第二種自閉症児施設   40  9．‖0  8．910  8．770  8．700  8．640  8，570  8．500  8，430  8，360  8．300  8，160  7．960   

盲児施設   30  12．150  11，880  ‖．700  11．610  】1．520  11．430  11．34D  11，24D  11，150  11．060  10．880  10．610   

ろうあ児施設   30  】2．150  11．且80  11．700  11．61p  11．520  11．430  †1．340  ‖．240  ‖．150  11．060  10．880  10．6川   

肢体不自由児療三菱施設  50  7．290  7．130  7．020  6．960  6．910  6．850  6．800  6，750  6．690  6．640  6．530  6．360   

④看護師配置加算の単価  （単位：円）  

施 設 種 別  定員  1銀地  之敵地  3級地  4故地  5級地  6級地  7敵地  8銀地  9級地  10級地  l】故地  その他   

知的障看児施設   30  15．830  15．240  14．980  14．糾0  14．710  14．580  川．450  14，320  14，柑0  】4．060  柑．800  13．410   
第二種自閉症児施設   40  ‖．720  11，430  ‖．230  一丁．130  11．030  】0．940  10．840  10，740  10，6朝  川．550  10．350  10．060   
盲児施設   30  15．630  15，240  14．9如  14，840  14，710  14．580  14．450  14．320  14，190  14，060  13．880  13，410   
ろうあ児施設   30  15．630  15．240  川，980  †4．840  14，7】0  川，580  川．450  川，320  14，†90  丁4．060  13．800  13，41t）   

肢体不自由児療講施設  50  9，370  9．140  8．980  8．910  8，830  8．750  8．6ナ0  8，590  8，510  8．440  8．280  8，040   

（2）事業費   

①一般生活費  ．（単位：円）  ②重度加算費  （単位‥円）  

日仏■■■■■・ ∵  ■   単価   

知的障害児施設   ．47．340   

第二種自閉症児施設   47．34（〉   

知的障害児通園施設   14．570   

育児施設   47．340   

ろうあ児施設   47．340   

雛應幼児通園施設   14．570   

肢体不自由児療護施設   47．340  

施  設   種  別   25％和算分   30％加算分   

知的障害児施設   ・47，120   56．540   

第一種自閉症児施設   47．12（）   56．540   

第二種自閉症児施設   47．120   56．540   

育児施設   44，870   53．，830   

ろうあ児施設   40：g70   49．150   

肢体不自由児施設  56．540   

肢体不自由児療護施設  56．540   

⊥120－   



○里親に委託されている児童が保育所へ入所する場合等の取扱いについて（平成11年8月30日児家第50号厚生省大臣官房障害保健福祉部障害福祉課長、児童   
家庭局家庭福祉課長、児童家庭局保育課長連名通知）の新旧対照表（案）  

児家第50号  
平成11年8月30日  

【一部改正】平成14年10月15日 雇児福発第1015001号  

平成11年8月30日  

【一部改正】平成14年10月15日 雇児福発第1015001号  
【一部改正】平成 年 月 日 雇児福発第  号   

二、－  丁、・  
各 指定都市  

都道府県     中核市   
各 指定都市  

都道府県     中核市  
民生主管部（局）長 殿  民生主管部（局）長 殿  

厚生省大臣官房障害保健福祉部障害福祉課長  
児童家庭局家庭福祉課長  
児 童 家 庭 局 保 育 課 長  

里親に委託されている児童が保育所へ入所する場合等の取扱いについて   

（略）  

，厚生省大臣官房障害保健福祉部障害福祉課長  
児童家庭局家庭福祉課長  
児 童 家 庭 局 保 育・課 長  

・里親に委託されている児童が保育所へ入所する場合等の取扱いについて   

児童福祉行政及び障害福祉行政の推進については、かねてより特段の御配  
慮を煩わせているところであるが、今般、標記について、別紙のとおり取り  
扱うこととしたので、十分御留意の上、遺憾のないようにされたい。  

別紙  

1里親に委託されている児童が保育所へ入所する場合の取扱いについて   
ア 取扱い  

里親の就労等により里親に委託されている児童の保育に欠けることと  
なった場合において、当該児童の最善の利益の観点から、当該里親への   
委託を継続することが適切と認められる場合には、当該児童につき里親  
に委託されていることが、保育所に入所することを妨げないものとする。  
児童を既に就労している里親に委託することが、当該児童の最善の利   

益に適うと認められる場合についても、同様の取り扱いであること。  
本取扱いを行うに際しては、児童相談所と市町村の間で十分に連携を  

図り、当該児童について最善の措置を採るこ七。   
イ 費用の支弁   
① 里親に対する支弁  

里親委託に係る措置費の女弁については、「児童福祉法による児童入  
所施設措置費等国庫負担金について」（平成11年4月30日厚生省発児第  
86号厚生事務次官通知。（以下「児童入所施設措置費等交付要綱」とい  
う。）及び「「児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金につ  
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改   正  後   現  行．  
いて」通知の施行について」（平成11年4片30日児発第416号厚生省児  
貴家庭局長通知。以下「児童入所施設措置費等施行通知」という。）  
により、月額を支弁する。  

②保育所に対する支弁  
保育所運営費の支弁については、「児童福祉法による保育所運営費国  

庫負担金について」（昭和51年4月16日厚生省発児第59号の2厚生事務  
次官通知。以下「保育所運営費交付要綱」という。）及び「「児童福祉  
法による保育所運営費国庫負担金について」通知の施行について」（昭  
和51年4月16日厚生省発児第59号の5厚生省児童家庭局長通知。以下  
「保育所運営費施行通知」という。）で定める保育単価により、月額を  

支弁する。  
ク費用の徴収  
①里親委託に係る費用徴収  

里親委託に係る措置費の国庫精算上の費用徴収については、児童入  
所施設措置費等交付要綱の第5に定める「児童入所施設徴収金基準額  
表」により、月額を徴収する。  

②保育所入所に係る費用徴収  
徴収を免除する。  

2 里親及び小規模住居型児童養育事業を行う者（以下「ファミリーホーム」                    2里親に委託されている児童が障害児通園施設へ通所する場合の取扱いに つ  
いて  

通う場合の取扱いについて ‾ 
ア取扱い  ア取扱い  

児童が里親又はファミリーホームに委託されており、当該児童が身体   児童が里親に委託されており、当該児童が身体等に障害を有している   
等に障害を有している場合に、知的障害児通園施設、難聴幼児通園施設、   場合に、知的障害児通園施設、難聴幼児通園施設又は肢体不自由児通園   
肢体不自由児通園施設（以下「障害児通園施設」という。）又は児童デγ  施設（以下「障害児通園施設」という。）において軍門的な療育・訓練を   

る   受けることが必要と認められる場合は、「里親制度の運営について」（平   
サービスにおいて専門的な療育・訓練を受けることが必要と認められ    雷管町里親については「里親制度の運営について」（平成14年9月5日   成14年9月5日雇児発第0905002号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通   
雇児発第0905002号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）第4の1の   知）第4の1の（1）のキにより、通所施設の指導訓練を受けさせるこ   
（1）のキにより、通所施設の指導訓練を受けさせることができること   とができることとされているところであるが、その取扱いについては、   
とされているところであるが、その取扱いについては下音別ち留意すると  下記に留意されたい。  
ともにファミリホナムについても同様の取扱いとされたい。  

①障害児通園施設の日々の通所人員は認可定員を超えないものとする。  
① ②扱いを行うに際しては、児墓相談ノ升において十分棋討の上∴当  
たモ  該児童において最善の措置を採ること。  

採るこ 
携を図り＼当該児童において最吾の措置をと。 ②‾「訝た育休等に障害を有しており、障害児通園施設や児童デイサービ  ③既に身体等に障害を有しており、障害児通園施設に通所している児  
スに通っている児童が里親又はファミリーホームへ委託される場曾に  童が里親へ委託される場合についても、同様の取扱いであること。   
ついても、同様の取扱いであること。  

－
一
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正  後  現  行  

里親及びファミリーホームに対する支弁  
里親 びファミl－′＼－ム委託に係る措置費の支弁については、児  

①   ① 里親に対する支弁   
里親委託に係る捨置費の支弁については、児童入所施設措置費等交   

付要綱及び児童入所施設措置費等施行通知により月額を支弁する。  
意入所也設指 ‾  入、網及び児童入所施設措置費等施行通知によ  り月額を支弁する。  

②の1障害児通園施設に対する支弁  ② 障害児通園施設に対する支弁   
一 障害児通園施設措置費の支弁については、「障害児施設措置費国産負  園施設措置費の支弁については、  措置の扱いとなることか  

施設措置費（給付費専）国庫負担   担金及び知的障害者施設措置費国庫負担金  について」  について」  
1218002号厚  月18日厚   ロ。以下  

（給付費  費国庫負担金及び知的障害者   
等）国庫負担金について」の通知の施   について」  
簡発第詔18001号障害保健福祉部長通知   

」 いフ。で定める保護単価によ  で定める保護単価により、事務費については月額を支  ロ」 いっ。 弁し、事業費については次の算式により日割りで支弁する。  
その月の支弁額  

＝ 月額保護単価÷その月の開園日数×その月の通園した日数   
（隆）10円未満の端数は切り捨てる。また、「開園日数」とは、日  

曜日、国民の祝日及び休日を除いた日数をいう。  

り、事務費については月額を支  
弁しこ事業費については次の算式により日割りで支弁するb   

その月の支弁額  

－
一
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ウ 費用の徴収   
① 里親委託に係る費用徴収一  

里親委託に係る措置費の国庫精算上の費用徴収については、児童入   
所施設措置費等交付要綱の第5に定める「児童入所施設徴収金基準額   
寮」により、月額を徴収する。   

② 障害児通園施設通所に係る費用徴収   ‾   
徴収を免除する：   

ウ 費用の徴収  
里親及びファミリーホーム委託に係る費用徴収  

ム 委託に係る措置費の国庫精算上の費用徴  びファミリーホー   
収にらいては、 呈入所施設措置費等交付要綱の第5に定める「児童  
入所施設徴収金基準額表」により、月額を徴収する。  

サービスに係る費用徴収  障害児通園施設及び児童デイ  
徴収を免除する  



正  後  現  行  
児通園施設又  イサービスに通  3 母子   

ついて  
設へ通所する  

う場合の取扱いについて  
ア‾ 取扱い   

児童が母子生活支援施設に入所しており、当該児童が身体等に障害を   
有している場合に、障害児通園施設又は児童デイサービスにおいて専門   
的な療育・訓練を受けることが必要 欝   る 口は、当該児童につ   
き、母子生活支援施設に入所していることが、障害児通園施設又は児童   
デイサービスに通うことを妨げないものとする。なお、その取扱いにつ   
いては、下記に 息されたい。  

ア 取扱い   
児童が母手生活支援施設に入所してお   

有している場合に、障害児通園施設にお   
児
的
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門
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 ることが必要と認められる場合は、当該児童につき  

に入所していることが、■障害児通園施設に通所する  
とする。なお、その取扱いについては、 記に 息  

① 障害児通園施設の日々の通所人員は認可定員を超えない  ものとする。   
① 本取扱いを行うに際しては、児童相談所と福祉事務所又は市町村の  
間で十分連携を図り、当該児童において最善の措置を採  携を図り、当該児童において最善の措置を採ること。  

③ 既に身体等に‘障害を有しており、障害児通園施設に適所してし   
童が母子生活支援施設へ入所する場合についても、古 の 没し  

ること。   
② 既に身体等に障害を有しており、障害児通園施設又は児童デイサー  

ビスに通っている児童が母子生活支援施設へ入所する 口について、  
言 の  いであること。  

イ 費用の支弁（支給）   
① 母子生活支援施設に対する支弁・  

母子生活支援施設持直費の支弁については、児童入所施設措置費等   
交付要綱及び児童入所施設措置費等施行通知により月額を茸弁する。   

②の1 障害児通園施設に対する費用の支給   
‾蘭書児通園施設に係る給付費については、契約による利用となるこ  

児
あ
 
 

る
で
 
 

ること。  
イ 費用の支弁   
① 母子生活支援施設に対する支弁  

母子生活支援施設措置費の支弁にづいては、児童入所施設措置費等   
交付要綱及び児童入所施設措置費等施行通知により月額を支弁する。   

② 障害児通園施設に対する支弁  
－
一
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阜
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障書児通園施設措置費げ貢弄については、障害児施設措置    r・【P PノL」人L迫l∠【5二l〟L9肌T」∃l∈L．貝 〉ノノ〈・＿ノIlヽ・－ 一′Y   交付要  
綱及び障害児施設摺   行 知で定  とから、「児童福祉］に づ  める保   
ついては  こつい  

月の支弁額   
＝ 月  ∃ 単価÷その月の開園日数×その月の通園した日数  

は、日   



改  正  後  

① 母子生括支援施設入所に係る費用徴収  
母子生活支援施設措置費の国庫精算上の費用徴収については、児童   

入所施設措置費等交付要綱の第5に定めるr児童入所施設徴収金基準   
額表」により月額を徴収する。  

②の1 障害児通園施設に係る費用負担  【 
障害児通園施設の利用に係る曹河負担については、通常の契約利用  

① 母子生活支援施設入所に係る費用徴収  
母子生活支援施設措置費の国庫精算上の費用徴収については、児童   

入所施設措置費等交付要綱の第5に定める「児童入所施設徴収金基準   
額表」により月額を徴収する。  

② 障害児通園施設通所に係る費用徴収  
障害児通園施設措置費の国庫精買上の費用徴収については、障害児   

施設措置費交付要綱の5の 5 で疋 る表‾ ［ 障害児施設徹夜奄冨  と同様に原  
により日   

＝†   準額÷その月の開園日数×その月の通園した日数  
は、日  

②の2 児童デイサービスに係る費用負担  
担については、通常の契約利  ービスの  

ー・・ビス  
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4 その他   
里親に委託されている児童及び母子生括支援施設に入所している児童が、   

情緒障害児短期治療施設又ば罪竜自立支援施設へ退所する場合の費用の支  
弁及び徴収については、児童入所施設措置費等交付要綱の第7に定めると   
ころによること。 

4 その他   
里親及びフ．アミリーホームに委託されている児童又iま母子生活支援施設   

に入所している  が、・即 障害児短期拍療施設又ほ河童自立支援施設へ  
通所する場合の費用の支弁及び徴収につい  
ア 費用の支弁  

ては次のとおりとする。  

情緒障害児短期治療施  垂親、ラァミリーホーム、母子生活支援施設、  
設通所  については  

ミリーホーム委託又は母子生活支援施設入所  に係る費   びファミ  

又 は母子生活支援施設  係 る措置費   里親及びフア  ミリーホーム委託に  
収については  

又 は児童自立支援施設通所部に係る  治療施設通所 部  



（関連資料19）  

地域新エネルギー等導入促進対策費補助金の概要  

資源エネルギー庁新エネルギー対策課  

1．制度の概要  

新エネルギー等の導入促進において、地方公共団体等や非営利民間団体が行う地域  

における先進的な取組みに対し、導入事業真の一部を補助する。また、地方公共団体と   

民間事業者が連携して行う新エネルギー等導入事業（太陽光発電に限る。）に対して、社  

会システム枠として当該導入事業費の一部を補助する。  
（注1）導入事業の実施に先立ち新エネルギー等設備の設置による環境負荷削減効果（CO2排出削減  

量等）についての定量的目標を設定するとともに、新エネルギー等の普及啓発事業等を行うことが  
必要。   

2．補助対象車業者  
（1）一般枠  

地方公共団体、地方公共団休の出資に係る法人（地方公共団体の出資比率が50％  

以上の場合に限る。）及び非営利民間団体（法人格を有するものに限る。）  
（2）社会システム枠 

地方公共団体及び民間事業者  
（注2）社会システム枠は、民間事業者が行う地方公共団体の政策に位置づけられた取組みであって、  

当該事業への地方公共団体による財政的関与（補助金の交付、地方税の減免等）等があることが  
必要。   

3．補助率 1／2以内   

4．予算額 平成21年度予定額：6乙6億円   

5．実施スキーム【民間団体等（交付機関）は未定。】  

垣□→（補助）→  →（補助）  民間団体等   地方公共団体、非営利民間国体  

6・補助対象設備（［］内は、基本規準等要件）  
太陽光発電［太陽電池出力10kW以上］、風力発電［発電出力500kW以上（非営利民間団体：規  

横雲件なし）］、太陽熱利用［集熟面積100n了以上（非営利民間団体：規模要件なし）］、バイオマス  

発電［バイオマス依存率60％以上］、バイオマス熟利用［バイオマス依存率60ウる以上］、バイオマ  

ス燃料製造、雪氷熟利用、温度差エネルギー［熱供給能力6．28GJ／h（非営利民間団体＝規  

模要件なし）】、水力発電［1千kW以下］、地熱発電レ〈イナリーサイクル発電方式に限る］、天然ガ  

スコージェネレーション［発電出力1  OkW以上（非営利民間団体：規模要件なし）】、燃料電池［発電  

出力50kW以上（非営利民間団体：規模要件なし）］   

7．公募期間 平成21年4月頃（－ケ月間程度）   

8．本制度へのお問い合わせ先  

経済産業省 資源エネルギー庁  

省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー対策課  

地域新エネルギー等導入促進事業担当：滝沢、漆畑  
TEL：・03－3501－4031  

－126－i   



指定小規模多機能型居宅介護事業所における  

障害児（者）の受入事業について  
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実施方法  

○ 身近な場所で指定生活介護等を利用することが困難な障害者が介護保険法に基づく指定／ト規  

模多機能型居宅介護事業所を利用する場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業・所におい  
て提供される通いサービスを障害者自立支援法に基づく基準該当生活介護又は基準該当貞立訓練  

（機能訓練1生活訓練）とみなすものとすることにより実施する。  
○指定児華デイサービスを利用することが困・難な障害塊が介護保険法に基づく指定小規模多機能  

型居宅介護事業所を利用する場合は、当該小規嘩多機能型居宅介護事業所において提供される  
通いサービスを障害者自立支援法に基づく基準該当児童デイサービスとみなすものとする 

より実施する。  
○ 当該通いサービスを利用するために、当該小規模多機能型居宅介護事業所に登録を受けた障  

害児（者）が当該小規模多機能型居宅介護事業所lこおいて提供される宿泊サービスを利用する場  

合は、当該宿泊サービスを障害者自立支援法に基づく指定短期入所とみなすことにより実施する。  －
一
N
0
0
－
 
 

指定小規模多機能型居宅介護の  
1利用者のサービス提供に影響を及ぼさない範囲で」障害児（者）が利用すること  

1登録定員が25人（通い15人、宿泊9人）を超えないこと  

土 居間、食堂、宿泊室等の面積など基準を満たしていること  

※ 利用者数と障害児（者）の利用者の合算数で必要な職員数を確保すること  

・指定小規模多機′能型居宅介護事業者が障害児関係施設等から技術的支援を受けること・等   
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（参考資料）   

介護事業者への労働基準関係法令の周知徹底等について  

厚生労働省労働基準局  

1 介護労働者の労働条件の確保  

○ 介護労働者に係る労働時間、割増賃金、最低賃金等の労働基準関係法令の   
遵守については、特に、訪問介護労働者に係る移動時間の取扱い等に関し平   

成16年に労働基準局から発出された「訪問介護労働者の法定労働条件の確   

保について」の通達を中心としてここれまでもその周知徹底をお厳しi－してき   

たところです。  

○ しかしながら、全国の労働基準監督機関において、平成19年に介護事業   

者を含む社会福祉施設3，075事業場に対して監督指導を実施したところ、   

このうち2，307事業場において何らかの労働基準関係法令違反が認めら   

れ、違反率は75．0％（全業種の違反率67．9％）でした。 

間、割増賃金、就業規則に関する違反率が高く、依然として労働基準関係法   

令の遵守について問題がある事業者が多くみられます。  

○ 法定労働条件の確保は、安定的な事業運営や人材確保の観点からも重要な   
課題です。   

障害保健福祉事業を所管される都道府県等におかれましても、改めて法定   

労働条件の確保について、周知徹底をお願いします。  

○ 周知徹底に際し、各都道府県等で開催する事業者等に対する説明会等にお   

いて、都道府県労働局に働きかけ労働局の担当官から労働基準関係法令の遵   
守のための説明を行う時間等を設けること等により効率よく周知を図るこ   

とも有効ですので、積極的な取組をお願いします。  

なお、法令遵守に係る説明等の協力については、都道府県労働局にもすで   
に指示しているところです。  

○ また、今後、都道府県労働局から、労働基準関係法令の内容に係るパンフ   
レット等の資料について、適宜情報提供がなされる予定ですので、これも活   

用し、事業者における法定労働条件の確保についての周知徹底をお願いしま   

す。  

2 障害者である労働者の労働条件の確保   

○ 都道府県等において、障害者である労働者に閲しその労働条件の履行確保   
上の問題がある事案を把握された場合には、労働基準監督署等に適宜の方法   

により速やかに情報提供くださいますよう、お願いします。  

－131－   
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Ql砺閏介護の業務に従事した時間に爾して支払う集金額と、移動時問に対して支払う貴会徽  
は、異なってもよいですか。  

Al訪問介揺の禁掛こ直接従事する時間と、それ以外の窯務に従事する時間の賃金水準につい   
ては、最低賃金研を下回らない範囲であれば、労使の話し合いによって決定することば差し   
支えありません（通運記の2の（4）のイ）．  

随艶蹟鮭親類聯媒酌巌笹・  
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Q2 当社A事業場では、過去3ケ月間にわたり移動簡閲を把握した犠桑、糊鴫の専情がない限り、   
1回当たりの移動時間が15分を上回らないことが判明しました．そこで、A事業場においては、   
移動時問を15分と定め、移動l回当たリ15分に相当する賃金を支払うこととし、15分を超えた   
場合には、超過レた時間分の賃金を追加して支払うことを検討していますが、可能ですれ  

A2 移動時間を含め労働時間を適切に管理することは使用者の責務であり、移動に要した聴聞を   
権威し、妃録する必要があります．移動に係る貸金は、このようにして把捉した労働時間に基   
づき算定するのが基本となります．  

ご貸間のように、事務処理の簡素化のため移！捌こ係る賞金を定額制とすることは・実労働時   
間に基づき支払うべき貸金が走破を通える場合に隠退分を支払うのであれば、労働者に不利益   
とはなりませんので、可能と考えられます。この堵魚雷入通知書や就業規則でその旨を明示   
する必要があります．なお．定額制をとりいれても労働時間の把娃lま必要であるとともに、超   
過分を支払わないことは賞金の一部不払となることに留意してください。   
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な、予定れている所定労働日数を算し難い場合には、基準日直前の笑談を考偏して  
所定労働日教官算出することとして差し支えありませんふ したがって、この掛合には、雇人  
れの日から起算して6か月経過後に付与される年次有給休暇の日数について、過ま6・か月の  

労侮日数の真横を2惜したものを「1年間の所定労働日数」，とみなして判断して差し支えあ  

りません。  

○年次有給休暇の比例付与日数  

就業規則の作成及び周知について  

短時間労働者である訪問介誕労紗者についても、就業規則の作成要件である「常時10人以  

上の労働者」に含まれます。  
また、耗業規則については、常時事業場内の各作黄楊ごとに鴻示し、又は備え付ける等の  

方法により労働者に周知する必要があります。なお、草葉場等に赴く横会の少ない訪問介護  
労働者に辞する周知については、警両を交付することによる方法を藩ずることが望ましいで  
しよう。   
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○短時間労働者は健康診断を実施しなければならないか。   

「短時間労働者」であっても、①期間の定めのない労働契約により使用されるもの  

（期間の定めのある労櫛契馴こより使用されるものであって、当該契約期間が1年以上  
であるもの並びに契約の更新により1年以上便用されることが予定されている者及び当  

該契約の更新により1年以上引き続き使用されている者を含む。）であって、◎その者  
の1週間の労働時間数が当該車乗捌こおいて同毯の栗源に従事する通常の労働者の1週  

間の所定労働時間致の4分の3以上であるものは労働安全衛生法に定める健康診断を英  
施しなければなりません。   

なお、所定労働時間数が4分の3未満であっても、訪問介護労働者の滑潔の保持及び  
健康状態について必要な管理を行う観点からも健康診断を突施することが望ましいでし  

愕齢無塵拗覿転行   
労働者に対して、雇入れ時及び作業内容変更時の安全衛生教育を実施しなければなりませ  

ん。   
掛こ、訪問介護労働者に対する安全衛生敵背の実施に当たっては、訪問介護関係乗務の実  

態を楷まえて、腰痛をはじめとした当該業務に関連して発生するおそれのある疾病の原因及  
び予防、交通災書の防止に関する項目等を盛り込むよう配意することが望ましいでしよう。  

（参考）  

・交通労働災害防止のためのガイドライン（平成20年4月3日付け基先君0403001号）  

・職場における腰痛予防対策指針（平成6年9月6日付け基発第547号）  

憾離漣獲熟軽離韓熟摸欝晋  
「常時使用する労働者」に対■して、雇入れ時及び1年以内ごとに1回（深夜菜等の特定業  

務に常時従事する労働者については6か月以内ごとに1回）、定期に健康診断を実地しなけ  

ればなりません。   
なお、健康診断の実施は法で定められたものである以上、その実施に要した費用を労働者  

に負担させることはできません。  

円臓麺寮二二；∴   
労働安全衛生法の定めるところにより、下欄のとおり事業場規模に応じて衛生管理者、衛  

生推進者、産業医を選任するとともに、衛生委員会を設置し、労働者の健康障害の防止に関  
する対策を検討するなど安全衛生管理体制を確立しなければなりません。  

○衛生管理者等の選任・設置が必要な事業場の規模（「訪弼介捜事業（日本  

株準産業分類8544）」  

労働保険の手続について   
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労働保険とは労働者災害補償保険（一般に「労災保険」といいます。）と尼用保険の紀称  

です。訪問介護労働者を含め労働者を一人でも雇っていれば、その手業掛ま労働保険の適用  

事業場となりますので、労働保険粁を納付する必要があります。■  

か二｛・～：11ご局声汗   

直隠保険とは、労働者か失業した場合及び労  

働者について罷用の継親が困難となる事由が生  
じた場創±、労働者の生活及び雇用の安定を回  

るとともにこ再就職を促進するた捌こ必要な給  
付等を行うものです。  

（雇用保険法帯1‘粂）   

く雇用保険の対象となる労働者＞  
1i乾田ゐ所畠労働時剛l事業揚の通常の労働者の1週間  

の所定労働時間と個機の労鱒者については、庇則として、  
労働契約の期Ⅵにかかわらず、■対象とな、ります。   

また、短馴司就労者（1卦咋甲励時間が事業場の  
迅骨の労鱒者の1二週Ⅶの所定労協時間よりも児く、かつ、  
40時間未満のもの）については、次のいずれにも隈当する  
場合に対象草なりまナ。   

ア1週間の所定労働鱒間が20時間以上であること   
イ 反篠して就労（具体的には、1年以上引き続き雇用  

されることが見込まれる場合）する着であること   

労災保険とは、労働者が業務上の事由  

または通勤により負傷等を被った場合等  
に、被災した当該労働者や遺族を保護す  

るため必要な保紺寸等を行うものです。  

（労働者災害補償保険法第1粂）  

＜労災保険の対象となる労働者＞   

労働契約の期間や労働時間の長短にか  
かわらず、全ての労働者が対●象となりま  

す。  

衛生管理者の選任   労働者数50人以上の草葉培．   

衛生推進者の選任   労働者数10人以上49人以下の事業揚   

産業医の選任   労働者数50人以上甲事業培．   

痘塵鎖会の野匿   ー労働恵救50人以上ゐ事業場，■■．■   

※ 上欄で示した労働着致は、常時使用する労働者放であり、鮪忙期なとにおいて臨時に雇   
い入れる労働者は含みませんが、濯時間労働着であっても常時使用する場合には、労働着   
掛こ含みます。  




